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第1章 略語表 
略語 英文名称 和文名称 
ABE 
Initiative 

African Business Education Initiative for 
Youth 

アフリカの若者のための産業人材育成

イニシアティブ（ABE イニシアティ

ブ） 
ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 
BBB Build Back Better より良い復興 
CAFI Central Africa Forest Initiative 中央アフリカ森林イニシアティブ 

CARD Coalition for African Rice Development アフリカ稲作振興のための共同体 

CDC Center for Disease Control and Prevention 疾病予防管理センター 
DAC Development Assistance Committee 開発援助委員会 
DX Digital Transformation デジタル・トランスフォーメーション 
EMT Emergency Medical Team 救急救命チーム 
E/N Exchange of Notes 交換公文 
E/S Engineering Service エンジニアリング・サービス 
FVC Food Value Chain 食を基軸とする付加価値の連鎖 
G/A Grant Agreement 贈与契約 

GCF Green Climate Fund 緑の気候基金 

GPE Global Partnership for Education 教育のためのグローバル・パートナシ

ップ 
ICSA Initiative for Food and Nutrition Security in 

Africa Country Strategy for Actions 
IFNA を通じた当該国の取組方針 

ICT Information and Communication Technology 情報通信技術 
IFNA Initiative for Food and Nutrition Security in 

Africa 
食と栄養のアフリカ・イニシアティブ 

IHR International Health Regulations 国際保健規則 

INSARAG International Search and Rescue Advisory 
Group 

国際捜索・救助諮問グループ 

IOM International Organization for Migration 国際移住機関 
JCAP JICA Country Analysis Paper JICA 国別分析ペーパー 

JDR Japan Disaster Relief Team 国際緊急援助隊 

JDS Japanese Grant Aid for Human Resource 
Development Scholarship 

（無償資金協力）人材育成奨学計画 

JJ-FAST JICA-JAXA Forest Early Warning System in 
the Tropics 

JICA・JAXA 熱帯林モニタリングシス

テム 
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JP-MIRAI Japan Platform for Migrant Workers 
towards Responsible and Inclusive Society 

責任ある外国人労働者受入れプラット

フォーム 
KMN Knowledge Management Network ナレッジマネジメントネットワーク 

L/A Loan Agreement 借款契約 

NDCs Nationally Determined Contributions （気候変動：温室効果ガス削減）国が

決定する貢献 
NEPAD The New Partnership for Africa's 

Development 
アフリカ開発のための新しいパートナ

ーシップ 
OECD-
DAC 

Organisation for Economic Co-operation and 
Development Development Assistance 
Committee 

経済協力開発機構／開発援助委員会 

OIE Office International des Emizooties 国際獣疫事務局 
OSBP One Stop Border Post ワン・ストップ・ボーダー・ポスト 
Pacific-
LEADS 

Pacific Leaders’ Educational Assistance for 
Development of State 

太平洋島嶼国リーダー教育支援プログ

ラム 
PPP Public-Private Partnership 官民連携 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

REDD+ Reducing Emissions from Deforestation and 
Forest Degradation in Developing Countries 

開発途上国における森林減少・森林劣

化に由来する排出の抑制、並びに森林

保全、持続可能な森林経営、森林炭素

蓄積の増強 
SATREPS Science and Technology Research 

Partnership for Sustainable Development 
地球規模課題対応国際科学技術協力 

SDGs Sustainable Development Goals 持続可能な開発目標 

SHEP Smallholder Horticulture Empowerment 
Project 

小農による市場志向型農業 

STEP Special Terms for Economic Partnership 本邦技術活用条件 
TICAD Tokyo International Conference on African 

Development 
アフリカ開発会議 

TOD Transit Oriented Development 公共交通志向型都市開発 

UHC Universal Health Coverage ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ 

UNHCR United Nations High Commissioner for 
Refugees 

国連難民高等弁務官事務所 

WBT Web-Based Training ウェブベース研修 
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評価の概要 
１．評価対象に関する事項 
法人名 独立行政法人国際協力機構 
評価対象

事業年度 
年度評価 2021 年度（令和 3 年度）（第 4 期中期目標期間） 
中期目標期間 2017 年度（平成 29 年度）～2021 年度（令和 3 年度） 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 外務大臣 
 法人所管部局 外務省国際協力局 担当課、責任者 政策課  

上田 肇 課長 
 評価点検部局 外務省大臣官房 担当課、責任者 考査・政策評価室  

川口 伊靖 室長  
主務大臣 財務大臣 

（外務大臣及び財務大臣の共管項目： No.16「内部統制の強化」、No.18「短期借

入金の限度額」のうち、有償資金協力業務に係る財務及び会計に関する事項。） 
 法人所管部局 財務省国際局 担当課、責任者 開発政策課  

飯塚 正明 課長 
 評価点検部局 財務省大臣官房 担当課、責任者 文書課政策評価室  

原田 佳典 室長 
主務大臣 農林水産大臣 

（外務大臣及び農林水産大臣の共管項目：農林業の開発に係る開発投融資の債権

の回収等に関する事項。） 
 法人所管部局 農林水産省輸出・国際局 担当課、責任者 新興地域グループ 

吉岡 孝 参事官 
 評価点検部局 農林水産省大臣官房 担当課、責任者 広報評価課 

坂本 延久 課長 
 
 

３．評価の実施に関する事項 
評価のために以下の手続等を実施した。 
（１）理事長ヒアリング：令和 4 年 7 月 19 日 
（２）監事ヒアリング：令和 4 年 6 月 28 日 
（３）有識者からの意見聴取：令和 4 年 7 月 19 日 

 
４．その他評価に関する重要事項 
 特になし 
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総合評定 
１．全体の評定 
評定 Ａ：中期計画における所期の

目標を上回って達成している

と認められる。 

（参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 
2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ 

評定に至った理由 
 法人に対する各項目別評定を踏まえて、総合的に法人の活動結果を判断し、Ａ評定とした。 

特に考慮した内容は以下のとおり。 
 大項目「国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項」に関する項

目の評定について、評価対象 8 項目のうち、Ｓ評定 3 項目、Ａ評定 5 項目と、多くの項目で

所期の目標を上回る成果を上げた。 
 大項目「業務運営の効率化に関する事項」、「財務内容の改善に関する事項」、「安全対策に関

する事項」、「その他業務運営に関する重要事項」に属する項目の評定について、評価対象 9
項目のうち、Ａ評定 6 項目、Ｂ評定 3 項目と、全ての項目で所期の目標以上の成果を上げ

た。 
 法人全体の信用を失墜させる事象、中期計画に記載されている事項以外の特筆すべき実績

等、全体評定に影響を与える事象はなかった。 
 

２．法人全体に対する評価 
（１）法人全体の評価 
機構は、独立行政法人国際協力機構法に基づき、開発途上地域の経済及び社会の開発若しくは復

興又は経済の安定に寄与することを通じて、国際協力の促進並びに我が国及び国際経済社会の健全

な発展に資することを目的として開発協力事業を行っている。2021 年度は第 4 期中期目標期間（2017
～2021 年度）の 5 年目であった。主な実績は以下のとおり。なお、新型コロナによる業務への影響

については、評価に当たって外部要因として考慮するとともに、それに対して機構が自主的な努力

を行っていた場合等には積極的に評価を行った。 
 
【開発途上地域の経済成長の基礎及び原動力の確保】 
 具体的には、インドネシア・パティンバン港及びモンゴル・チンギスハーン国際空港の運営に日

本企業が参画することで、海外展開の支援に寄与している。ベトナムにおいては、プロジェクトフ

ァイナンス方式により融資を行う初の風力発電事業（海外投融資事業）はその新規性を評価でき、

再生可能エネルギー分野で民間主体のモデルケースとして、後続案件形成の呼び水効果が期待され

る。加えて、新型コロナ対策ビジネスコンテスト（NINJA Business Plan Competition in response to 
COVID-19）はアフリカ地域のスタートアップ企業支援の好事例として評価できる。 
 
【開発途上地域の人々の基礎的生活を支える人間中心の開発の推進】 
具体的には、新型コロナ対応として各国の喫緊のニーズに応えるべく緊急財政支援の供与や「ラ

スト・ワン・マイル支援」など日本政府の政策実現に貢献した。東京栄養サミット 2021 では、「JICA
栄養宣言」が関係機関からの賛同も得られるなど、その取組は評価できる。東京オリンピック・パラ

リンピック大会において、JICA 海外協力隊員が指導した選手が出場したことは、スポーツ・フォー・

トゥモロー（SFT）の取組の効果が発現し、外交上においても大きく貢献したと言える。これは、我

が国の開発協力の基本方針である「人間の安全保障の推進」や UHC をはじめ、重要な外交政策の実

現に貢献したものとして高く評価される。また、事業・運営権対応型無償資金協力として初の案件

となる「カンボジア国タクマウ上水道拡張計画」において、浄水場の運営・維持管理を担う日本企業

の海外展開に貢献したなど、機構の自主的な取組による工夫も認められる。 
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【普遍的価値の共有、平和で安全な社会の実現】 
具体的には、ウクライナにおいて、緊急円借款の迅速な案件形成を行い、日本政府による事前通報

を実現したこと、加えて、緊急報道に係る能力強化を支援し、ロシアによる侵略に関する緊急報道

へ活用されるなど、外交上も大きな貢献であると言える。また、避難民が多く流入しているモルド

バへの迅速な調査団の派遣等も評価できる。ガーナにおいて、国際的にも珍しい国の制度として児

童労働リーゾーンの導入・普及を支援する取組として「開発途上国におけるサステイナブル・カカ

オ・プラットフォーム」を通じ、カカオ産業における児童労働撤廃に向け貢献している。ウガンダに

おいては、機構の協力を称える決議が国会で採択され相手国政府から高い評価を得ている。これは

紛争・戦争という人間の安全保障への最大の危機に対して、機構の成果が認められたと言える。 
 
【地球規模課題への取組を通じた持続可能で強靭な国際社会の構築】 
具体的には、「緑の気候基金（GCF）」に関し、モルディブを対象とした海岸保全事業の承認は GCF
事業への貢献として評価できる。REDD+及び持続的森林管理分野において、ケニア森林公社（KFS）
が地理情報システム（GIS）ソフトウェア関連の米国大手企業 ESRI 社より Special Achievement in GIS
（SAG）Awards を受賞した。JICA クリーン・シティ・イニシアティブ（JCCI）を立ち上げ、廃棄物

管理、水質汚濁管理、大気汚染対策の各分野で情報収集や戦略的な案件形成の促進に貢献し、日本

政府の戦略文書への重要なインプットにも寄与した。アフリカ稲作振興のための共同体（CARD）後

続案件であるフェーズ２の枠組みの下、国家稲作開発戦略（NRDS）の具体化に向け 20 か国 39 件の

事業を実施するなど、順調な進捗は評価できる。 
 
【地域の重点取組】 
具体的には、複数の地域においてコロナ禍の喫緊のニーズに応えるべく緊急支援円借款や資機材

の供与を迅速に実施したことは、新型コロナの発生という想定外の事態への対応にあたり、政府の

政策実現に大きく貢献した証左であり、特に「ラスト・ワン・マイル支援」への貢献を評価できる。 
また、東南アジア地域では、コロナ支援と併せて、「日 ASEAN 連結性イニシアティブ」に基づき、

政府の重要外交政策である自由で開かれたインド太平洋実現のための連結性強化や海上法執行能力

の強化に資する取組に進展が見られたほか、PALM9 における取組は外交上の貢献として評価でき

る。南アジア地域では、宮崎市におけるバングラデシュ外国人材受入は、地方創生にも貢献してお

り、新しい取組として評価できるとともに、アフガニスタンへの支援など外交上も大きく貢献して

いる。東・中央アジア及びコーカサス地域では、ウズベキスタンの産業人材育成やモンゴル国会議

員向け戦後日本の発展モデルに係る連続講座の実施を評価できる。中南米・カリブ地域では、IDB な

どの国際機関との連携を通じた地域協力に加え、JICA チェアの取組を促進した。アフリカ地域では、

TICAD8 に向けた取組促進、スタートアップ企業の育成に加え、ウガンダにおける長年の協力が同国

国会決議として採択され、相手国政府からの賞賛を得られている点は評価できる。緊急経済復興開

発政策借款をはじめウクライナへの支援、外交上も大きな貢献と言える。 
 
【民間企業等との連携を通じた開発課題の解決への貢献】 
 具体的には、コロナ禍を踏まえた保健医療体制の強化、脱炭素や DX、スタートアップ支援といっ

た先進かつ重要課題へ対応及び、多様性のある出融資ポートフォリオ構築を実現し、過去最大規模

の 13 件の海外投融資事業の承諾は評価できる。また、2016 年度以降継続的に円借款事業における本

邦企業受注率 60％以上を確保している。その他、中小企業等の事業が複数国への展開・過去に実施

した事業の効果発現など、民間企業の連携が促進されている。また、新たな取組として地域金融機

関との連携強化する「地域金融機関連携案件」の促進は評価できる。 
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【多様な担い手と途上地域の結びつきの強化と裾野の拡大】 
具体的には、協力隊事業において、指導した選手が東京オリンピック・パラリンピック大会に出場

した他、隊員経験の社会還元促進として日本国内の課題に貢献している点は評価できる。その他、

産官学連携による遠隔医療事業の取り組みが、他国への展開に貢献している。草の根技術協力にお

いても、当該国他地域へ普及・全国展開に寄与するなど、事業の効果発言に繋がっている点は評価

できる。その他、水をテーマにした映像教材「世界につながる教室」が、消費者教育教材資料表彰

2021 において最優秀賞（内閣特命担当大臣賞）受賞や、2021 年度発行された 9 冊の教科書に機構の

事業が掲載されるなど、学校現場でのグローバル化や SDGs の浸透に貢献している。 
 
【安全対策】 
 機構職員だけでなく事業関係者も対象とした職域接種を実施し、安心・安全な海外渡航の推進に

貢献したことに加え、新たに 20 か国への渡航再開を実現するなど難易度が高い業務を着実に実施し

た点は評価される。また、自主的な取組である「JICA 安全標準仕様書」などの周知を通じ、関係者

の意識向上に継続的に取り組んでいる点は評価できる。 
 

（２）全体の評定を行う上で特に考慮すべき事項 
特になし。 

 
３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した課題、改善事項 各項目別評定に記載のとおり。 
その他改善事項 特になし。 
主務大臣による改善命令を検討すべき事項 特になし。 

 
４．その他事項 
監事等からの

意見 
１． 法人の業務は、法令等に従い適正に実施され、また、第 4 期中期目標の達成に

向けて概ね効果的かつ効率的に実施されたものと認める。 
２． 法人の内部統制システムは、概ね適切に整備され運用されていると認める。ま

た、内部統制システムに関する役員の職務の執行について、特段指摘すべき事

項は認められない。 
なお、新型コロナウイルス感染症の長期化はウクライナ情勢等による政治経

済状況等の変化を背景に、JICA の事業や実施体制も大きな影響を受けている。

このような状況下、適正な内部統制の維持及び強化が強く望まれる。特に、有

償資金協力による海外投融資等リスクの発現が法人の業務に大きな影響を及ぼ

す可能性がある事業については留意が必要である。併せて、組織体制及び規程

等の継続的な見直し等を行い、効果的かつ効率的に業務を運営する基盤を強化

することが望まれる。 
３． 役員の職務の執行に関する不正の行為又は法令等に違反する重大な事実は認め

られない。 
４． 財務諸表等及び事業報告書に係る会計監査人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認める。 
５． 事業報告書は、法令に従い、法人の状況を正しく示しているものと認める。 
６． 過去の閣議決定において定められた監査事項について、給与水準の状況、随意

契約の適正化を含めた入札・契約の状況、法人の長の報酬水準の妥当性、保有

資産の見直しについては、適切な取組が行われていると認める。 
７． その他（主な留意すべき事項） 
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・内部統制関連（予算執行管理、新型コロナウイルス感染症への対応、調達・派遣

業務関連、経営資源の配分、リスク管理、等） 
・組織関連（在外拠点の機能強化、JICA 職員等の適正配置、ODA 人材の養成確保

等） 
・事業関連（グローバル・アジェンダ関連、無償資金協力事業活性化、有償資金協

力、海外投融資、海外協力隊事業、緊急人道支援関連、国内事業関連、調査・研

究関連（JICA 研究所関連）等） 
その他特記事

項 
第 4 期中期目標における「評価の考え方」に基づき、以下の考え方で自己評価

を実施した。 
・「外務省所管独立行政法人の業務実績評価の基準について」に従い、定量指標

の達成状況に加え、質的な成果や成果の最大化に向けた機構の取組状況も勘案して

評価を行う。 
 

有識者からの意見聴取は以下のとおり。 
・令和 3 年度の自己評価は、S 評定が 5 項目（昨年度評定 2 項目）、A 評定が 9 項目

（昨年度評定 10 項目）、B評定が 3項目（昨年度評定 5項目）となっている。S評価

とした 5 項目の全て及び A 評価とした 9 項目の内 4 項目は、重要度が高いと設定し

ている項目であり、これら重要性の高い項目が全て S 又は A の自己評価である点は

評価できる。以上より、全体として、S評定 4項目、A評定 10項目、B評定 3項目が

妥当と判断したが、これらを踏まえても、2021 年度の総合評定は A 評価（自己評価

A）が妥当と考える。 

（１）定量指標の設定について 

No.3については中期目標期間をとおしての定量指標がないので、次期中期目標期間

においては定量指標の設定が求められる。さらに、重要度が高いとしている No.1か

ら No.7、No.12、No.14 のおいては、業務の範囲が広いこと、１つ１つの業務が重要

であること等を考慮して、中期目標期間をとおしての定量指標を最低 2 以上設定す

ることが望ましいと考える。 

（２）目標水準の設定について 

下記 No.1、No.2、No.13で示したが、同じ指標に対して年度ごとに目標水準を変え

ることは望ましくない。2020 年度と 2021年度で目標水準を変えた項目は以下のとお

りである。 

・No.1…188 人（2020 年度）→177人（2021年度） 

・No.2…110 万人（2020年度）→10万人（2021年度） 

・No.13…10件（2020 年度）→6件（2021 年度） 

・No.17…19％（2020 年度）→20％（2021年度） 

No.17 以外はいずれも目標水準を下げているが、定量評価において恣意性を排除す

る意味においても、本来は中期目標期間をとおして目標水準は一定とすることが望

ましい。 

（３）評定のバランスについて 

2014年度において、従来の独立行政評価委員会による評価からアドバイザリーを活

用した大臣評価に移行した際に、評価項目もイ、ロ、ハ、二、ホから、S、A、B、C、

Dに変更された。これは単に評語を変えただけではなく、当時イやロに偏っていた評
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価を見直す意味も含まれていたはずである。そのため、評価基準においても、『「B」

を標準とする。』との文言があえて明示された。評価制度が変わってから 8年が経過

し、また Sや Aに評価が偏る傾向が復活しつつある。実際に、Sや Aに相応しいので

あれば問題はないが、そもそも所期の目標を十分達成していれば B評価なのであり、

所期の目的を量的、質的に顕著に上回る項目が多かったり、毎年度 S 評価だったり

ということは想定していないのではないか。逆に、毎年度所期の目的を量的、質的に

顕著に上回っているということは、所期の目的の設定自体に問題があるとも考えら

れる。 

今後自己評価はアドバイザリーによるコメントを行う際にも、当初の趣旨を踏まえ

評価を行う必要がある。 

 

・機構は事業の改善と説明責任を果たすべく、近年、業務評価の質の向上に努力され

ている。この評価形式は PDFサイクルを有効活用しての結果である。自己判定では A

評価。概ね同意できる判定となっている。インフラから技術協力、緊急・人道援助ま

で包括的にカバーされている。コロナ禍での ICTや DX事業を推進されることは賛同

するが、新型コロナウイルス感染症のパンデミックは、保険、経済、財政面でかつて

ないほどの世界的な影響を及ぼしている。悪影響が無数にある中で、パンデミックに

よって世界中の経済活動が急速減速しており、途上国は特に脆弱な状態に置かれて

いる。 

これに関連して、コロナ前・コロナ禍で機構の活動がどのように変わり、現在どのよ

うな状況にあるのか。将来の計画も含めて、詳しく説明していただきたい。 

持続可能な開発のための 2030アジェンダ」と「持続可能な開発目標（SDGｓ）」は国

内においては（地方レベルから全国レベル）あらゆるレベルの対策と結びつき、かつ

国際社会をも動員できる多面的で野心的な目標を定めている。 

しかしその取り組みは、依然として断片的なまま、気候変動や生物多様性損失、紛争、

移住、難民、パンデミック、データ保護といった問題を個別に取り扱っている印象を

受ける。再度、横断的な、経済、社会、環境、ガバナンスの観点から、機構の活動の

整合性とインパクト評価を組み合わせ、SDGs の達成に注力していただきたい。 

 

・全体として、世界的なコロナ禍の中で、質の高いインフラ案件の実施、トンガ、ウ

クライナ等への迅速な緊急支援、感染症への対応等で、2021 年度計画の目標を上回

る実績をあげると共に、2017 年度に起きた予算執行管理問題にも改善がみられ、一

定の評価ができる。 

その上で、いつも感じることではあるが、評価方法については、量的評価が中心であ

り、目標の設定次第で達成率が変動することや、量の変動による質的な評価との関係

がわかりにくく、量的達成率を中心に評価することには限界があると感じられる。JI

機構だけで評価方法を変更することの難しさもあるが、「国際協力」という事業の性

格上、よりインパクト、アウトカム志向での評価が求められており、事業計画の作成

方法や目標設定、業務実績報告書のフォーマットも変更を検討すべきあろう。そのこ

とによって、国際協力のあり方も、より成果が可視化された中で議論されることにな
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るもの思われる。 

一体、コロナ感染症は、世界の開発の分野に何をもたらしたのか。コロナ禍によって

SDGs の達成状況は後退したといわれるが、人の移動の制限がある中でも、遠隔での

事業遂行により、国際協力の質的変化をもたらし、例えば、オンライン研修の充実、

医療体制強化のための遠隔 ICU 支援などが進展し、プラス面もない訳ではない。そ

して SDGｓ達成目標年まで 8年となり、今後、支援の現地化、より人権重視等の「国

際協力」の潮流の中で、機構として、どのように国際協力を進化させていくのか、議

論が必要である。 

世界的に民主主義の危機が叫ばれており、権威主義的な国々で、市民が自由に活動で

きるスペースが狭まっている状況がみられる。ＥＵ諸国はより人権ベース、社会公正

に資する援助を進めようとしており、現地主導の支援などの国際的な援助の潮流を

踏まえ、民主主義の基盤である、レジリアントな社会基盤を作っていく必要がある。 

・全体として、市民社会組織（CSOｓ）をはじめとする民間団体・組織との連携、CSOs

等を通じた国際協力の推進が他国と比べて、極めて弱いと思われる。これは予算増だ

けの問題ではなく、CSOの実施能力、組織基盤の課題もある。しかし長期的な視点に

立てば、CSO 等の特色を生かした支援を増やしていくことは、援助効果を高め、持続

可能な開発等に貢献することになるものと思われ、CSOを通じた援助予算増、CSO基

盤整備に向けた取組の強化をすべきである。 

ロシアのウクライナ侵攻、中国の海洋進出の影響等の、国際情勢の変化により、日本

の安全保障の観点から、防衛予算と共に ODA 予算の増、開発協力大綱の見直すべき

との議論がある。ODA予算増は歓迎だが、国際協力の名を借りた「軍事支援」は、決

して増やすべきではなく、非軍事の ODA原則を貫くべきである。 

 

 



0-8 
 

５．項目別評定総括表 

中期目標 
年度評価 項目別

評定調

書No. 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  

 

日本の開発協力の重点課題  Ａ Ａ Ａ Ａ  
 開発途上地域の経済成長の基礎及び原動力の確保 Ｂ○ Ａ○ Ｓ○ Ｂ○ Ａ○ No.1 
 開発途上地域の人々の基礎的生活を支える人間中心の開発の推進  Ａ○ Ａ○ Ｓ○ Ｓ○ Ｓ○ No.2 
 普遍的価値の共有，平和で安全な社会の実現 Ｓ○ Ａ○ Ｓ○ Ａ○ Ｓ○ No.3 
 地球規模課題への取組を通じた持続可能で強じんな国際社会の構築 Ａ○ Ｓ○ Ａ○ Ａ○ Ａ○ No.4 
 地 域 の 重 点 取 組 Ａ○ Ａ○ Ｓ○ Ｓ○ Ｓ○ No.5 
民間企業等との連携を通じた開発課題の

解決への貢献 
Ａ○ Ａ○ Ｓ○ Ａ○ Ａ○ No.6 

多様な担い手と開発途上地域の結びつき

の強化と裾野の拡大 
Ａ○ Ｓ○ Ａ○ Ａ○ Ａ○ No.7 

事業実施基盤の強化 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ No.8 
Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項  

 
戦略的な事業運営のための組織基盤づく

り 
Ｃ Ｂ Ｂ Ａ Ａ No.9 

業務運営の効率化，適正化 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ No.10 
Ⅲ．財務内容の改善に関する事項  
 財務内容の改善 Ｄ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ No.11 
IV．安全対策に関する事項  

 安全対策 Ｂ○ Ｂ○ Ｂ○ Ａ○ Ａ○ No.12 

V．その他業務運営に関する重要事項  

 

効果的・効率的な開発協力の推進 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ No.13 
国際的な議論への積極的貢献及び国際機

関・他ドナー等との連携推進 
Ａ○ Ｂ○ Ａ○ Ａ○ Ａ○ No.14 

開発協力の適正性の確保 Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ａ No.15 
内部統制の強化 Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ No.16 
人事に関する計画 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ No.17 

注 1：評定は「外務省所管独立行政法人の業務実績評価の基準について」に基づく S～D の 5 段階評価。 
注 2：重要度「高」の項目は各評語の横に「○」、難易度「高」の項目は各標語に下線を付す。 
注 3：下線部の項目（日本の開発協力の重点課題、民間企業等との連携を通じた開発課題の解決への貢

献、多様な担い手と開発途上地域の結びつきの強化と裾野の拡大、事業実施基盤の強化）は、中

期目標における一定の事業等のまとまりとして扱い、評価を行う。 

 

以上 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
 No.－ 
（一定の事業等のまとまり） 

日本の開発協力の重点課題 

業務に関連する政策・施策 開発協力大綱、平成31/令和元年度開発協力の重点、日本再興戦略、イン

フラシステム輸出戦略、国家安全保障戦略、グローバル・フードバリュ

ーチェーン（GFVC）戦略、TICAD Ⅵナイロビ宣言、TICAD7横浜宣言

2019、持続可能な開発目標（SDGs）実施指針、質の高いインフラパー

トナーシップ、質の高いインフラ輸出拡大イニシアティブ、未来投資戦

略2018、成長戦略、国際保健のためのG7伊勢志摩ビジョン、国際保健外

交戦略、平和と健康のための基本方針、国際的な脅威となる感染症対策

強化に関する基本方針、アジア健康構想、日本の教育協力政策、持続可

能な開発のための教育、平和と成長のための学びの戦略、新水道ビジョ

ン、自由で開かれたインド太平洋構想、女性・平和・安全保障に関する

行動計画、法制度整備支援に関する基本方針、「ビジネスと人権」に関

する行動計画、パリ協定、仙台防災協力イニシアティブ、美しい星への

行動2.0（ACE2.0）、環境インフラ海外展開基本戦略、マリーン

（MARINE）・イニシアティブ、対ASEAN海外投融資イニシアティブ、

PALM8及びPALM9の公約、対中南米外交・三つの指導理念（juntos）、
日・中南米連結性強化構想 

当該事業実施に係る根拠  独立行政法人国際協力機構法第13条 

当該項目の重要度、難易度 － 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
令和3年度外務省政策評価事前分析表 1-Ⅵ-1 経済協力 
令和3年度行政事業レビューシート：番号未定（無償資金協力、独立行政

法人国際協力機構運営交付金） 
 

２．主要な経年データ 

①主要なアウトプット情報 項目 No.1 ～項目 No.5 の項目別の記載を参照 

②主要なインプット情報 * 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

予算額（百万円）1 107,613 104,587 106,322 111,679  107,041  

決算額（百万円）2 193,476 201,957 188,343 133,436  192,196  

経常費用（百万円） 100,229 106,569 99,955 78,140  132,260  

経常利益（百万円） △ 11,222 △ 10,984 △ 4,927 △1,704  35,270  

行政コスト（百万円）3 100,027 106,378 99,955 78,140  132,260  

従事人員数 1,370 1,378 1,377 1,371  1,379  

* 中期目標脚注 2 の記載に基づき、目標単位を項目 No.1 から No.5 に細分していることから、「一定

の事業等のまとまり」全体としてのインプット情報を本表で記載する。 
 
 
 
 

 
1 2019 年度より無償資金協力事業費及び受託経費を含めたため、2017 ～ 2018 年度の計数を修正した。 
2 2019 年度より無償資金協力事業費及び受託経費を含めたため、2017 ～ 2018 年度の計数を修正した。 
3 独立行政法人会計基準の改定に伴い、2019 年度より行政サービスコストに代わり行政コストを記載。 
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３－１．各事業年度の業務に係る目標、計画、主な評価指標 

中期目標参照箇所： 
3.（1）「開発途上地域の経済成長の基礎及び原動力の確保（「質の高い成長」とそれを通じた貧困撲

滅）」から3.（5）「地域の重点取組」。 
中期計画参照箇所： 
1.（1）「開発途上地域の経済成長の基礎及び原動力の確保（「質の高い成長」とそれを通じた貧困撲

滅）」から1.（5）「地域の重点取組」。 
年度計画参照箇所： 
1.（1）「開発途上地域の経済成長の基礎及び原動力の確保（「質の高い成長」とそれを通じた貧困撲

滅）」から1.（5）「地域の重点取組」。 
主な評価指標 
3.（1）「開発途上地域の経済成長の基礎及び原動力の確保（「質の高い成長」とそれを通じた貧困撲

滅）」から3.（5）「地域の重点項目」に対応する指標。 
 

３－４．年度評価に係る自己評価 
＜評定と根拠＞評定：A 
根拠：一定の事業等のまとまりを細分化した評価単位5項目（No.1～No.5）では、S評定3項目、A
項目2項目と、全ての項目において所期の目標を上回り、かつ3項目においては中期目標における

所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果を得られていると認められるため。 
 
＜課題と対応＞ 

No.1からNo.5の各項目を参照。 

 

３－５．主務大臣による評価 

評定：Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

 一定の事業等のまとまりを細分化した評価単位 5 項目（No.1～No.5）では、S 評定 2 項目、A 評

定 2 項目と、多くの項目において所期の目標を上回る成果が得られていると認められるため。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 各項目参照。 

 

＜その他事項＞ 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.1 
開発途上地域の経済成長の基礎及び原動力の確保 
（「質の高い成長」とそれを通じた貧困撲滅） 

業務に関連する政

策・施策 
開発協力大綱、平成31/令和元年度開発協力の重点、自由で開かれたイン

ド太平洋、インフラシステム輸出戦略、成長戦略、グローバル・フード

バリューチェーン（GFVC）戦略、TICAD Ⅵナイロビ宣言、TICAD7横浜

宣言2019、持続可能な開発目標（SDGs）実施指針、質の高いインフラパ

ートナーシップ、質の高いインフラ輸出拡大イニシアティブ、質の高い

インフラ投資のためのG7伊勢志摩原則、質の高いインフラ投資に関する

G20原則、未来投資戦略2018、成長戦略 
当該事業実施に係

る根拠（個別法条文

等）  

独立行政法人国際協力機構法第 13 条 

当該項目の重要度、

難易度 * 
【重要度：高】開発課題の解決に直接寄与する成果を生み出すための目標項

目であり、開発協力大綱等の政策目標への貢献の観点からも機構の業務の

最も枢要な部分であるため。（No.1からNo.5共通） 
関連する政策評価・

行政事業レビュー 
令和3年度外務省政策評価事前分析表 1-Ⅵ-1 経済協力 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号：未定（無償資金協力、独立行政法

人国際協力機構運営交付金） 
* 重要度の設定理由は項目 No.1 から No.5 で同様のため、他項目では理由の記載を省略する。 

 

２．主要な経年データ 

①主要なアウトプット情報

（定量指標） 
達成目標4 

目標値

/年 
2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

【指標 1-6】ABE イニシアティブ

公約達成のための育成人材数長期研

修等） 

900 人 5 

（2013-2017） 

－ 
 279 人 119 人 - - - 

【指標 1-6】Innovative Asia 公約達

成のための育成人材数（長期研修等）

（人）6 

1,000 人7 

（2013-2017） 
 188人 208 人 166 人 184 人 71 人 285 人 

②主要なインプット情報* 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

支出額（百万円）** 20,281 22,558 17,710 12,365 26,9448 

* 項目 No.1 ～ No.4 への支出額と項目 No.5 への支出額は重複するため、インプット情報は「日本の

開発協力の重点課題」での記載に集約し、本表では参考値として各項目の支出額を記載する。以下、項

目 No.5 まで同様。 

 
4 日本政府公約である ABE イニシアティブ及び Innovative Asia に示されている達成目標を基に設定する。 
5 ABE イニシアティブの目標値：2013 年から 2017 年に 900 人 
6 2017 年度及び 2018 年度は機構の留学生受入れ制度を通じたイノベーティブ・アジア事業に該当する長
期・短期留学生の受入れ実績を集計していたが、2019 年度以降における長期留学生の実績については、文
部科学省が実施する国費留学生制度を通じたイノベーティブ・アジア事業に該当する留学生の受入れ実績を
集計する。 
7 Innovative Asia の目標値：2017 年から 2021 年に 1,000 人 
8  暫定値 
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** 項目 No.1 ～ No.4 に区分されない一部の支出額が項目 No.5 に含まれることから、No.1 ～ 4 の支

出額合計と No.5 の支出額合計は合致しない。 
 

３－１．各事業年度の業務に係る目標、計画、主な評価指標 

中期目標及び中期計画の対応箇所 中期目標：3.（1）、中期計画：1.（1） 
年度計画 

1.（1）開発途上地域の経済成長の基礎及び原動力の確保（「質の高い成長」とそれを通じた貧困

撲滅） 

ア 都市・地域開発 
急速に都市化が進む現状に対して、持続可能な都市・地域開発に貢献するため、都市において

は、土地利用やインフラ整備を記した開発計画の策定、都市開発管理やまちづくりを含む都市

マネジメントの能力強化に取り組む。 
特に、大都市を中心に関心が高まっている、新たな都市開発アプローチである公共交通志向型

都市開発（TOD：Transit Oriented Development、以下「TOD」という。）やスマートシティに向

けた協力に着手する。地域開発においては、分野横断的な取組が行えるよう、総合的な開発計

画の策定や関係機関が調整・連携する体制構築を支援する。 
都市・地域開発の基本となる地理空間情報の利活用を促進する。 
都市・地域開発分野における協力活動の効果拡大を目指して、留学生・研修員同士や国内関係

者間のネットワークの強化を促し、経験を共有する活動を行う。 
 

イ 運輸交通・ICT 

「自由で開かれたインド太平洋」（FOIP：Free and Open Indo- Pacific Strategy、以下「FOIP」と

いう。）や「インフラシステム海外展開戦略2025」等に貢献するため、開発途上地域の発展段

階に合わせたインフラやICT環境の整備に向けた事業を実施する。その際、自然災害リスクの

最小化やインフラ資産の運営・維持管理体制の強化、交通安全、へき地へのアクセスや社会的

弱者の利用を想定したインフラ整備等、インフラ全体の強じん性、包摂性、持続可能性の確保

に配慮する。 
特に、効率的かつ質の高い道路アセットマネジメントシステムの導入及び活用の支援を重点的

に実施する。 
都市化と自家用自動車数の増加による交通渋滞や大気汚染の悪化、交通事故の増大等が生じて

いることから、より環境負荷低減に資する都市鉄道やバス等の公共交通システムの導入に向け

た支援（組織体制、人材育成、公共交通利用促進策等を含む）を行う。その際には、基幹交通

網としての計画の妥当性、持続性、現地化にも配慮した運営・維持管理体制の適切性、安全性

の向上等を考慮する。また、TODの推進、交通安全に資する取組を実施する。さらに、運輸交

通インフラ整備のスピルオーバー効果に着目した新たな財源スキームの検討、導入促進を図

る。 
FOIPに資する事業形成として、地域の連結性強化のため、港湾・空港・国際回廊整備及び運営

維持管理、海上保安等に係る協力を通じてグローバルネットワークの構築、安全性の向上に取

り組む。 
開発途上地域の社会のデジタル化、デジタル・トランスフォーメーション（DX）の促進を支

援するために、その基盤となるICT・データ技術人材の育成、ICT・デジタル関連政策や制度、

ICT環境整備、ICT産業の育成に資する事業を実施する。また、開発途上地域の社会課題解決に

おけるDXの推進に取り組み、コロナ禍での有効なデジタル技術の適用を通じた開発事業の効

果及び効率の向上を図る。具体的には、ICT・データを活用した新たな協力を推進するべく、
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情報収集・確認調査、試行的・実践的事業の実施及び効果的な事業実施のためのデジタルサー

ビスの検討・導入を行う。 
情報セキュリティの確保は不可欠であり、東南アジアやその他セキュリティリスクが高い国に

対し、サイバーセキュリティの体制強化に資する事業を実施する。 
 

ウ 質の高いエネルギー供給とアクセスの向上 

世界的なエネルギー利用の低・脱炭素化を念頭に、日本が強みを有する地熱開発等の再生可能

エネルギー導入促進や、太陽光、風力等の変動性再生可能エネルギー増加に必要な系統の柔軟

性を高める対策促進等に取り組む。また、省エネルギーについて、円借款や海外投融資の活用

も見据えつつ、戦略の策定や制度構築に関する事業の形成に取り組む。 
サブサハラ・アフリカ等のエネルギーアクセスの改善が求められる地域については、再生可能

エネルギーをはじめとする低炭素電源の導入促進や送配電網の拡充、設備の維持管理改善を通

して、電化人口の増加や電力供給の信頼度向上につながる事業の形成及び実施に取り組む。 
上記取組を進めるに当たり、エネルギーアクセス改善に向けた官民連携のための制度構築や人

材育成等を通して一層の民間資金の活用を促進する方策を検討する。また、保健医療等の他の

分野との相乗効果を生む事業の形成に着手する。 
さらに、エネルギー効率利用の促進のため、デジタル技術を活用した事業の形成に着手する。 
JICA開発大学院連携（特に「資源の絆プログラム」）により形成した、開発途上地域の知日派

人材とのネットワークの維持・強化に取り組む。特に、帰国留学生による現地活動を支援しつ

つ、帰国後の関係継続・強化に取り組む。また、本邦大学のリソースを有効活用しつつ、研究・

イノベーションと人材育成の相乗効果の発現を図る。 
 

エ 民間セクター開発 

アジア地域の産業振興及び投資振興分野では、「産業人材育成協力イニシアティブ2.0」等を踏

まえ、コロナ禍での対応の観点からも日本人材開発センターやこれまでの協力拠点を活用しつ

つ、必要な政策策定支援、産業人材育成、現地企業と本邦企業を含む外資系企業との繋がりの

強化、コロナ禍に対応した新しいイノベーション（非接触、遠隔化、省人化等のデジタル化等）

の推進を加速する。 
アジア以外の地域では、コロナ禍での多様な対応とTICAD7の柱であるイノベーション促進の

観点から、コロナ禍での社会課題解決に向けた起業家育成支援（Project NINJA）、「アフリカ・

カイゼン・イニシアティブ」の推進、南南協力等による本邦企業・金融機関との連携も含め企

業支援のためのエコシステムづくりを促進し、企業の能力強化を通じて民間セクター主導の成

長を加速する。 
産業振興や人材育成に資する各国拠点大学の教育、研究及び運営能力や、本邦大学とのネット

ワークの強化を図るとともに、ASEAN、インド、中東、アフリカの各拠点大学及び本邦大学を

繋ぐことにより、インド太平洋地域にまたがる大学間の連携を強化する。また、コロナ禍に対

応した研究・開発の実施やオンライン教育を含めた質を担保した教育・研究活動の実施に向け

て協力する。あわせて、各拠点大学における科学技術イノベーション推進のための高度人材育

成や産業振興に貢献する人材育成事業を引き続き実施する。 
「TICAD7における日本の取組」に貢献すべく、「ABEイニシアティブ3.0」の実施等を通じ、日

本とアフリカ間のビジネス推進に資する産業人材育成を実施する。 
持続可能な観光開発を推進し、環境等への負の影響を制限しつつ、経済・雇用等幅広いSDGs
への正のインパクトの実現を図る。また、世界観光機関と連携して取り組む「観光開発SDGs
効果測定指標ツールキット」の作成やウィズコロナ、ポストコロナにおける観光リカバリー計

画の策定を進め、多様な関係者による活用を促進する。 
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オ 農林水産業振興 

農産物の生産から加工、流通、消費に至る各段階の付加価値を高めながら付加価値の連鎖をつ

くるフード・バリューチェーン（以下「FVC」という。）の構築・強化を目的とした協力を展開

する。 
特に、東南アジア地域では、ウィズコロナ、ポストコロナにおけるFVC開発の在り方を検討す

るための調査を実施するとともに、ASEAN事務局と連携したFVC開発支援事業を開始する。 
また、食農分野の本邦企業との連携及びデジタル技術の活用を促進する。 
さらに、農業分野の外国人材受入促進にも貢献する協力を行う。 
TICAD7で打ち出した「SHEP100万人宣言」の達成に向け、アフリカ、南アジア、中南米地域

等を対象に、市場志向型農業振興（SHEP：Smallholder Horticulture Empowerment&Promotion）
アプローチに精通する人材を育成する。また、国際ワークショップ（英語・フランス語・アラ

ビア語）の開催等を通じてSHEPに関する国際社会の認知度を高めるとともに、SHEPアプロー

チに基づく協力を展開可能な国際協力人材（開発コンサルタント、ボランティア、NGO）を育

成する。さらに、民間企業等との連携を促進し、SHEPを活用した小規模農家支援事業の拡充

を図る。 
TICAD8に向けたアフリカビジネス協議会農業ワーキンググループの活動として、「アフリカ農

業イノベーションプラットフォーム構想」の実現に向けた調査結果の発信と、本邦企業との連

携の可能性を検討する。 
「JICA食と農の協働プラットフォーム（JiPFA）」を継続的に運営していく。 
長期研修を通じて農林水産分野の知日人材を育成するとともに、研修員とのネットワークの構

築を図る。 
 
カ 公共財政管理・金融市場等整備 

FOIPを踏まえつつ、経済成長の基礎及び原動力を確保するための経済基盤として、関税の適正

かつ公平な徴収と貿易円滑化の推進、国家財政の基盤強化、金融政策の適切な運営と金融シス

テムの育成に向けた事業を実施する。 
特に、アジア地域では、域内連結性の強化につながる税関分野の手続の迅速化・近代化支援、

「質の高いインフラ投資に関するG20原則」におけるインフラ・ガバナンス強化にもつながる

徴税強化や公共投資管理強化、債務管理強化による財政の基盤強化支援及び金融システムの健

全な育成に向けた支援を実施する。 
また、アフリカ地域では、アフリカ大陸自由貿易圏の推進につながる、ワン・ストップ・ボー

ダー・ポスト（OSBP：One Stop Border Post）の推進や税関行政強化に係る支援及び債務管理強

化等財政の基盤強化に向けた支援を実施する。 
さらに、世界税関機構（WCO：World Customs Organization）と連携し、アフリカ各地域における税

関人材育成を継続するとともに、大洋州に対する歳入強化（関税収入強化）に向けた税関能力強化

支援を行う。 
主な評価指標（定量的指標及び実績は２．参照） 

都市・地域の持続可能性に留意したマスタープラン策定支援及び制度・組織等の能力開発支援の実施状

況（SDGs Goal 11関連） 
地域・越境インフラを含む質の高い、安全・安心で、持続可能かつ強じんな運輸交通インフラ及びICT環
境整備に係る支援の実施状況（SDGs Goal 9（9.1、9.c）及びSDGs Goal 3（3.6）関連） 
質の高いエネルギー供給の確保及びエネルギーアクセスの改善に資する、低廉・低炭素・低リスクをバ

ランスよく満たす電源開発や効率的なエネルギーシステム等に係る支援の実施状況（SDGs Goal 7関連） 
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現地企業の強化やグローバル経済の活力取り込みに資する、産業振興機関及び貿易投資促進機関の能力

向上、産業政策及びビジネス環境の改善に係る支援の実施状況（SDGs Goal 8（8.1、8.2、8.3、8.5、8.6、
8.8、8.9）、SDGs Goal 9（9.2、9.5）関連） 
産業基盤の強化に資する、職業訓練・高等教育を含む産業人材育成に係る支援の実施状況（SDGs Goal 4
（4.3、4.4）関連） 
生産者所得向上に資する、市場志向型農業振興を含むFVCの強化に係る支援の実施状況（SDGs Goal 2
（2.3、2.a）関連） 
適正・公正・透明な財政運営並びに金融部門の安定的発展に資する、財政当局や金融当局の機能・能力

向上に係る支援の実施状況（SDGs Goal 8（10、a）、SDGs Goal 10（4、5）、SDGs Goal 17（1）関連） 

 

３－２．業務実績 

 

  No.1-1 都市・地域開発  

 

関連指標 基準値 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

持続可能性分析を含むマスタープラン

策定都市数 
3 件9 3 件 5 件 5 件 3 件 1 件 

公共交通志向型開発戦略提案数 5 件10 5 件 3 件 5 件 3 件 2 件 

ステークホルダー会議開催数 14 回11 95 回 16 回 36 回 40 回 41 回 

 
（1）持続可能な都市・地域開発に貢献するマスタープラン（M/P：Master Plan）の策定支援 

① 対象都市の人々のライフスタイルや価値観を重視した魅力あるまちづくりの推進 

 タイでは少子高齢化や都市域への人口流出といった課題を抱える地方都市に対し、「未来型都市」

のコンセプトづくりと事業実施のためのガイドライン策定を行うとともに、中央政府の地方都市支

援メカニズムや、地方都市が地域資源や特有の個性などをいかして自律的に都市開発に取り組むた

めの能力強化を行った。 

 コロナ禍における開発協力ニーズの変化への対応を念頭に、分野横断的なアプローチの策定を受け

て、都市型感染症への対応として、アジア、アフリカ地域の都市部における新型コロナによる影響

評価及び8か国を対象としたプログラム形成調査を継続した。同調査成果はパンフレット（和文・英

文）にまとめて機構ウェブサイト等を通じて広く発信したほか、日本都市計画学会の学会誌にも投

稿し、知見を共有した。 

 

② 公共交通指向型都市開発（TOD）の推進 

 公共交通志向型都市開発（TOD）やスマートシティに向けた協力を展開した。2021年度には、バン

グラデシュのダッカでTODに関する能力を強化する技術協力を開始したほか、インドネシアのジャ

カルタ首都圏、インド高速鉄道駅周辺、ペルーのリマ首都圏、ボリビアのサンタクルスでもTODの

 
9  2015年度実績 
10  2015年度実績 
11  前中期目標期間（2012-2015）実績は、56回 
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推進に向けた技術協力を継続した。これらの案件を通じて、日本の資金協力等を通じた軌道交通

（MRT、LRT）やバス交通（BRT）等とも連携し、公共交通機関利用の喚起と駅周辺の利便性向上、

公共交通を軸とした持続可能な都市開発や地域拠点開発を推進した。また、TOD分野に関する協力

事業のレビューと整理を通じて、より効果的な事業推進を目指すべく、プロジェクト研究を開始し

た。 

 

③ 多様なアクターとの協働体制の構築 

 開発途上地域における都市開発に向けたUR都市機構との連携覚書締結：独立行政法人都市再生機

構（以下「UR都市機構」という。）と連携覚書を締結した。機構の都市開発の総合的な取組に、UR

都市機構の都市開発事業の知見や民間企業との連携ノウハウを取り入れ、日本企業の参画機会の拡

大とより高度な都市開発の実現を目指す。 

 日本都市計画学会の「海外の都市開発分野における産学官の連携のための交流分科会」の企画委員

として機構職員が参加し、海外事業に関するセミナー運営等に協力した。また、機構の課題別研修

やJICA留学生に関連するプログラムを通じて、学会・産業界との交流機会を設け、学術・研究者の

開発途上国における都市開発事業への関心を高めた。 

 都市・地域開発分野における協力活動の効果拡大を目指し、都市開発分野におけるJICA開発大学院

連携を進めて、2021年度は3か国から4名のJICA留学生が来日した。2020年度に来日した6名と合わ

せて計10名のJICA留学生を受け入れた。2021年度は、JICA留学生・研修員同士や国内関係者とのネ

ットワークの強化に資する活動として、各機構留学生と配属研究室の担当教官への定期モニタリン

グ、各研究テーマや日本での学びを深めるための機構のリソースの提供、課題別研修での研究発表

等を行った。JICA留学生による研究テーマの外部発表を推奨し、12月には日本都市計画学会での発

表を通じて学会員らとの研究交流を図った。 
 一般社団法人再開発コーディネーター協会との協力方針を新たに取りまとめ、JICA留学生との交流

会企画を開始した。この連携により、JICA留学生に対して合意形成の方法等を含めた日本における

民間事業者による都市開発事業の経験を共有するとともに、日本における海外人材の育成機会の創

出につながることが期待される。 

 

④ 都市と地域の均衡ある発展の推進 

 モンゴルでは全国総合開発計画を策定するとともに、分野横断的な取組が行えるよう関係機関が調

整・連携する体制構築を支援した。キューバ「全国運輸マスタープラン策定プロジェクト」（開発協

力調査型技術協力）を通じて国全体の発展を支える物流網の在り方を提案した。ブータン、エチオ

ピアでは、地方中核都市の開発計画づくりの協力に着手した。タイでは地方都市が地域の個性やリ

ソースなどをいかして自律的に都市開発に取り組んでいくための能力強化を実施するとともに、未

来型の持続可能な開発計画や中央政府による地方都市支援メカニズムの構築を支援した。 

 日本国内の地域共生課題への対応に関し、釜石市との連携を進めた。同市のオープンシティ戦略も

踏まえ、地方創生に取り組む地方の経験を開発途上国での事業へ活用することを目指した新たな関

係づくりを進めた。また、東北地方における震災復興の経験をJICA-NET教材に取りまとめ、活用を

進めた。 
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（2）スマートシティを通じた持続可能な都市開発の推進 

 先進国で進むスマートシティモデルの経験を参考とし、開発途上地域にも適用可能なスマートシテ

ィ適用策づくりを行った。また、この取組を都市計画学会セミナーで発表した。タイ・バンコクで

のスマートシティ開発への助言、カンボジア・シエムリアップでのスマートシティアプローチの実

装に向けての技術協力プロジェクトのR/Dに署名した。 

 「全世界Society5.0時代における地理空間情報の整備と利活用に係る情報収集・確認調査」を実施し、

Society5.0時代に求められる地理空間情報の位置づけを整理し、地理空間情報に関する政府機関及び

民間セクターの役割、最新技術動向、効果的な活用事例に関する情報収集・分析を行った。本調査

を通じて、地理空間情報分野における今後の機構の協力の方向性の検討を業界団体と行うとともに、

機構内への共有を通じ、都市基盤のデータ整備を通じた都市開発支援の案件形成を行った。 

 

（3）被災地のより良い復興や都市防災の実現 

 2018年にインドネシア中部スラウェシで発生した地震を受け、「より良い復興（Build Back Better）」

の実現に向けた復興支援、計画策定への協力を完了した。同事業では災害リスク評価の実施及びハ

ザードマップの作成や空間計画を策定するとともに、地すべりメカニズムの解明・防災に係る助言

の取りまとめを行った。 

 モザンビークでは、2019年3月のサイクロンイダイにより甚大な被害を受けたベイラ市復旧復興計

画における行動計画の策定を通じた「より良い復興」（Build Back Better）の具現化と、災害に強い

社会の形成を目指す事業を実施中である。2021年度にはベイラ市を対象としたバザードマップの引

き渡しを完了したほか、本協力の成果をモザンビーク全土に普及するためのハザードマップ作成ト

レーニングを、オンラインを交えたハイブリッド方式で開催した。日本の伝統的工法である「木組

み（KIGUMI）」の導入や、行政と住民が一体となった取組として防災教育と避難訓練を実施した。

毎年襲来するサイクロンに対し、モザンビーク政府は本協力から得た知見やノウハウをいかし、事

前の避難行動や対策の強化により被害の最小化を図った。 

 2015年4月に大規模な震災被害を受けたネパールに対しては、地方部の参加型復興を促進するため

の制度づくり及び地方自治体やコミュニティの能力強化を支援した。ネパール政府や援助機関等の

取組による大きな進展が見られるインフラなどのハード面に対し、遅れが見られる生業など人々の

生活再建等のソフト面の復興を促進するとともに、次に起こり得る災害に対して地方自治体が自立

的に復興計画の策定と実施を進めるための能力強化を進めた。 

 

（4）SDGs達成に向けた貢献 

 SDGsゴール11（都市と人間の居住地を包摂的、安全、レジリエントかつ持続可能にする）の達成に

向けて、ブラジルやスリランカ等で新たに都市管理能力の向上に寄与する技術協力プロジェクトを

開始した。ラオスではビエンチャン都市開発マスタープランの構想のもとに支援を継続し、都市行

政能力強化や都市交通課題への対応を進めた。カンボジアやインドネシアでは電子基準点やドロー

ン等を活用した土地課題の解決の促進方策を支援し、都市管理能力向上のための新しい技術の活用

や仕組みの創造を進めた。 

 アフリカ地域での急速な都市化問題に対しては、急激な都市化における環境負荷の抑制のために公

共交通指向型（TOD）開発を5か国に展開開始。デジタルを活用した質の高いインフラ整備及び都市

マネジメントを推進。また、TICAD8に向けた準備として、アフリカの地域統合への貢献、DXを視
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野に入れた新たな統合開発アプローチの検討を開始。アフリカ連合開発庁（AUDA-NEPAD：African 

Union Development Agency）、ドイツ国際協力公社（GIZ）等と回廊開発の経験の共有及びその方策・

連携についての議論を開始した。 
 

（5）事業上の課題及び対応方針 

 新型コロナの蔓延に対して、都市分野での分野の枠を超えた横断的なアプローチを通じ、これまで

の人的アセットや新しいパートナーとの連携を通じて感染症に強い安全な都市に変化していくこ

とが求められている。引き続き、SDGs達成のロードマップへの復帰と、強じんな社会システムの構

築に向けて、プログラム形成準備調査を通じた新しい発想の事業提案や資金協力を通じたインパク

トの確保を図る。 
 スマートシティやTOD等の新たな都市開発課題に対し、デジタル技術の活用、電子化した制度やプ

ロダクトの提供等も念頭に、多様なパートナーとの連携を通じて、既存の援助手法にこだわらない

柔軟かつ迅速な事業実施を積極的に提案していく。また、基盤としての地理空間情報の整備・利活

用を促進する。 

 

 
  No.1-2 運輸交通・ICT  

 

道路及び橋梁に関する道路アセットマネジメントに対する各種協力、道路交通安全に関する協力、地

域の連結性強化のための港湾・空港整備及び運営維持管理や海上保安等に係る協力、並びに都市鉄道の

運営・維持管理に必要な組織や訓練センターの設立支援と能力向上、バス等の公共交通のネットワーク

強化を進めた。支援と能力向上を推進するとともに、バス等の公共交通のネットワーク強化に努めた。

開発途上国でも経済社会のデジタル化が飛躍的に進んでいる中で、デジタル技術・データ活用による課

題解決モデルとなる事業の形成・推進、デジタル基盤整備として、人材及び産業の育成、サイバーセキ

ュリティを推進した。 
 

関連指標 基準値 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

旅客数及び貨物量 12 

旅客数：945千

人/日 

貨物量：344千
ト ン / 、

3,501TEU/日、

2,192 台 / 日 、

2,207百万トン

km/日 

旅客数： 
2,586千人/日 

貨物量： 
336千トン/日 

 

旅客数： 
1,229千人/日 

貨物量 
303千トン/日 

 

旅客数： 
1,549千人/日 

貨物量： 
167千トン/日 
2,621TEU/日 

旅客数： 
1,067千人 /
日 
貨物量： 
389千トン/
日 

運輸交通に係る研

修実績数 
860 人13 854 人 836 人 672 人 607 人 561 人 

運営・維持管理の 4.25 件14 23 件 11 件 8 件 8 件 8 件 

 
12  新たに統計を取る取組のため基準値なし 
13  前中期目標期間（2013-2015）実績平均 
14  前中期目標期間（2012-2015）実績平均 
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協力数又は支援と

の連携数 

 
（1）相手国の発展段階に応じたインフラ整備 

① 道路アセットマネジメント人材育成支援 

 道路アセットマネジメントに係る取組の土木学会賞受賞：世銀との間で、「質の高いインフラ投資

に関するG20原則」の原則2（経済性）の実現に向け、道路アセットマネジメントにおける開発途上

地域の人材育成において連携活動の成果を上げるべく、情報交換と意見交換を継続した。世銀が

2022年1月から実施したオンライン研修「Massive Open Online Course：Investing in Quality Infrastructure 

for a Green, Inclusive and Resilient Recovery」の中で、機構の道路アセットマネジメントの取組に係る

オンライン講義を提供した。また、開発途上国のインフラの維持管理・向上のための技術協力プロ

ジェクト、留学生受入れ、本邦技術の海外展開などに係る産官学連携の取組による道路アセットマ

ネジメントプラットフォームの活動が、インフラメンテナンスにより地域のインフラの機能維持・

向上に顕著な貢献をなし、地域社会の社会・経済・生活の改善に寄与したと認められ、土木学会イ

ンフラメンテナンスプロジェクト賞を受賞した。 
 機構の道路アセットマネジメントプラットフォーム活動に対する助言及び活動支援として、土木学

会学識有識者等からなる国内支援委員会を開催した。同委員会では、これまでのプラットフォーム

の活動や課題別研修の実施状況を報告するとともに、技術協力プロジェクトで作成する技術基準骨

子（案）や国内のアセットマネジメント技術の動向調査結果などについて報告し、今後の事業への

適用などについて意見交換を実施した。 

 コロナ禍における新たな人材育成活動として、「道路インフラ維持管理に関するオンラインセミナ

ー」を継続実施した。土木学会に所属し道路アセットマネジメントの取組にも参画する日本国内の

大学の研究者から、道路維持管理におけるPDCAサイクルや先端技術を用いた点検手法等が紹介さ

れ、活発な意見交換が行われた。技術協力プロジェクト関係者、道路アセットマネジメントの長期

研修員、JDS留学生等国内外から約20か国、約150名の参加者を得て、道路維持管理の必要性や点検

実例等の紹介及び意見交換等を行い、知見の共有を図った。 

 当初2021年春入学を予定していた6か国12名の長期研修員の新規受入が決定し、一部は2021年秋に

来日済み、残りも2022年5月来日を目指して調整を進めた。また、2022年春入学に向けた候補者選定

をオンラインで行い、新たに11か国20名の候補者が各受入予定大学の入学試験に合格し、受入準備

を進めた。来日中の長期研修員に対しては、オンラインによる特別セミナー（春期）及び留学生の

研究活動報告会（夏期）を企画し、同研修員の所属機関の関係者、来日予定の新規研修員、受入大

学の指導教官、土木学会を通じた国内留学生、JDS留学生など各回約80名の参加者に対して日本の

道路アセットマネジメント技術の紹介を行うとともに、研究活動の紹介を行った。これらセミナー

の開催により、他大学で研究を進める他国の研修員とのつながりを形成するとともに、来日待ちの

研修員に対し来日後の研究活動を想定した事前準備の機会を提供した。また、2022年3月には、2年

半ぶりの対面開催となる留学生セミナーを開催し、18名の留学生の参加を得た。 
② 物流・交流拠点となる空港・港湾整備支援 

 インドネシア・パティンバン港の全面開業：「パティンバン港開発事業（第一期）」（円借款）で2020

年にソフトオープンしインドネシア国営企業により暫定的に運営されていた自動車専用ふ頭が、

2021年12月に全面開業した。日本企業が持つ高い技術力を活用するなどして短期間で完成したこれ
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ら港湾施設により、ジャカルタ首都圏全体の物流の効率化、既存港及び周辺の交通混雑緩和が図ら

れる。首都圏東部に製造拠点を有する日本企業のビジネス環境の改善に寄与することに加え、自動

車専用ふ頭の運営は日本企業が受注している。 

 モンゴル・チンギスハーン国際空港の開港：モンゴルのチンギスハーン国際空港が2021年7月に開

港した。同空港に対しては、円借款供与を通じて空港整備、技術協力で安全性、利便性の高い空港

運営支援を行ってきたが、新空港開港に当たっても、旧空港からの移転を含めた各種支援を行い、

一番機が成田空港に向け出発することにより、コロナ禍における円滑な開港が実現した。新空港運

営はモンゴル空港事業としてはじめて民間企業に委託され日本企業連合によるコンセッション契

約が締結されており、安全で信頼性の高い運営が行われていくことが期待されている。 
 イラク「ウンム・カスル港ターミナル整備事業」（海外投融資）に対する融資契約が調印された。国

際金融公社（IFC）との協調融資であり、新規貨物ターミナル整備費用に充てられる。既往の協力と

ともに、同港の貨物取扱能力の向上及び港湾機能の効率化を図り、もって同国の貿易拡大・経済成

長に寄与することが期待される。 

 コンゴ民主共和国で無償資金協力「マタディ港改良計画」に係る協力準備調査を実施した。老朽化

したコンテナターミナルの舗装改良と、ターミナル・オペレーティング・システムを導入すること

により、コンテナ蔵置スペースの回復、荷役効率の効率化及び安全性の向上が図られ、輸入貨物の

4割が荷揚げされる同国物流の最大拠点であるマタディ港の能力を強化し、同国の経済開発に資す

ることが期待される。 

 

③ アジア・アフリカ地域での物流円滑化・連結性強化 

 国際幹線道路・主要道路の整備：フィリピン「高規格道路網開発マスタープランプロジェクト」（技

術協力プロジェクト）で作成した、同国の高規格道路整備計画を記載したマスタープランの引渡し

式が実施された。今後、同マスタープランを活用して同国の主要道路が整備・改善等されることに

より、物流円滑化、連結性強化に貢献することが期待される。また、スリランカでは、円借款で支

援してきたケラニ河新橋が2021年11月に竣工した。ケラニ河新橋は同国経済的な中心都市であるコ

ロンボ中心街と第二の都市キャンディーを結ぶ国道A01号線、コロンボ港アクセス道路及びバンダ

ラナイケ国際空港につながる国道A03号線に接続する交通の要所に位置し、交通渋滞緩和と沿線環

境の改善に貢献している。 

 都市内道路の円滑化：リベリア「第二次モンロビア首都圏ソマリアドライブ復旧計画」（無償資金協

力）で首都モンロビアの主要幹線道路を二次に渡る協力で4車線に拡幅。通称「ジャパン・フリーウ

ェイ」と命名された。コロナ禍のなか、計画どおりの完工で円滑かつ安全な交通を確保し、同国大

統領も高く評価した。また、タンザニア「第二次ニューバガモヨ道路拡幅計画」（無償資金協力）、

スリランカ「ケラニ河新建設事業」（有償資金協力）等の完工により、都市内の渋滞緩和、バイパス

整備等を通じた物流円滑化、連結性強化に貢献した。 

 エジプトで、「スエズ運河庁マーケティング能力強化プロジェクト」（技術協力プロジェクト）が開

始された。スエズ運河庁（SCA：Suez Canal Authority）によるスエズ運河通航の需要予測及び収入シ

ミュレーションの実施能力、海運市場の動向分析能力及びマーケティング能力の向上を図ることに

より、SCAによるスエズ運河の運営が安定的に行われ、世界で最も重要な航路の一つであるスエズ

運河の安定的、効率的な航行を確保することが期待される。 

 ジブチで、「海上保安能力向上計画」（無償資金協力）（2021年12月GA締結）が開始された。ジブチ



1-11 
 

沿岸警備隊の巡視船及び係留施設を整備することにより、世界的な交通の要所であるバブ・エル・

マンデブ海峡における海上交通の安全性・安定性が向上することが期待される。 

 ソロモン諸島で、「電子海図策定支援プロジェクト」（開発計画調査型技術協力）を開始した。電子

海図を整備することにより、首都に位置するホニアラ港他への船舶の入出港や係留時の安全性・効

率性が向上することが期待される。また、「ホニアラ港施設改善計画」（無償資金協力）によって整

備された国際第二埠頭及び関連施設の水深が正しく電子海図に反映され、整備能力が十分に発揮さ

れることが期待される。 

 マラウイで、2016年度から実施していた「カムズ国際空港監視システム運用支援プロジェクト」（技

術協力プロジェクト）を完了した。「カムズ国際空港ターミナル拡張計画」（無償資金協力）で新た

に導入された航空機監視システムの運用（レーダー管制）及び保守に係る航空管制官、航空管制技

術官及び訓練教官の能力強化及び訓練コースの立ち上げを行うことにより、航空機監視システムの

運用と保守の実施が図られ、航空交通業務の安全性の向上に寄与した。 

 バングラデシュ、パプアニューギニアにおいて、港湾の運営・整備計画の能力向上に係る技術協力

を開始した。各国の港湾・物流機能が改善されることにより、連結性の強化、自由で開かれたイン

ド太平洋の実現に資することが期待される。 

④ 自然災害リスクの最小化、へき地でのアクセスや社会的弱者の利用を想定した環境整備等 

 タジキスタン「道路災害管理能力強化プロジェクト」、エルサルバドル「公共インフラ強化のための

気候変動・リスク管理戦略局支援プロジェクト」（いずれも技術協力プロジェクト）が終了した。各

案件を通じ、道路災害管理、豪雨災害に係るリスク診断、設計ガイドライン作成など防災・減災管

理能力向上に貢献した。 

 キルギス「ビシュケク-オシュ道路地吹雪対策計画」（無償資金協力）のG/Aを締結した。機構初の地

吹雪対策の案件として防雪柵及び視線誘導柱の整備などが予定されており、同国の幹線道路の安全

性の向上及び輸送能力の強化を図り、もって同国及び中央アジア地域の物流の円滑化、経済活性化

に寄与することが期待されている。 

 

⑤ 交通安全に資する取組 

 カンボジア、バングラデシュの2か国で交通安全に関する技術協力プロジェクト開始した。また、ケ

ニアで案件形成を進めた。 

 交通安全に係る国内外の知見の集約と共有及び発信を目的として、世界各地の交通事情と交通文化

の多様性を踏まえた国際的諸活動を展開している国際交通安全学会（IATSS：International Association 

of Traffic Safety and Sciences）や学識有識者、民間企業等からなるプラットフォームの立上げを目指

している。同プラットフォームの立上げプロセスの一環として、機構内での道路交通安全に係るク

ラスター事業戦略の検討、IATSSが実施する研究部会への参加、また、IATSS等の外部有識者を委員

に招いた第1回課題別支援委員会開催などの取組を実施した。また、第7回フォーラム「Global 

Interactive Forum on Traffic and Safety～オンライン・シンポジウム（GIFTS）」の中で実施されたワー

クショップ「Common Visionをどのように実現するか～研究と実務連携～」において機構の道路交

通安全クラスターの方針・取組を発表するとともに、パネルディスカッションに機構職員がパネリ

ストとして参加し、機構とIATSSや民間企業等との連携の可能性等に関して意見交換を行った。 
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（2）DXによる開発事業の効率化及び効果の拡大 

 STI・DX（Science Technology and Innovation & Digital Transformation）室を中心に、各分野における

DX推進を支援した。機構内にDX推進のための技術支援体制を構築し、約30案件におけるDXに向け

て、デジタル技術の活用を推進した。 

 JICA-VAN（JICA-Virtual Academy Network）を4月より導入し、オンライン研修の実施基盤を強化し、

コロナ禍の影響で来日できない研修員等に対して、118件の課題別研修で活用した。また、JICA-VAN

を活用し、帰国研修員1,485名のオンラインネットワーキングを促進した。 

 
① 社会がデジタル化していく上で基盤となるICT分野の能力強化 

 政策立案・実施能力の強化：フィリピンでは、通信政策に関する専門家を派遣し、ブロードバンド

整備推進のための政策助言を行った。また、課題別研修を通じて、宇宙関連政策における宇宙開発

政策、宇宙産業育成政策等の紹介、日本のSociety5.0実現のための各種取組・政策に係る事例紹介・

助言を実施した。 

 情報通信インフラ・地上デジタル放送整備支援：ブータンでは、国家通信事業者の事業継続計画

（BCP：Business Continuety Plan）能力向上支援の最終成果として報告及び知見共有のための報告会

を実施した。同報告会には96名（15組織）が参加し、通信事業者以外にも広く事業継続計画の重要

性の理解向上に貢献した。ペルーでは、地上デジタル放送及び緊急警報放送システム（EWBS：

Emergency Warning Broadcast System）の国内展開のための教育プログラム改善を支援し、周辺国へ

もアナログ放送停波（ASO：Analog Switch-off）推進のための助言を実施した。アンゴラでは、地上

波放送のデジタル化移行計画策定に係る協力の案件形成とデジタル放送開始（DSO：Digital 

Switchover）に必要な計画整備に加え、ASO実行支援を実施した。モルディブでは、2020年度から引

き続き、地上デジタル波放送施設整備に係る無償資金協力を実施するとともに、放送開始に向けた

コンテンツフォーマットの調整及び視聴者拡大のためのケーブルテレビとの連携協議や難視聴対

策に係る調査、デジタル放送の周知のための広報準備に加えて、適切な現地語データ放送を実施し、

EWBS（緊急警報放送システム）を正確に運用することで、島嶼間の情報格差是正、特に気象情報

と防災情報の周知に活用するため、デジタル受信機仕様の検討支援を行った。ボツワナでは、アナ

ログ停波に向けたASO準備に係る助言を行い、地上波デジタル放送の機能の活用のための災害情報

配信に係る技術支援を行った。 

 デジタル人材育成・デジタル産業育成支援：ブータン及びインドネシアでは、デジタルものづくり

工房（ファブラボ）による技術教育・普及促進プロジェクトにおいて、新型コロナの影響で現地で

の事業立ち上げが困難な中、ファブラボ立ち上げに必要な活動計画の検討、ファブラボ運営計画の

策定、必要な資機材検討に係る支援を実施した。包摂的なデジタル経済に必要なICT基盤に係る支

援の検討を5か国（タイ、モンゴル、ラオス、カンボジア、フィリピン）に対して実施し、デジタル

経済に必要な機能としての、政策・戦略、人材、インフラ、エコシステムについての課題を整理し

た。 

 サイバーセキュリティ支援：DX推進におけるセーフガードとして重要な基盤となるサイバーセキ

ュリティについて、体制強化及び人材育成を支援した。詳細は「No.3 普遍的価値の共有、平和で安

全な社会の実現」に記載のとおり。 
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② ICTの基盤の上で実現するDXによる社会課題解決の推進 

 事業内での先端デジタル技術の積極的活用：新型コロナ感染拡大下において、インドネシア、ケニ

ア、メキシコ等10か国の医療機関に対する遠隔支援やデジタル技術の活用による集中治療分野の技

術支援を進め、機材の導入、運営技術の指導を行った。また、「ICTイノベーションエコシステム強

化プロジェクト」（技術協力プロジェクト）で支援している、ルワンダでのスタートアップ支援プロ

グラム「250スタートアップ」では、2021年度（6期）は37社の応募があり、処方薬取扱い薬局検索

サービスや、小規模小売り向け信用代替サービス等の社会課題を解決するデジタル分野のスタート

アップ企業10社を支援・育成した。また、ルワンダの地方3都市の企業支援のためのイノベーション

センター立ち上げを支援した。 

 先端デジタル技術活用推進のための実証事業・調査：先進的なデジタル技術の事業への活用を推進

するため、タイ、ウガンダ等6か国で、保健、環境、金融等の分野での実証事業を実施し、機構事業

における先進的デジタル技術の適用を推進した。また、アフリカ21か国を対象にDX推進、データ活

用に係るニーズ調査を実施し、アフリカ地域でのDX推進・データ活用を通じた開発効果の拡大、効

率化の可能性の検討を行った。セネガルでは、国民の利便性向上・行政サービスの効率化につなが

るデータ共有基盤の構築に関する調査・パイロット事業を実施し、デジタル国民IDと他行政デジタ

ルサービスとの接続を通じた付加価値向上について政府関係者等の理解促進を行い、今後の支援案

の検討を推進した。また、インドネシア、ブラジル、ケニアでは、医療DXの推進として、本邦民間

企業とのマッチングを行い医療分野での実証事業を行った。 

 先端技術活用推進のための協定締結：2014年度に締結した宇宙航空研究開発機構（JAXA）との連携

協定に加え、2021年度に国立研究開発法人産業技術総合研究所（AIST）とも連携協定を締結し、AI

やビックデータの活用を通じた地球規模の課題解決に貢献する基盤を整備した。ブラジルの森林保

全分野での3者連携を進めた。 

 
（3）持続性の高い新たな都市鉄道システムの構築に向けた具体的な施策の実施状況 

① インド高速鉄道事業支援 

インド高速鉄道事業の進捗（土木、軌道等）を踏まえ、インド高速鉄道公社幹部人材の2022年4月訪日

研修実施に向けた研修企画立案、各種調整を行った。 

 

② 都市鉄道等による基幹交通網の運営・維持管理の向上 

 タイでの都市鉄道（レッドライン）の開業：2021年8月、円借款事業を通じて支援してきたタイの都

市鉄道レッドラインが開通した。同レッドラインには日本製の鉄道車両が導入されている。同レッ

ドラインの開業により、バンコク首都圏における自動車交通から公共交通へのモーダルシフトを加

速化し、増加する輸送需要への対応、交通渋滞への緩和及び大気汚染の改善が期待される。 

 ベトナムで「鉄道学校における都市鉄道研修能力強化プロジェクト」（技術協力プロジェクト）に関

するR/Dに署名し協力を開始した。同国内唯一の都市鉄道人材育成機関である鉄道学校の人材育成・

運営能力の強化を通じて、都市鉄道システムの安全かつ効率的な運行に寄与するものである。 

 ケニアで「公共バス運営改善プロジェクト」（技術協力プロジェクト）に関するR/Dに署名し、協力

を開始した。都市鉄道が整備されていないナイロビ首都圏の公共バスの運行に関する行政と関係機

関の役割と機能を明確化し、公共バスの管理体制の構築や、行政及び運営事業者の能力強化を通じ

て公共バスサービスの質の向上に寄与するものである。 
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③ コロナ禍で各国との間の往来に制限がある中、以下の協力を精力的に実施した。 

 都市交通政策を担う政府・自治体又は関連機関の職員が、研修を通じて日本の都市鉄道に関する豊

富な経験を学び、自国の現状に照らし合わせ、自国にふさわしい都市鉄道の運営体制構築のための

改善案を提案することを目的に、課題別研修「都市鉄道の運営」をオンラインで実施した。また、

鉄道事業者の基幹要員を対象に、系統ごとの実習を通じて実践的な技術や運営・維持管理手法を学

び、自国にいかせるスキルの体得を図ることを目的に「都市鉄道事業者レベルアップ研修」をオン

ラインで実施した（3か国、11名が参加）。 

 「全世界ポストコロナ社会の公共交通事業の在り方に係る情報収集・確認調査」を実施し、その成

果をOECDとADBとともに、オンライン・シンポジウムで発信した。また、成果をパンフレットに

まとめ、関係者に配付した。 

 フィリピン、ベトナム、バングラデシュでは、それぞれ開業が近づく都市鉄道の運営会社に対して、

オンラインと現地活動のハイブリッドにより制度・ガイドラインの策定、運行安全マネジメント等

の能力強化支援を実施した。 
 インドの「鉄道安全能力強化プロジェクト」（技術協力プロジェクト）では、貨物専用鉄道の安全能

力強化を継続的に実施した。また、コンゴ民主共和国の運輸港湾公社のエンジニアを対象に、「ディ

ーゼル機関車整備能力強化」の研修をオンラインで実施した。 

 ボスニア・ヘルツェゴビナでは、「県公共交通管理及び運営能力強化計画策定プロジェクト」及び

「サラエボ県公共交通管理及び運営能力強化計画策定プロジェクト」（技術協力プロジェクト）を

通じて、西バルカンの近隣諸都市のベオグラード（セルビア）、ティラナ（アルバニア）、ポドゴリ

ツァ（モンテネグロ）の公共交通局代表や、欧州投資銀行（EIB）、欧州復興開発銀行（EBRD）も

参加したオンライン・セミナーやグラーツ（オーストリア）での第三国研修を実施した。 
 セルビアでは、「ベオグラード公共交通改善プロジェクト」を通じて、UITP（ベルギー）、EMTA（フ

ランス）、バルセロナ（スペイン）の関係者も参加した現地セミナーを実施した。ハンブルグ（ドイ

ツ）及びロンドン（英国）の第三国研修をオンラインで実施した。 

 「鉄道の運営・維持管理の支援に係るプロジェクト研究」を実施し、開発途上国における鉄道の運

営維持管理に係る体制構築等支援及び運営維持管理の実施に係る案件形成の質の向上に資するハ

ンドブック及びパンフレットを作成した。また、開発途上国のニーズを踏まえ、日本の技術や知見

等をいかした本邦企業の運営維持管理事業への参入可能性について検討した。 

 
（4）SDGs 達成に向けた貢献 

SDGs3.6（2030年までの交通事故死者数半減）の達成に向け、道路交通安全分野を五つの重点分野の

一つに位置づけて本課題解決に取り組む。また、道路・橋梁整備や交通管制整備などの事業についても

交通安全の視点を十分に踏まえた計画・設計を行っている。 

SDGsゴール5（ジェンダー平等）の達成に向け、女性の行動特性にも配慮した資金協力事業の計画、

設計段階での反映、工事施工期間におけるジェンダー平等事項の記載等を実施、施工に反映するような

取組を行っている。 
 

（5）事業上の課題及び対応方針 

道路アセットマネジメント、海上保安、都市公共交通など、開発途上国からのニーズが高い一方、リ

ソース制約もあり全ての要望に応えられない状況である。他方、海上保安分野では長年の海上保安庁と
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の問題共有の結果、同庁に海外人材育成を専門とするモバイルコーポレーションチームを設立して対応、

道路アセットマネジメントでは課題対応プラットフォームを設立して学識経験者、民間企業を巻き込む

等の工夫によりリソース制約の克服を進めている。 

 

 
  No.1-3 質の高いエネルギー供給とアクセスの向上  

 

エネルギー分野については、開発途上国でのエネルギーアクセスの向上と並行して、低・脱炭素化に

向けたエネルギー・トランジションの取組を進めた。前者は、送配電事業者のソフト面及びハード面の

強化を支援した。後者は日本政府方針を踏まえて、マスタープラン調査による長期計画の策定や再エネ・

省エネ促進のための支援を進めた。資源分野では、長期研修「資源の絆プログラム」を中核として、資

源分野の人材育成を継続した。 

 

関連指標 基準値 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

初期電化・供給増・安定化等

の裨益想定人口 
385.5 万人15 113 万人 861 万人 933 万人 234 万人 12.4万人 

質の高いエネルギー分野の

研修実績数うち、資源の絆

研修実績数 

582 人16 

うち 9 人 

559 人 

うち 17 人 

410 人 

うち 14 人 

387 人 

うち 25 人 

175 人 

うち 17 人 

808 人 

うち 21 人 

電力開発に係る新規計画策

定数 
19 件17 10 件 8 件 4 件 3 件 5 件 

 
（1）安定的で質の高い電力供給とアクセス向上に向けた具体的な施策の実施状況 

① エネルギーアクセス向上への貢献 

 電力エネルギー開発計画の策定に係る取組：電力エネルギーセクターの開発計画策定を通して、エ

ネルギーアクセス向上及び低・脱炭素化に向けた戦略・計画策定を支援した。2021年度は、ブータ

ンでの水力M/P策定支援、タンザニアでの天然ガス普及促進M/P策定支援が完了したほか、バングラ

デシュ、キューバ等での支援を継続した。チュニジアやモンゴルでの情報収集確認調査を通じて、

再生可能エネルギーの導入増加に伴う電力セクターの支援ニーズを把握し、今後の支援案件の形成

に取り組んだ。 

 世界的な脱炭素化に向けた潮流の中で、日本政府による「アジア・エネルギー・トランジション・

イニシアティブ（AETI）」と連携し、インドネシアやカンボジア等のアジア諸国におけるエネルギ

ー安定供給の確保や、脱炭素に向けたエネルギーセクターを構築するための戦略策定に関し、今後

の案件形成を念頭に置いた情報収集確認調査を実施した。 

 TICAD7のフォローとTICAD8を念頭に、サブサハラ・アフリカ地域を対象とした再生可能エネルギ

 
15  前中期目標期間（2012-2015）実績平均 
16  前中期目標期間（2012-2015）実績平均 
17  前中期目標期間（2012-2015）実績は、76 件 
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ー導入促進のための民間資金活用可能性の検討を行い、ナミビア、アンゴラ、ナイジェリア、ボツ

ワナで案件形成に取り組んだ。 

 送配電系統の拡充：送配電網の計画・拡充を支援し、電力供給の安定化・損失低減・電化に貢献し

た。パプアニューギニア電力公社を対象に、電力系統システムの運用・維持管理能力の能力向上を

目的とした技術協力プロジェクトを開始した。本事業は、2018年11月に日・米・オーストラリア・

ニュージーランド・パプアニューギニア政府により合意された電化パートナーシップ（PEP：Papua 

Electrification Partnership）にも貢献するものである。ラオスでは、2020年度から継続して実施してい

るエネルギー・鉱業省の政策分析・計画・制度に関する組織的・技術的能力や、隣国との電力融通

活性化を目的とした電力系統の計画、運用能力の向上を目的とする技術協力に加え、経営危機にあ

る電力公社の経営改善の協力を開始した。これらの協力による相乗効果増大を図り、セクター全体

の持続的開発に貢献した。政府及び電力セクターの債務問題が深刻化する同国において、これら支

援は、国全体の自立的・安定的発展に直接寄与するものであることに加え、外交的視点からも、日

米クリーンエネルギーパートナーシップ（JUCEP：Japan-United States Clean Energy Partnership）、日

米メコン電力パートナーシップ（JUMPP：Japan-United States Mekong Power Partnership）に貢献する

ものである。マラウイにおいて、首都における変電所改修のための無償資金協力「リロングウェ市

における変電所改修計画」のG/Aを締結した。ナイジェリアにおいて、配電損失を削減するための

技術協力「配電会社能力向上プロジェクト」のR/Dを締結した。このほか、アフリカ域内での電力

融通（パワープール）能力強化に関する技術協力や資金協力のニーズ整理に着手した。 

 運営・維持管理能力強化に向けた取組：電力供給の効率性・信頼性向上のため、発電所や送配電網

といった設備の運転・維持管理（O&M）改善のための支援を行った。ケニアのオルカリア地熱発電

所（有償資金協力で整備）を対象に、デジタル技術（予兆管理など）を活用したO&M能力強化にお

けるDXの推進を実施した。モザンビークでは、円借款で建設したガス・コンバインドサイクル

（GTCC）発電所、シエラレオネとリベリアではディーゼル発電所（無償資金協力で整備）のO&M

強化のための技術協力を実施した。これらの案件では、コロナ禍により電力公社の財務状況が厳し

くなったことを踏まえ、当初計画を変更し、必要なスペアパーツ購入を支援することとした。パキ

スタンとバングラデシュでは、コロナ禍により現地渡航ができない状況が続いたものの、ガス火力

発電所のO&M強化のための技術協力を所定の成果とともに完了させた。パキスタンで実施してい

る、無償資金協力で供与した保護リレーシミュレーターを活用し、送電系統の運用能力の強化を図

るための技術支援では、専門家による現地での能力開発を開始した。また、ウガンダ及びケニアで

は、系統運用の信頼度を高めるための技術協力を開始した。赤字経営に悩む開発途上国の電力公社

の系統設備等の持続的な運営、維持管理を可能とするため、経営大学院とタイアップした電気事業

経営に関する課題別研修を開始した。また、ウズベキスタン、ラオスでは、電力公社を対象に管理

会計の仕組み及びそれと連動した組織戦略、事業計画の策定能力、料金設定に係る分析能力や公社

経営全般に係る能力強化事業を開始した。 

 エネルギー分野課題別研修の帰国研修員を対象としたSNSネットワークを立ち上げた。また、遠隔

での効果的な研修実施の方策について検討を行い、送電・変電・配電等の主要分野におけるオンデ

マンド教材を作成した。 

 

② エネルギー利用の低・脱炭素化への貢献 

 ベトナムでのプロジェクトファイナンス方式により融資を行う初の風力発電事業の開始：ベトナム
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「クアンチ省陸上風力発電事業」（海外投融資）に対し、ADB等と協調融資の形で融資契約に調印

した。本事業は、機構がベトナムの風力発電事業にプロジェクトファイナンス方式により融資を行

う初の事業であり、同国の再生可能エネルギー分野で日本企業及び地場企業をはじめとした民間主

体の風力発電事業のモデルケースとして、後続案件形成の呼び水効果が期待されるもの。 

 再生可能エネルギー/低炭素電源の導入促進：地熱等の再生可能エネルギー等の低炭素電源の導入

支援を行った。2020年度から実施しているヨルダンやスリランカでの、変動性再生可能エネルギー

の増加を見据えた電力供給安定化のための電力公社の能力強化支援事業では、需要側管理（DSM）

等に係る現地でのパイロット事業検討に着手した。ヨルダンでは同国最大規模のムワッカル太陽光

発電所が完工した。バヌアツ及びレソトでは、小水力発電施設を建設する無償資金協力の実施が決

定された。これにより、クリーン電力の供給力強化と輸入燃料への依存軽減等の効果が期待される。

地熱については、ジブチで試掘支援を実施するとともに、エチオピアでは試掘支援の準備に着手し

た。ケニアでは、オルカリア以外での地熱資源開発の促進とPPPによる開発促進のための技術協力

を開始した。インドネシアでも、新規地熱開発のための技術協力や調査を実施した。ペルーでは探

査能力の強化のための協力、エルサルバドルやケニアでは探査技術開発のためのSATREPSを実施し

たほか、コスタリカでは、これまでの機構の協力を通じて得られた知見をいかし、中南米地域向け

の第三国研修を実施機関と共同で実施した。また、脱炭素に向けて今後重要性が高まる水素利用に

ついて、新たに課題別研修を開始した。 

 省エネルギー促進に向けた取組：需要側における省エネルギー促進のための制度構築や人材育成の

ための支援を行った。エジプトでは、エネルギーデータマネジメントの改善、省エネアクションプ

ランの改定や戦略づくり等を目的とした包括的な技術協力を継続し、石油省の省エネ戦略、エアコ

ンの効果検証デモ、エネルギー消費量の見える化アプリ開発等を実施した。ヨルダンでは省エネ関

連省庁・機関を対象に、省エネ政策の策定等に関する実務能力強化のための研修を遠隔で実施した

ほか、パキスタンでの省エネ基準及びラベリング制度の構築支援では、ラベリング制度の運用に必

要となる技術的仕様を提言し、パキスタン政府による採択決定に貢献した。カリコム諸国（ジャマ

イカ、バルバドス、セントクリストファー・ネービス）では、省エネルギー促進政策の実現に向け

たロードマップの作成支援を継続した。エネルギー多消費産業である製鉄業における省エネを促進

するため、日本鉄鋼連盟と協力して同セクターの省エネ案件の形成に取り組んだ。 

 COP26以降急速に高まる炭素中立（カーボンニュートラル）において重要なツールとして位置づけ

られる水素技術について、各国のニーズに迅速に対応すべく、水素利活用に関する課題別研修を直

営で計画、実施し、高い評価を得た。 
 

（2）資源の絆プログラム他 

 開発途上地域の資源分野（鉱物資源・地熱資源）の人材を育成するとともに、これら人材と日本の

資源開発関係者との人的ネットワークを強化し、更には知日派・親日派を育成する目的で、2013年

度から日本国内の資源系の大学にて修士/博士号を取得できる「資源の絆プログラム」を実施中であ

る。2021年度には、日本国内産学官のネットワークを強化し、新たに16か国より21名の留学生を受

け入れた（累計148名）。コロナ禍においても、リモートでモニタリング面接や修了時プレゼンテー

ション、特別プログラムを実施し、可能な限り通常のオペレーションとなるよう取り組み、人材育

成・ネットワーク強化等を継続した。また、将来有望な人材を受け入れるために、各国における重

点対象組織の整理等により、選考プロセスにおける戦略性を強化した。 
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 帰国生を含む留学生との関係維持強化に向けた取組として、SNSを活用したネットワーク構築や、

定期的な情報発信に取り組んだ。この結果、留学生や帰国生からの情報発信も行われ、双方向での

情報交換に寄与する成果が得られた。また、最新の資源分野の動向や帰国後の取組等についての情

報共有・議論を行うためのオンラインでの勉強会（絆塾）を立ち上げ、卒業生を中心に延べ80名ほ

どが参加した。留学生帰国後のフォローアップ活動については、帰国生が活躍するモザンビークの

テテ工科大学やエデュアンド・モンドラーネ大学に対する研究用機材の供与の準備を進めた。 

 「資源の絆プログラム」に加えて、「エネルギー政策」分野における留学生事業を継続し、第1バッ

チの修士5名を受け入れた。また、第2バッチの候補者（修士4名、博士1名）を選定し、GRIPSにお

ける受入れを開始した。 

 

（3）TICAD7への貢献 

 サブサハラ・アフリカ地域における未電化地域を対象とした再生可能エネルギー導入促進のための

民間資金活用可能性の検討を行い、本邦企業や関連ドナーとの情報交換等を通じてニーズ分析を行

った。この結果を踏まえ、民間投資に関する制度政策整備や、事業の初期リスクを緩和するため事

業者向けの支援を念頭に、投資環境整備のためのアドバイザー派遣の検討を進めた。加えて、日本

企業が投資するオフグリッド事業者に対し、エンドユーザーである農家の生計向上を図るためのノ

ウハウ、小規模農家向け市場志向型農業振興（SHEP：Smallholder Horticulture Empowerment Promotion）

を提供し、料金徴収率の向上に貢献した。 
 TICAD8に向けて、グリーン成長に向けたエネルギー・トランジション促進のため、クリーンエネル

ギーの安定供給、アクセス向上、ビジネス促進の三つの柱を貢献策とする方針で関連案件の形成等

の準備を進めた。 
 

（4）SDGs達成に向けた貢献 

 資源・エネルギー分野の重点目標である「電力アクセス向上」、「エネルギー利用の低・脱炭素化」、

「資源分野における人材育成」はいずれもSDGsの目標・指標と整合しており、上記取組を通じて、

SDGsのゴール7（すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセス

を確保する）、ゴール12（天然資源の持続可能な管理を達成する）及びゴール13（気候変動及びその

影響を軽減するための緊急対策を講じる）に貢献した。また、安価かつ持続的なエネルギーの安定

供給は、社会経済の安定と持続的成長のために重要な開発課題であり、その観点でも、エネルギー

の有無で影響を受ける数多くのSDGs（質の高い保健、教育、水・衛生サービスの提供など）に貢献

した。 
 

（5）事業上の課題及び対応方針 

世界的な脱炭素に向けた潮流を受け、トランジションに向けた支援が活発化しており、各ドナーによる

支援の重複が懸念される。各国政府機関や民間企業等との密な情報交換や連携に取り組む。 

 

 

  No.1-4 民間セクター開発  
 

アジア地域の産業振興・投資振興分野においてDX推進に係る政策への理解の深化のため製造業高度
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化に関する研修・セミナー等を実施した。貿易投資促進や経済特区に開発等に係る協力数は160件と第

４期中期計画中で最多となった。アジア以外の地域では、アフリカで新型コロナ対策ビジネスコンテス

トで選出されたスタートアップ69社の実証事業を支援した。高度人材育成機能強化ではエジプト日本科

学技術大学で初の学部卒業生を輩出するなど拠点大学での人材育成を推進しつつ、各地域の拠点大学間

のネットワークを通じた遠隔教育や共同研究の成果の共有を行った。 

「ABE イニシアティブ」では新規に 108 名を受け入れるとともに、既に来日済みの者も含めて日本企

業でのインターンシップや、起業家研修等を実施した。 

 

関連指標 基準値 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

貿易・投資促進や経済特区開発等に係

る協力数 
38.5 件18 81 件 95 件 132 件 144 件 160件 

職業訓練・高等教育機関の能力向上等

に係る協力数 
9.5 件 19 2 件 4 件 5 件 7 件 7件 

 
（1）産業振興政策の立案と実施能力の向上 

① アジア地域における投資促進・産業振興 

 産業振興・投資促進政策策定支援 

• バングラデシュで「投資促進・産業競争力強化プロジェクト」（技術協力プロジェクト）を通じて

自動車産業振興政策の策定を支援し、同政策が2021年6月に閣議決定された。なお、同政策の策定

は、同国への進出に関心のある日系自動車メーカーの進出の実現に向けた環境整備にも資するも

の。 

• 経済産業省及びASEAN4か国（インドネシア、マレーシア、タイ、ベトナム）と連携し、各国の製

造業におけるDX推進に係る政策の理解を深めるために、最新技術を活用した製造業高度化に関す

るオンライン研修及びセミナーを実施した。 

• 特許庁と連携し、ベトナム及びインドネシアの特許審査官に対するAI分野や医療分野等の審査実

務研修をオンラインで実施した（ベトナム2021年11～12月（21名参加）3月（16名参加）、インドネ

シア2022年1～2月（43名））。 

 産業人材育成（現地経営者等） 

• キルギス及びウズベキスタンの日本人材開発センター（略称：日本センター）で新たに現地経営者

向けの集中コース「経営塾」を開講し、各国の現地経済及び産業の活性化とともに、日本企業との

ビジネスの橋渡し役になり得る人材育成に取り組んだ。7か国の日本センターにおいてオンライン

と対面（オフライン）を効果的に組み合わせたビジネス人材育成のためのプログラムを継続して実

施した。 

 産業人材育成（外国人材受入支援） 

• 日本センター事業の一環として、様々な外国人材受入促進に資する取組を行った。まず、日本での

就労希望者や就労経験者、日本側受入企業及び自治体を対象とした新たなサービスの開発に取り組

 
18  前中期目標期間（2012-2015）実績は、154件 
19  前中期目標期間（2012-2015）実績は、38件 
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んだ。具体的には、日本での就労を検討する段階にある対象者に向けた受入制度（技能実習制度等）

の理解促進を目的とした教材を日・英・ロの3か国語で作成し、YouTubeを利用し配信した。また、

特定技能の受入れを進める業界団体の協力を得て、自動車整備、飲食料品製造、ビルメンテナンス

の各分野の概要やキャリア紹介に係るオンラインコンテンツを制作した。本邦自治体・企業向けに

キルギス、モンゴル、カンボジア、ラオス及びウズベキスタンの各国の人材活用セミナー（オンラ

インセミナー）を開催し、そのフォローアップとして、キルギスにおいて、日本での就労に関心の

ある高度人材を対象とし、日本の自治体の魅力を伝えるオンラインセミナーを開催した。加えて、

日本のビジネス文化などに焦点を当てた研修を各国で試行的に開催した（キルギス、ベトナム、カ

ンボジア、ウズベキスタン）。そのほか、モンゴル日本センターは茨城県と連携し、県内企業向け

にモンゴル人材について紹介するフォーラムなどの実施に協力した。 

 現地企業と本邦企業を含む多様なアクター間のリンケージ形成 

• 日本センター事業として、日本企業と連携した現地企業向けセミナー「日本の長寿企業から学ぶ」

を開催し、カンボジア、ラオス及びベトナムから約250名の参加を得た。北陸地域を主な対象とし、

ベトナムへの進出を検討する企業向けセミナー（全3回）やオンライン商談会を実施した。神戸情報

学院大学の協力を得て、カンボジアのデジタル分野のスタートアップ企業を紹介するセミナーを実

施した。さらに、各国の日本センターにおいて、オンライン留学フェアを5か国で開催した。ライブ

配信と特設ウェブサイトの構築を行うことで、参加者・アクセス数は2万1,000を超え、参加大学等

は56校に拡大した。特にキルギスでは本フェアをきっかけとして、キルギス国立大学と本邦2大学と

の連携協定締結が実現した。 

 新しいイノベーションの推進（スタートアップ/起業家支援/デジタル技術活用） 

• インド、ベトナム及びインドネシアの保健・衛生及び農水産分野において、ウィズコロナ、ポスト

コロナにおいて求められる技術・事業アイデアを有し、社会的インパクトの発現が期待できる現地

スタートアップ266社の中から6社を選定して事業化を支援した。 

• モンゴル及びラオスの日本センターにおいても、現地スタートアップを対象とするビジネスコンテ

ストを開催し、応募のあった246社から18社を選定し、アクセラレーションプログラム（短期間で事

業を成長させるためのプログラム）を提供して支援した。カンボジア日本センターでは、16社に対

し有料のアクセラレーションプログラムを提供した。プログラムに参加したモンゴルスタートアッ

プ2社、カンボジアのスタートアップ6社は、アクセラレーションプログラムを契機に外部組織から

の資金調達に成功しビジネスを拡大することができた。 

• スタートアップエコシステムの形成途上のアジアの都市としてインドネシアのスラバヤ市と、日本

の先進地方都市である福岡市との間で遠隔セミナーを実施し、行政のインキュベーター機能につい

ての相互学習、関係構築・深化の機会を提供した。 

• 東京大学とインド3大学・大学院（インド工科大学カンプール校（IIT-K）、同マドラス校（IIT-M）、

インド経営大学院大学カルカッタ校（IIM-C））間の連携事業の企画・実施を支援し、東京大学の次

世代アントレプレナー育成事業（EDGE-NEXT）におけるピッチイベントに、インドのチームが試

行的に参加することにつながった。 

• 日本経済新聞社と連携し、デジタル技術を活用したビジネスをインド経営者等に紹介するビジネス

セミナーを3回開催し、各回80名程度の参加を得た。 
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② アジア地域以外における起業家・企業育成 

 アフリカ地域のスタートアップ企業支援：2020年度にアフリカで実施した新型コロナ対策ビジネス

コンテスト（NINJA Business Plan Competition in response to COVID 19）において、19か国2,713件の

応募の中から優秀企業として選出された69社を対象として、2021年度にビジネスプランの実効性を

確認するための実証事業を支援した。また、主にケニアやウガンダ等でビジネスを展開しているス

タートアップ企業計15社を対象としてアクセラレーションプログラムを実施し、対象企業の事業を

広く周知するデモ・デイを開催するなど、資金調達や事業提携につながる機会を提供した。新型コ

ロナ対策ビジネスコンテストの優秀企業のうち、コートジボワールのモジャライド（Moja Ride）社

に対し、アフリカ54か国で事業を展開する豊田通商㈱が5万ドル相当を出資したほか、ガーナのト

ランソニカ（TranSoniCa）社に対し楽天グループ㈱が半年間のメンタリング機会を提供したりする

など、新規ステークホルダーの開拓につながっている。 

 カイゼン・イニシアティブの推進：2021年アフリカカイゼン年次会合を3日間にわたり開催し、政策

立案者（大臣等）や企業家、アフリカでカイゼンに取り組んでいる機関から延べ770名が参加した。

アフリカ・カイゼン・イニシアティブ（AKI）行動計画（2021～2025年）の下、共通のカリキュラ

ム・教材整備、共通KPI（Key Performance Indicator）や認証制度、年次会合やカイゼン・アワードの

制度化、カイゼン普及の中核拠点（Center of Excellence）機能の強化策等について議論し、方針（コ

ミュニケ）を取りまとめた。 

 カメルーンのカイゼンプロジェクトでは、プロジェクトで育成した現地コンサルタントを、UNDP

プロジェクトに派遣し、中央アフリカ、マリ等周辺国の41の縫製企業・組合を対象に、252人の若年

雇用者を指導・育成し、新型コロナ対応のための医療マスク26万7,000個を製造した。カイゼン普及

におけるUNDPとの連携及び南南協力により、周辺国の新型コロナ対策に迅速に対応することがで

きた。 

 チュニジアのカイゼンプロジェクトでは、UNDPを通じリビア政府関係者とリビア企業30社をチュ

ニジアに招へいし、カイゼン研修を実施した。カイゼンの更なる普及とともにリビアの復興と安定

化への貢献を目指し、チュニジア政府やUNDPと連携して取り組んだ。 

 ケニア「企業競争力強化プロジェクト」（技術協力プロジェクト）において経営指導員のための研修

プログラム教材や現場の企業診断を目的とした「Web経営診断カルテシステム」を開発し、中小零

細企業経営者に対する研修・経営相談等を実施しているケニアビジネス研修所（KIBT）等の経営指

導員30名に対し、同システムに関する研修を行った。日本人専門家による助言・指導の下、研修を

受けた経営指導員により、パイロット企業12社に対するコンサルテーションサービスが提供された。 

 

③ 持続可能な観光開発 

 ヨルダン「ペトラにおける観光開発マスタープラン策定プロジェクト」（技術協力プロジェクト）に

より、ペトラ地域における持続可能な観光開発を目的とした観光マスタープランの作成を支援した。

同様のコンセプトで、キルギスにおいても観光マスタープラン作成を支援すべく、「キルギス国チ

ュイ州世界遺産を活用した地域開発・観光促進プロジェクト」（技術協力プロジェクト）のR/Dを署

名した。 

 モルディブ及びドミニカ共和国において、世界観光機関（UNWTO）と協働し、ウィズコロナ、ポ

ストコロナにおける観光リカバリー計画の策定の支援を開始した。ドミニカ共和国については2022

年2月に計画を策定済みであり、その後、カリブ地域諸国に普及・展開された。この観光リカバリー
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計画策定支援をパイロット事業として位置づけつつ、UNWTOと連携して取り組んでいる「観光開

発SDGs効果測定指標ツールキット」の策定作業については、ウィズコロナ、ポストコロナの観光振

興策に則した内容になるよう各指標の改訂作業を進めた。 

 2021年10月にJICA-Netマルチメディア教材「観光危機管理～ニューノーマルにおける観光開発～」

を公開した。観光レジリエンスの強化に貢献すべく、官民問わず世界の観光産業に携わる全ての関

係者にとって有用となる教材を作成した。国連世界観光機関（UNWTO）は「本コンテンツは観光

危機管理の実践方法を四つのフェーズに分けて説明するもので、観光セクターの強じん性を強化す

る上でも極めて重要。UNWTO内外にもこのコンテンツを広く共有していく」と本JICA-Net教材を

高く評価している。 
 

（2）高度人材等育成機能の強化 

① アジアにおける高度人材 

 マレーシア、東ティモール、ベトナム等での既存の取組に加え、インドでは後続案件を開始した。

これら案件を通じて、日本の経験を踏まえた研究室中心教育（LBE：Laboratory-Based Education）や、

産業界との連携に向けた体制の基盤づくりを促進するとともに、教育・研究能力の強化や高度人材

育成に貢献した。 

 アセアン工学系高等教育ネットワーク（AUN/SEED-Net：ASEAN University Network/Southeast Asia 

Engineering Education Development Network）で、修士及び博士課程のジョイントディグリーやダブ

ルディグリープログラムを含む国際共同教育プログラムの実施や、コロナ禍における研究・遠隔教

育の強化に向けた体制整備を通じ、東南アジアと日本の工学系トップ大学間のネットワークを強化

した。また、コロナ禍においても遠隔で開催した分野別学術会議では、東南アジア地域だけではな

くインド工科大学ハイデラバード校（IITH：Indian Institute of Technology Hyderabad）やエジプト日

本科学技術大学（E-JUST：Egypt-Japan University of Science and Technology）、ケニアのジョモ・ケニ

ヤッタ農工大学（JKUAT：Jomo Kenyatta University of Agriculture and Technology）/汎アフリカ大学

（PAU：Pan African University）などの各地域の拠点大学、及び日本のトップ大学をつなぐことによ

り、インド太平洋地域にまたがる高度人材のネットワークを構築した。さらに、コロナ禍を踏まえ、

SEED-Netメンバー大学、マレーシア日本国際工科院（MJIIT：Malaysia-Japan International Institute of 

Technology）、E-JUST、JKUATなどにおいて、ビル内の汚染物質を感知して換気を促すスマートモニ

タリングシステムやマスクなど防護布用抗菌素材の開発など、コロナ禍に対応した研究を推進した。

各地域の拠点大学間の連携や情報共有の観点から、MJIIT、E-JUST、JKUATの3大学間でのコロナ対

策研究の合同成果発表会を開催した。 

 長期研修「科学技術イノベーション人材育成」を通じ、カンボジア、東ティモール、ラオス、ベト

ナム、ケニア、エジプトの拠点大学から当該国の高度人材育成に貢献する人材各1名（ケニアからは

2名）が本邦大学大学院へ留学した。 
 
② アフリカにおける高度人材 

 「ABEイニシアティブ」：2019年のTICAD7において、日本政府は「ABEイニシアティブ3.0」を打ち

出し、日・アフリカビジネス推進に資する産業人材を6年間で3,000人育成することを発表している。

この公約の達成に貢献すべく、機構は2021年度にアフリカから94名の研修員を日本に受け入れると

ともに、コロナ禍で来日が難しい14名に対し、本プログラムに遠隔で参加できるようにした。また、
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「ABEイニシアティブ3.0」の下で開始されたビジネス・プログラムとして、「ABEイニシアティブ」

以外の長期研修員を含む計412名に対して、日本企業との交流会等のネットワーキング機会の提供

や、起業家育成研修等、ビジネススキル向上のためのビジネス・プログラムを提供した。このうち

158名に対しては、日本企業での短期インターンシップも提供した。また、帰国研修員へのフォロー

アップ活動として、帰国研修員が日本企業等に対して研修の成果やビジネスアイデアを共有するこ

とで、帰国研修員と日本企業、帰国研修員間の関係強化を図るネットワーキングイベントを20か国

で実施した。このほか、日本企業への就職を希望する帰国研修員延べ134名に対し、日本企業文化に

関する講義や、日本企業に就職した帰国研修員や日本企業との交流会等の追加プログラムを提供し

た。これら取組の成果として、カメルーン帰国研修員9名が協働して、日本で学んだ知見をいかして

母国の食品供給の課題解決に挑んだ事例や、モロッコの日系企業に就職した帰国研修員が、国連工

業開発機関（UNIDO）の支援を得て実施する新型コロナウイルス等感染症対策のための企業活動に

おいて活躍している事例等が確認された。 

 アフリカ域内の拠点大学としてJKUAT及びE-JUSTの教育・研究能力強化支援を継続実施した。

JKUATに対しては、JKUATに設置されたPAUの東部拠点である汎アフリカ大学科学技術院

（PAUSTI：Pan African University Institute for Basic Sciences, Technology and Innovation）にて、アフリ

カの発展に貢献する高度人材育成の更なる促進を図るため、「アフリカ型イノベーション振興・

JKUAT/PAU/AUネットワークプロジェクト（フェーズ2）」（技術協力プロジェクト）を実施した。

PAUSTIでは2021年度末までに累計で修士課程修了生313名及び博士課程修了生105名を輩出した。

また、2022年3月末時点の就学者数は約35か国234名（修士124名及び博士課程110名）となった。上

述した東南アジア地域の拠点大学とのネットワークに加え、JKUAT主体で国際会議「2021Sustainable 

Research and Innovation Conference」を2021年10月に開催し、同国際会議には、ケニア国内外の高等

教育機関から工学系分野を専攻する学生が参加したほか、SEED-Netメンバー校であるホーチミン市

工科大学が参加した。加えて、JKUATとケニア周辺国の大学との大学間の交流協定も活用した形で

のJKUATへの留学生受入れを行うなど、アフリカ域内でのネットワークも活用した活動を促進した

ほか、JKUATの土木学科によるソマリア公共事業・国土再建省の行政官向けの第三国研修の実施を

支援した。 

 E-JUSTではこれまで累計で修士139名、博士251名、計390名（2021年は修士25名及び博士26名、計

51名）、開学以降初めて国際ビジネス・人文学部学士18名、工学部学士46名を輩出した。また、TICAD7

において日本政府が発表した「横浜行動計画2019」及び「TICAD7における日本の取組」の一環とし

て「アフリカSTI高度人材育成のための留学プログラム」において、2021年度は54名の留学生が受け

入れられたほか、2022年3月末時点でアフリカ12か国から90名の留学生（修士88名、博士2名）が就

学している。 

 
（3）海外直接投資の促進に向けた取組 

 デジタル技術活用推進等：バングラデシュ「投資促進・産業競争力強化プロジェクト」（技術協力プ

ロジェクト）において、経済特区の開発状況を一元的に把握・管理できるモニタリングシステムを

試行導入中である。また、同システムの本格導入を含む後継協力案件「経済特区管理・投資促進能

力強化プロジェクト」を立ち上げた。 

 投資促進オンラインセミナーの開催：課題別研修「投資促進・ビジネス環境整備（準高級）」の一環

として、日本投資家向けの海外進出セミナーをオンライン開催し、研修に参加した19か国から投資
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に向けたアピールが行われた。参加者は延べ約200名に上り、コロナ禍においても各国への投資促

進の機会を提供することができた。 

 

（4）SDGs達成に向けた貢献 

新型コロナによる途上国の中小企業への負の影響が継続する中、引き続きカイゼン・イニシアティブ

の推進や、新型コロナ対策に関連したビジネスコンテストの開催及び選抜企業による実証事業への支援

など、民間セクターの事業継続と起業家・スタートアップ育成に資する支援を行った。これらはSDGsゴ

ール8（カイゼンはターゲット8-2、スタートアップ支援はターゲット8-3と関連）の達成に貢献するもの

である。 

 

（5）事業上の課題及び対応方針 

開発途上国の民間セクターの成長に必要な国内・外の民間資金の動員を促進する仕組みが求められる

中、ODAによる開発協力の役割を整理・検討し、具体的な協力の枠組み・事業を形成できるかが課題と

なっている。そのため、ODAを活用した社会的起業家支援・インパクト投資推進に向けた取組に関する

外務省と機構の勉強会を開始し、検討を進める。 
 

 

  No.1-5 農林水産業振興  
 

フード・バリューチェーン（FVC）構築・強化のため、プロジェクトや個別専門家派遣を行った。FVC

関連事業数は 21 件と 2020 年度に続き高い水準で推移している。市場志向型農業振興（SHEP）では国際

ワークショップや国際機関・NGO と連携し、アフリカ、中東、南米で人材育成の取組に加え、研究によ

る普及強化の分析も行った。民間企業との連携によりアフリカの農業生産性向上を目的とするイノベー

ションセンターの設立準備、また産学官連携プラットフォームや帰国者を含む農業分野の留学生とのネ

ットワーク強化を図り多様なパートナーとの協働強化を進めた。 
 

関連指標 基準値 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

小農による市場志向型農業

の推進（SHEP アプローチ

等）に係る展開国数及び研修

実績数 

展開国数 

研修人数 

技術指導者 

小規模農民 

20 か国 20 

 

3 万人 21 

1,300 人 22 

13 か国 

 

2,730 人 

17,913 人 

14 か国 

 

5,175 人 

49,664 人 

21 か国 

 

5,656 人 

62,957 人 

13 か国 

 

5,292 人 

13,270 人 

8か国 

 

4,803人 

45,450人 

FVC に関連する事業の数 

（新規） 
4 件 7 件 5 件 23 13 件 20 件 21 件 

 

 

 
20  TICAD V目標値の2014年度から2015年度実績 
21  同上 
22  同上 
23  第4期中期計画策定時に集計した前中期目標期間の当初4年間の（2012-2015）実績は、17件 
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（1）フードバリューチェーン（FVC）の改善や農産物の付加価値向上に向けた具体的な施策の実施状況 

 ASEANにおけるFVC構築・強化を目指す「ASEAN-JICAフードバリューチェーン（FVC）開発支援

プロジェクト（仮称）」（技術協力プロジェクト）の形成に向けてASEAN事務局と継続的に協議を行

い、10月にASEAN事務局より要請書が提出された。これを受け、2022年度の案件開始に向けた準備

を進めた。 

 FVCの構築・強化に向け、インドネシア、スリランカ、ブラジル等において新規技術協力プロジェ

クトを開始したほか、グアテマラ、バングラデシュ、ボリビア、タンザニアに個別専門家を派遣し

た。 

 東南アジア及びアフリカにおいて、新型コロナ感染拡大がFVCに及ぼした影響を調査・分析するた

め、4件の情報収集・確認調査を実施した。対象国における新型コロナ感染拡大が農畜水産バリュー

チェーンに与えた影響について情報収集・分析を行ったほか、東南アジア地域では5件のパイロッ

ト事業の実施を通じ、ウィズコロナ、ポストコロナ社会におけるより強じんなFVC構築に係る支援

の在り方について政策提言を取りまとめた。 

 

（2）小規模農家向け市場志向型農業振興（SHEP）アプローチの展開 

 従来のアフリカ向け研修コースに加え、アジア（10か国）及び中南米（10か国）を対象とした研修

コースを新設したことにより、SHEPアプローチ展開国は34か国となった。また、英語圏アフリカ、

中東、アジアを対象としたにオンラインによる国際ワークショップを開催し、約600名の参加者（開

発パートナー、各国農業大臣や普及局長など）を得て、国ごとの取組状況の発表と意見交換を通じ

て知見の共有を図った。マリ、ナイジェリア、マラウイ、ブルキナファソ、エチオピア等では、IFAD

やササカワ・アフリカ財団との間でSHEPを通じた連携が進み、関係者に対するSHEPセミナーを実

施した。ボリビアでは、現地NGO等に対するSHEPセミナーを開催し、現地ボランティアを育成し

た。グローバル農業普及フォーラム（GFRAS：Global Forum for Rural Advisory Services24）が運営す

る普及サービスのナレッジサイトにSHEPアプローチが掲載された。 

 FAOと国際食料政策研究所（IFPRI：The International Food Policy Research Institute）が発行する農業

人材投資レポートにSHEPアプローチの論文が掲載された。IFADとの連携事業は9か国となり、IFAD

関係者向けのSHEPセミナーを開催し120名以上の参加を得た。 

 これらを通じ、SHEPが世界中の多くの関係者に用いられるようになっており、小規模農家に対する

SHEPアプローチの普及が進められ、「売るために作る」ことの理解・知見習得が促進された結果、

農家の生計向上の機会が増大した。 

 

（3）アフリカビジネス協議会農業ワーキンググループの取組推進 

 TICAD7で発表した「アフリカ農業イノベーションプラットフォーム構想」の実現に向けて、二つの

調査を実施した。デジタル化基盤構築に関する調査では、コロナ禍の影響により遠隔による調査を

実施し、その結果を踏まえ官民連携の具体策の検討を行った。また、9月にJICA食と農の協働プラ

ットフォーム（JiPFA）分科会等との共催による農業ワーキンググループ会合において、調査結果や

 
24 GFRASは、FAO、IFAD等が出資し、世界中に18の地域グループを展開し、1,000人の関係者で成り立って

いる農村普及のためのナレッジネットワークである。欧米・アジア等多くの開発パートナーと連携してお
り、地域定例会合には革新的な農村開発・農業普及について事例共有や議論をすべく、各国の農業大臣が
出席し、このネットワークが持つ農業普及のナレッジサイトは全世界の農業普及関係者に参照されている。 
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官民連携の具体策について広く共有するとともに、アンケートを通じ、より具体的な関心領域や機

構に対する期待について情報収集を行った。 

 先進農業技術（農業機械等）の導入促進に係る調査では、農業機械の展示等を行う「日・アフリカ

農業イノベーションセンター（AFICAT：Africa Field Innovation Center for Agricultural Technology）」

の設置に向け、4か国で現地調査を行い、前述のワーキンググループ会合で調査結果を共有した。ま

た、特にタンザニアに対する本邦民間企業の関心が高いことから、11月に現地政府関係者と本邦民

間企業をつなぎ、双方の期待や方向性をすり合わせることを目的としたオンラインセミナーを開催

した。 

 

（4）農林水産分野の人材育成と産学官連携の一層の推進（JICA食と農の協働プラットフォーム（JiPFA）、

食料安全保障のための農学ネットワーク（Agri-Net）、農学知的支援ネットワーク（JISNAS）との連

携） 

 JICA食と農の協働プラットフォーム（JiPFA）：2020年度に引き続きオンライン会議を活用し活動を

継続した。2021年度は、日本の地方創生、アフリカ・フードバリューチェーン、農業とレジリエン

ス（気候変動の農業・農村への影響）等のテーマで分科会及びフォーラムを開催し、延べ764人が参

加した。民間企業、研究機関、省庁との連携を強化する取組として、外国人材受入れ支援に係る機

構事業の経験共有や民間企業のアフリカ展開に資する調査の実施及び結果の共有を行ったほか、食

と農の分野にも大きく影響する気候変動に係るレジリエンス強化など、昨今の重要な課題に関する

情報・知見の共有の機会を継続的に提供した。また、メールマガジンの発信（8本）、JiPFA会員の主

催するシンポジウム及びフォーラムの周知（国際農林業水産センター4件、農研機構2件、国際農業

開発基金1件、民間企業1件、一般社団法人1件）、会員以外にも日本貿易振興会（JETRO）や農林水

産省からの案内の周知（各1件）を行い、情報発信の機能を果たした。 

 長期研修プログラム「食料安全保障のための農学ネットワーク（Agri-Net）」：「食料安全保障のため
の農学ネットワーク（Agri-Net）」は、将来の農業・農村開発を支え、日本との懸け橋となる知日・親日
のトップリーダー・中核的人材の育成を目的とする長期研修プログラム（留学生事業）である。2021年
度は28名の長期研修員を受け入れた。また、2021年度より、Agri-Net研修員及び人材育成奨学計画（JDS）

を含む農林水産分野のJICA長期研修員（留学生）を対象に、研修員及び関係者間のネットワーク構

築を目的とし、LinkedIn（SNS）ページ（Agri-network）を開設し、帰国研修員を含め約176名が登録

している。このネットワークを基に月次セミナーを開催し、日本の経験や機構の取組に関する講義、

機構職員や開発コンサルタントとの座談会など、留学生の日本及び機構事業に対する理解促進や人

的交流を進めた。2021年度は11回開催し、1回当たり留学生約40名、日本人約10名の計50名が参加し

た。留学生からは、自身の研究に資する研究分野以外の新しい知見を得られた、コロナ禍で知り合

う機会が減っている日本人との情報・意見交換の場となった等の感想が寄せられ、留学生事業の戦

略的活用のベースとなる、留学生との絆の維持・強化に寄与した。 

 農学知的支援ネットワーク（JISNAS）との連携：「農学系留学生ネットワークを活用した新たな国際

教育・研究協力の展開」をテーマとした第10回JICA-JISNASフォーラムをオンライン形式で実施し、

大学をはじめとする関係機関から約80名が参加した。Agri-NetプログラムをはじめとするJICA留学

生事業の戦略性強化、大学における留学生ネットワークの活用事例などが紹介された上で、留学生

ネットワークを活用した国際教育・研究協力の方策や、産学官連携による課題解決について、活発

な意見交換がなされた。フォーラムの結果は機構ウェブサイトに掲載し、周知した。 
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（5）SDGs達成に向けた貢献 

 フードバリューチェーン：コロナ禍の中、複数の新規案件を開始するとともに、遠隔により詳細計

画策定調査を行い、案件形成を進めた。東南アジアにおける新型コロナの感染拡大が農畜水産バリ

ューチェーンに与えた影響について情報収集・分析を行い、ウィズコロナ、ポストコロナ社会にお

ける、より強じんなFVC構築に係る支援の在り方について政策提言を取りまとめた。これらの取組

は、バリューチェーン上にある、小規模農家や消費者など各ステークホルダーの生計安定や食料安

全保障に資するものであり、SDGsゴール1及び2に貢献する。 

 SHEP：国際機関、NGO、民間企業など多様なパートナーとの連携により、2020年度に引き続きSHEP

アプローチの普及と「ふつう化」（農業普及において「農家が市場を知り、主体的に経営マインドを

もって営農するようになること」を当たり前のものとして扱えるようになること）が進められた。

その結果、情報の非対称性の解消による小規模農家の権利強化を含め、小規模農家の生計向上につ

ながる機会が増加しており、SDGsゴール1、2、8及び17に貢献する。 

 アフリカビジネス協議会農業ワーキンググループの取組推進：アフリカにおける先進農業技術の導

入に向け、「日・アフリカ農業イノベーションセンター（AFICAT）」の設置を推進している。これら

は安定的な食料生産及び農家の労働力軽減に寄与するものであり、SDGsゴール1、2及び17に貢献す

る。 

 農林水産分野の人材育成と産学官連携の一層の推進：JICA食と農の協働プラットフォーム（JiPFA）

では、農業分野における外国人材受入れ支援の事例共有、アフリカのフードバリューチェーン及び

農業機械利用促進に係る調査結果の共有、農業分野における気候変動に対するレジリエンス強化の

取組の共有等を行った。これらはSDGsゴール1、2及び13に貢献するものである。Agri-Netをはじめ

とする留学生事業の戦略的実施や農学知的支援ネットワーク（JISNAS）との連携強化の取組は、

SDGsゴール4（農林水産業分野におけるターゲット4.7）に貢献する。 

 
（6）事業上の課題及び対応方針 

新興国や開発途上国の小規模農家、消費者、その他食料システムに携わる全てのステークホルダーの

生計向上を実現するには、他の国際機関、NGO、民間企業との情報・知見の共有や具体的な連携活動の

更なる強化とともに、小規模農家や普及員等の経済面及び技術面での能力を考慮した新技術の導入・展

開が課題である。これらの課題への対応方針として、主要ターゲットである小規模農家及び普及員等に

ついて、生産性向上や重労働からの解放に資する技術の導入とそれに伴う負担増加を発生させない手法

を検討し、普及を図っていくことが重要である。具体的には、デジタル技術を用いた情報共有や意思決

定の迅速化の実現に向けた検討、国内外の大学や研究機関との連携により科学的エビデンスに基づく協

力体制の強化を検討する。 

 

 
  No.1-6 公共財政管理・金融市場等整備  
 

アジアでは、域内連結性強化に資する税関手続迅速化・近代化支援、税務行政能力強化・公共投資管

理強化・債務管理強化による財政基盤強化支援、金融システムの健全な育成に向けた支援を実施した。

また、アフリカでは、ワン・ストップ・ボーダー・ポスト（OSBP）推進や税関行政強化支援、債務管理

強化等の支援を実施した。さらに、世界税関機構と連携し、アフリカ各地域における税関人材育成を継
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続するとともに、大洋州に対する関税収入強化に向けて支援した。 
 

関連指標 基準値 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

財政運営及び金融に係る研修実績数 328 人 25 393 人 319 人 265 人 49 人 246 人 

 
（1）経済活動を支える金融市場/システムの育成推進 

 資本市場整備支援：ベトナム、モンゴルにおいて、資本市場の育成及び監督当局の能力開発等、金

融機能強化に資する支援を実施した。ベトナムでは「株式市場の公正性及び透明性改善に向けた能

力向上プロジェクト」（技術協力プロジェクト）を通じ、証券法の改正に合わせ検討が必要な実質上

場基準、市場区分等に係る研修や、市場監視に係るマニュアル作成支援を実施している。モンゴル

では「資本市場規制・監督能力向上プロジェクトフェーズ2」（技術協力プロジェクト）を通じ、社

債の店頭市場に係る規制案の提案等、モンゴル資本市場の育成に必要な支援を実施した。 

 フィリピン信用リスクデータベース構築：担保に依存しない融資促進を通じた中小企業振興や金融

システム強化を図るべく、「企業信用リスクデータベース構築プロジェクト」（技術協力プロジェク

ト）において、現地の協力金融機関が所有する企業財務データの収集・分析を通じ、信用格付モデ

ルの構築を進めた。 

 ベトナム国際財務報告基準（IFRS）導入支援：国際財務報告基準（IFRS）適用を通じて企業財務諸

表の信頼性、透明性、投資家への説明責任能力の向上を図るべく、「国際財務報告基準（IFRS）導入

支援プロジェクト」（技術協力プロジェクト）を通じ、IFRS導入に伴うベトナムの法体系への影響

調査や、IFRS適用の制度設計に係る予備的検討等を進めた。 

 フィリピン中央銀行に対する金融政策等支援：フィリピンでは、中央銀行の金融政策に関わる課題・

支援ニーズ（マクロ経済推計、国際収支、金融政策オペレーション等）特定を目的とする調査を実

施し、同調査結果を踏まえ、中央銀行向け支援を開始した。 

 
（2）財政基盤の強化 

 国内歳入強化に向けた税務行政支援：各国の発展段階や置かれた環境に基づくニーズにきめ細やか

に対応し、インドネシア（日本の査察制度、調査審理制度、デジタルエコノミー課税等に関するオ

ンラインセミナーでの議論等）、ラオス（納税者管理、納税者サービスの改善等）、ベトナム（税務

調査、納税者管理の改善等）、タンザニア（税務当局の人事研修制度改善）、ドミニカ共和国（本庁・

税務署間の業務プロセス改善等）等において、税務実務や納税者管理等の税務行政改善を目的とす

る協力を引き続き実施した。モンゴルでも改正税法の執行能力強化を目的とする後継案件を実施す

るとともに、「ビッグデータ・AIを活用した税務行政支援にかかる情報収集・確認調査」を通じて、

データを活用して法人税や付加価値税の過少申告事例を特定するパイロット事業を実施している。

また、フィリピンにおいては、国際課税に関わる税務調査改善等を目的とする「税務行政能力向上

アドバイザー」（個別専門家）を開始した。 

 公共投資管理、債務管理の強化に向けた支援：公共投資管理強化に向けた支援では、特にアジア地

域において、公共投資事業の効率的な計画・実施が課題になっているモンゴル、バングラデシュ、

ラオス、スリランカ等で引き続き支援するとともに、パプアニューギニア、ソロモンの新規案件を

 
25 前中期目標期間実績（2012-2015）平均 
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開始し、マラウイでも新規案件の準備を行った。これらの取組は、「質の高いインフラ投資に関する

G20原則」の下、インフラ・ガバナンス強化に貢献するものとして期待されており、予算の裏づけ

を持つ公共事業が計画・実施されるようになることを通じて、公共事業予算が過度な財政負担とな

らないことが担保でき、その結果として債務持続性の改善にも資するものである。また、TICAD7に

おいて、日本としてアフリカ諸国の債務持続性の確保に協力することが表明されたことを受けて、

エチオピアで債務管理アドバイザーの活動を開始した。 
 

（3）関税の適正かつ公平な徴収と貿易円滑化の推進 

 アフリカ大陸自由貿易圏（AfCFTA）推進につながる貿易円滑化支援：これまで機構の支援によりOne 

Stop Border Post（OSBP）正式稼働が実現したケニア－タンザニア間のナマンガ国境やルワンダ－タ

ンザニア間のルスモ国境の実績を踏まえ、ケニア－ウガンダ間のマラバ国境やウガンダ－ルワンダ

間のガトゥナ・カトゥナ国境などの他国境へのOSBP導入支援を実施した。また、ザンビア、ジンバ

ブエ、ボツワナなどの南部アフリカ地域において、ザンビア－ジンバブエ間のチルンド国境やザン

ビア－ボツワナ間のカズングラ国境に対しても、東部アフリカ地域と同様にOSBP運用化支援を開

始した。さらに、WCOと連携し、特にアフリカ大陸自由貿易圏（AfCFTA）の円滑な実施・推進に

必要となる原産地規則に関する指導員（マスター・トレーナー）養成を目的として、東部・南部ア

フリカ及び西部アフリカに対する研修を開始した。加えて、東部アフリカ域内の国境管理能力強化

に資する検査及び取締関連機材整備のための無償資金協力の側面支援（機材の活用に係る講義、実

習等）を実施している。南スーダンでは、国際標準に沿った関税コードを導入するとともに、域内

の連結性向上に向けた原産地規則の導入を含む新たな支援を継続している。 
 ASEAN域内の連結性向上に向けた税関分野支援：タイでは、税関職員の能力向上と税関当局の研修能

力向上を目的とした技術協力プロジェクトを開始した。また、ラオスではリスク管理分野の業務改

善を通じた通関手続きの円滑化を目的とする技術協力プロジェクトを開始した。加えて、無償資金

協力により整備され、2016年に稼働開始したミャンマー通関システムの効果的な運用による税関業

務の改善や、事後調査を含む税関行政能力強化を引き続き支援している。あわせて、カンボジアや

フィリピンでは、税関業務近代化を目的として、特に貿易円滑化やAEO（Authorized Economic 

Operator）、原産地規則、リスク管理を中心とした業務に従事する専門家を派遣した。これらの支援

に加え、カンボジアを中心とするメコン地域の連結性強化に向けて必要となる、国境における通関

手続の迅速化に向けた調査を実施した。これらの支援及び調査結果の活用を通じて、自由で開かれ

たインド太平洋の実現に向けたASEAN域内の連結性向上が期待される。 

 大洋州に対する税関近代化に向けた支援：世界税関機構（WCO）と連携し、大洋州の6か国に対し、

自由で開かれたインド太平洋に基づく歳入強化（関税収入強化）に向けた税関近代化支援を開始し

た。本協力を通じて、税関行政改善に資する指導員（マスター・トレーナー）の養成を目指し、特

に関税分類と関税評価の2分野に対する技術支援を行っている。 

 
（4）SDGs達成に向けた貢献 

 SDGsターゲット8.a（後発開発途上国への貿易関連技術支援のための拡大統合フレームワーク（EIF）

などを通じた支援を含む、開発途上地域、特に後発開発途上地域に対する貿易のための援助を拡大

する）に資する案件として、既述のとおり、通関システムを含むASEAN諸国に対する税関分野能力

向上やアフリカ地域でのOSBP推進や税関分野人材育成を通じた貿易円滑化に向けた支援を実施し
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た。 

 SDGsターゲット16.6（あらゆるレベルにおいて、有効で説明責任のある透明性の高い公共機関を発

展させる）に資する案件として、既述のとおり、公共投資管理に係る能力強化支援を実施した。 

 SDGsターゲット17.1（課税及び徴税能力の向上のため、開発途上国への国際的な支援なども通じて、

国内資源動員を強化する）に資する案件として、既述のとおり、アジア地域を中心に徴税能力向上

に向けた支援を実施した。 

 

（5）事業上の課題及び対応方針 

公共財政管理・金融市場等整備分野についてはこれら技術協力を担える人材が希少であることが課題

である。この課題に対する対応方針として、従来から各種研修を通じた人材リソースの裾野拡大、国内

関係機関への発信・働きかけ等を通じ人材の発掘に努めるとともに、IMF等に日本政府が出資する基金

による技術協力等との連携強化を図ってきているが、今後も引き続き、他機関との連携も含めて人材の

発掘に注力する。 

 

３－３．指摘事項への対応 

（1）指摘事項： 
上記評価を踏まえ、引き続き自由で開かれたインド太平洋の実現に向けた貢献も念頭に質の高

いインフラ投資に資する取組を推進することを期待する。 
また、ポストコロナにおいて、ICT・DXはさらにその重要性を増すと考えられるところ、各分野

でのDX活用に加え、サイバーセキュリティを含む途上国におけるICT基盤の整備に係る取組がよ

り一層拡充することを期待する。その際、本邦技術の活用可能性にも留意し、関係機関等とも連

携の上で取組を進められたい。 
加えて、エネルギー分野の協力は日本の気候変動対策支援において重要な要素であり、政府と

して2021年から5年間で官民合わせて6.5兆円の支援を実施するとのコミットメントにも留意しつ

つ、再生可能エネルギー等に関する取組を積極的に展開することを期待する。 
 
（2）対応： 
上述のとおり、道路アセットマネジメントに関する協力、地域の連結性強化のための港湾・空港

整備及び運営維持管理や海上保安等に係る協力、並びに都市鉄道の運営・維持管理に係る協力等を

引き続き推進した。STI・DX室を中心に約30件のDX案件の推進支援を実施し、事業デジタル技術の

活用を促進するとともに、各事業部と連携し、医療分野（遠隔ICU支援の形成と実施）、都市・防災

分野（都市防災データの利活用案件の形成）、行政分野（国民ID制度案件の形成）等での新しい事業

形成を推進した。サイバーセキュリティ分野においては、アジア地域を中心に10か国とのコンサル

テーション、セミナー等の実施に加え、課題別研修も5件と幅広い分野を対象に実施。また、総務省

の主催するデジタル経済展開プラットフォーム等とも連携しながら、10件の本邦企業のデジタルソ

リューション（水道管AI予測、デジタル通貨等）の活用が各種機構事業、調査で活用された。 
また、地熱等の再エネ導入促進やこれを可能とする送配系統の強化について、実施中案件や新

規案件形成に注力した。 

 

３－４．年度評価に係る自己評価 

＜評定と根拠＞評定：S 

根拠：評価指標の目標水準を上回る成果を上げていることに加え、「独立行政法人の評価に関する
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指針」（平成26年9月2日総務大臣決定）及び「外務省所管独立行政法人の業務実績の基準について」

（平成27年3月外務省）に掲げられたS評価の根拠となる質的な成果（法人の自主的な取組による創

意工夫、外交政策上の観点等から設定された重要又は難易度が高い目標の達成）を満たしており、

当該事業年度における中期計画の所期の目標を上回る顕著な成果が得られていると認める。 

具体的には、①質の高いインフラ、連結性強化に貢献する港湾、道路、空港、都市鉄道の完成、②

道路アセットマネジメントに係る土木学会賞受賞、③ベトナムでの陸上風力発電に対する海外投融

資の承諾等低・脱炭素化に向けたエネルギー・トランジションの推進、④バングラデシュにおける

機構が策定支援した自動車産業振興政策の閣議決定、⑤アフリカ地域をはじめとした開発途上地域

のスタートアップ支援、⑥アフリカ国境でのOne Stop Border Post（OSBP）の支援等、特筆すべき

成果を上げた。 

 

ア 都市・地域開発 

○ 独立行政法人都市再生機構と連携覚書を締結。機構の都市開発の総合的な取組に、UR都市機構

の都市開発事業の知見や民間企業との連携ノウハウを取り入れることで、日本企業の参画機会

の拡大・より高度な都市開発の実現を志向。 

○ 持続可能な都市・地域開発に貢献するため、土地利用やインフラ整備を記した開発計画の策定、

都市開発管理やまちづくりを含む都市マネジメントの能力強化を実施。 

○ ジャカルタ、ダッカ等の大都市で公共交通志向指向型都市開発（TOD）の協力を展開。資金協力

等を通じた軌道交通（MRT、LRT）やバス交通（BRT）等とも連携し、公共交通機関利用の喚起と

駅周辺の利便性向上、公共交通を軸とした持続可能な都市開発や地域拠点開発を推進。 

○ 開発途上国向けのスマートシティアプローチの形成や実装に向けた協力の開始。地理空間情報

の整備・活用に係る協力を展開。 

 

イ 運輸交通・ICT 

◎ 道路アセットマネジメントに係る土木学会賞受賞、人材育成支援【②④】：道路アセットマネ

ジメントプラットフォームの活動が土木学会インフラメンテナンスプロジェクト賞受賞。道路

アセットマネジメントにおける開発途上地域の人材育成での連携活動の成果を上げるべく、世

銀と情報交換・意見交換するとともに、同行のオンライン研修「Massive Open Online Course：

Investing in Quality Infrastructure for a Green, Inclusive and Resilient Recovery」

で、機構の道路アセットマネジメントの取組に係る講義を提供。 

◎ インドネシア・パティンバン港の全面開業【①⑤】：「パティンバン港開発事業（第一期）」

（円借款）で2020年にソフトオープンし、暫定的に運営されていた自動車専用ふ頭が12月に全

面開業。日本企業が自動車専用ふ頭の運営を担当。日本企業が持つ高い技術力を活用して短期

間で完成した港湾施設により、ジャカルタ首都圏全体の物流の効率化、既存港及び周辺の交通

混雑緩和に貢献。首都圏東部に製造拠点を有する日本企業のビジネス環境の改善にも寄与。 

◎ モンゴル・チンギスハーン国際空港の開港【①⑤】：円借款供与を通じて空港整備、技術協力

で安全性、利便性の高い空港運営支援を実施し、7月に開港。旧空港からの移転を含めた各種支

援を行い円滑な開港を実現。モンゴル空港事業として初めて民間企業に運営委託され、日本企

業連合がコンセッション契約を締結しており、安全で信頼性の高い運営が期待。 

◎ 国際幹線道路・主要道路・都市内道路の整備【①⑤】：フィリピンで高規格道路整備計画に係
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るマスタープランを策定。同マスタープランを活用した主要道路整備・改善による物流円滑化、

連結性強化への貢献が期待。スリランカでは交通の要所に位置するケラニ河新橋（円借款）が

竣工し、交通渋滞緩和と沿線環境の改善に貢献。リベリア「第二次モンロビア首都圏ソマリア

ドライブ復旧計画（通称：「ジャパン・フリーウェイ」）」（無償資金協力）、タンザニア「第

二次ニューバガモヨ道路拡幅計画」（無償資金協力）等の完工により、都市内の渋滞緩和、物

流円滑化、連結性強化に貢献。 

◎ タイでの都市鉄道（レッドライン）の開業【①⑤】：円借款事業を通じて支援し、日本製の鉄

道車両が導入されているタイ・バンコクの都市鉄道レッドラインが8月に開通。開業により、バ

ンコク首都圏での自動車交通から公共交通へのモーダルシフトが加速し、増加する輸送需要へ

の対応、交通渋滞への緩和及び大気汚染の改善が期待。 

◎ JICA-VAN（JICA-Virtual Academy Network）の導入【②】：JICA-VANを4月より導入し、オンラ

イン研修の実施基盤を強化し、コロナ禍の影響で来日できない研修員等を対象に118件の課題

別研修で活用。また、帰国研修員1,485名のオンラインネットワーキングを促進。 

○ ブータン及びインドネシアでは、デジタルものづくり工房（ファブラボ）による技術教育・普

及促進プロジェクトで、ファブラボ立ち上げに必要な活動計画の検討、ファブラボ運営計画の

策定、必要な資機材検討に係る支援を実施。 

 

ウ 質の高いエネルギー供給とアクセスの向上 

◎ 低・脱炭素化に向けたエネルギー・トランジションの取組【①】：日本政府による「アジア・

エネルギー・トランジション・イニシアティブ（AETI）」と連携し、インドネシアやカンボジ

ア等のアジア諸国におけるエネルギー安定供給の確保や、脱炭素に向けたエネルギーセクター

を構築するための戦略策定に関し、今後の案件形成を念頭に置いた情報収集確認調査を実施。 

◎ ベトナムでのプロジェクトファイナンス方式により融資を行う初の風力発電事業の開始【①

④】：ベトナム「クアンチ省陸上風力発電事業」（海外投融資）の融資契約に調印。機構がベ

トナムの風力発電事業にプロジェクトファイナンス方式により融資を行う初の事業であり、同

国の再生可能エネルギー分野で日本企業及び地場企業をはじめとした民間主体の風力発電事

業のモデルケースとして、後続案件形成の呼び水効果が期待されるもの。 

◎ 送配電系統の拡充【①】：送配電網の計画・拡充を支援し、電力供給の安定化・損失低減・電

化に貢献。パプアニューギニア電力公社を対象に電力系統システムの運用・維持管理能力の能

力向上を目的とした技術協力を開始。電化パートナーシップ（PEP：Papua Electrification 

Partnership）にも貢献。 

◎ ラオス電力セクターへの協力【①】：経営危機にあるラオス電力公社の経営改善の協力を開始。

政府及び電力セクターの債務問題が深刻化する同国で、国全体の自立的・安定的発展に直接寄

与するとともに、日米クリーンエネルギーパートナーシップ（JUCEP：Japan-United States 

Clean Energy Partnership）、日米メコン電力パートナーシップ（JUMPP：Japan-United States 

Mekong Power Partnership）に貢献。 

○ 「資源の絆プログラム」を継続実施し、16か国より21名の留学生を受入れ（累計148名）。関係

維持強化の取組として、SNSを活用したネットワークを構築し、機構と留学生や帰国生の双方

向での情報発信・交換に寄与。最新の資源分野の動向や帰国後の取組等の情報共有・議論を行

うためのオンライン勉強会（絆塾）を立ち上げ、卒業生を中心に延べ80名ほどが参加。 

 

エ 民間セクター開発 

◎ 日本センターを通じた現地スタートアップの支援とビジネス拡大【②】：モンゴル及びラオス

の日本センターで、現地スタートアップを対象にビジネスコンテストを開催。18社にアクセラ

レーションプログラム（短期間で事業を成長させるためのプログラム）を提供。カンボジア日
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本センターでは、16社に有料のアクセラレーションプログラムを提供。参加したモンゴル2社、

カンボジア6社は、本プログラムを契機に外部組織からの資金調達に成功しビジネスを拡大。 

◎ アフリカ地域のスタートアップ企業支援【②】：新型コロナ対策ビジネスコンテスト（NINJA 

Business Plan Competition in response to COVID-19）（2020年度実施）の優秀企業69社に、

2021年度にビジネスプランの実効性を確認するための実証事業を支援。また、主にケニアやウ

ガンダ等でビジネスを展開しているスタートアップ企業計15社にアクセラレーションプログ

ラムを実施。対象企業の事業を広く周知するデモ・デイの開催など、資金調達や事業提携につ

ながる機会を提供、新規ステークホルダーを開拓（豊田通商㈱が5万ドル相当を出資、楽天グル

ープ㈱が半年間のメンタリング機会を提供等）。 

◎ アジア地域の産業振興・投資促進政策策定支援【②】：バングラデシュで、策定を支援した自

動車産業振興政策が閣議決定。同国への進出に関心のある日系自動車メーカーの進出の実現に

向けた環境整備にも貢献。また、DX推進に係る政策の理解を深めるため、ASEAN 4か国向けに

製造業高度化に関する研修・セミナー等を実施。特許庁と連携し、ベトナム及びインドネシア

の特許審査官へのAI分野や医療分野等の審査実務研修を実施。貿易投資促進や経済特区に開発

等に係る協力数は第4期中期計画中で最多の160件。 

○ 高度人材育成機能強化ではエジプト・日本科学技術大学で初の学部卒業生を輩出するなど拠点

大学での人材育成を推進しつつ、各地域の拠点大学間のネットワークを通じた遠隔教育や共同

研究の成果共有を実施。 

○ 「ABEイニシアティブ」では新規に108名を受け入れ、既に来日済みの者も含めて日本企業での

インターンシップや起業家研修等を実施。 

 

オ 農林水産業振興 

◎ 小規模農家向け市場志向型農業振興（SHEP）アプローチの展開：SHEPアプローチ展開国は34か

国に拡大。SHEPアプローチが、グローバル農業普及フォーラム（GFRAS）が運営し、全世界の農

業普及関係者に参照されている普及サービスのナレッジサイトに掲載。その他、国際ワークシ

ョップ（参加者約600名）の開催による知見の共有、国際機関・NGOとの連携、アフリカ、中東、

南米での人材育成の取組に加え、研究による普及強化について分析。 

○ FVC構築・強化のためプロジェクトや個別専門家派遣を実施。FVC関連事業数は、2020年度に続

き21件と高く推移。 

○ 民間企業との連携によりアフリカの農業生産性向上を目的とするイノベーションセンターの

設立準備、また産学官連携プラットフォームや帰国者を含む農業分野の留学生とのネットワー

ク強化を図り多様なパートナーとの協働を強化。 

 

カ 公共財政管理・金融市場等整備 

◎ アフリカ大陸自由貿易圏（AfCFTA）推進につながる貿易円滑化支援【②】：東部アフリカ地域

での国境のOSBPの導入支援の実績を踏まえ、同地域の他国境へOSBPの導入支援を拡大。ザンビ

ア、ジンバブエ、ボツワナ等の南部アフリカ地域にもOSBP運用化支援を開始。世界関税機構

（WCO）と連携し、アフリカ大陸自由貿易圏（AfCFTA）の円滑な実施・推進に必要となる原産地

規則に関する指導員養成のための研修を開始。 

• アジアでは、域内連結性強化に資する税関手続迅速化・近代化支援（タイ、ラオス等）、税務

行政能力強化（インドネシア、ベトナム等）・公共投資管理強化（スリランカ等）による財政

基盤強化支援、金融システムの健全な育成（ミャンマー、ベトナム等）に向けた支援を実施。 
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３－５．主務大臣による評価 

評定：Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
 
（定量的実績） 
【指標 1-6】のうち「Innovative Asia 公約達成のための育成人材数」が目標値（177 人）を約 61%上

回る 285 人となり、目標を達成した。「ABE イニシアティブ公約達成のための育成人材数（長期研

修等）」は、2017 年度に目標を達成済み。 
 
（定性的実績） 
１．都市・地域開発（【指標 1-1】「都市・地域の持続可能性に留意したマスタープラン策定支援及

び制度・組織等の能力開発支援の実施状況」） 
年度計画の取組を着実に実施し、以下の実績が認められる。 
・独立行政法人都市再生機構と連携覚書を締結し、UR 都市機構の知見や民間企業との連携ノウ

ハウを取り入れることで、日本企業の参画機会の拡大・より高度な都市開発の実現に取り組ん

でいることを評価できる。 
・ジャカルタ、ダッカ等の大都市で公共交通指向型都市開発（TOD）や開発途上国向けのスマー

トシティアプローチの形成や実装に向けた協力を展開し、持続可能な都市開発や地域拠点開発

の推進に取り組んでいる。 
 

２．運輸交通・ICT（【指標 1-2】「地域・越境インフラを含む質の高い、安全・安心で、持続可能か

つ強じんな運輸交通インフラ及び ICT 環境整備に係る支援の実施状況」） 
年度計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 
・フィリピンにおいて高規格道路に係るマスタープラン策定や、スリランカ、リベリア、タンザ

ニア等において幹線・主要道路等の整備を通じ、都市内の渋滞緩和、物流円滑化、連結性強化

に貢献していることは評価できる。加えて、道路アセットマネジメントプラットフォームの活

動が土木学会インフラメンテナンスプロジェクト賞を受賞した。 
・インドネシア・パティンバン港及びモンゴル・チンギスハーン国際空港が開業し、その運営に

日本企業が参画することで、海外展開の支援に寄与している。また、日本製の鉄道車両が導入

されているタイ・バンコクの都市鉄道レッドラインが 8 月に開通した。 
  
３．質の高いエネルギー供給とアクセスの向上（【指標 1-3】「質の高いエネルギー供給の確保及び

エネルギーアクセスの改善に資する、低廉・低炭素・低リスクをバランスよく満たす電源開発や効

率的なエネルギーシステム等に係る支援の実施状況」） 
 年度計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 
・ベトナムにおいて、プロジェクトファイナンス方式により融資を行う初の風力発電事業（海外

投融資事業）の取組を評価できる。再生可能エネルギー分野で日本企業をはじめとした民間主

体のモデルケースとして、後続案件形成の呼び水効果が期待される。 
・日・米・豪・NZ 政府による連携枠組みであるパプアニューギニア電化パートナーシップ（Papua 

Electrification Partnership：PEP）や、ラオス等での日米戦略エネルギーパートナーシップ

（Japan-United States Strategic Energy Partnership：JUSEP）、日米メコン電力パートナー

シップ（JUMPP：Japan-United States Mekong Power Partnership）の下での取組への積極的な貢献

など、途上国政府との外交関係に留まらず、先進国間での関係強化にも大きく貢献した。 
  
４．民間セクター開発（【指標 1-4】「現地企業の強化やグローバル経済の活力取り込みに資する、
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産業振興機関及び貿易投資促進機関の能力向上、産業政策及びビジネス環境の改善に係る支援の実

施状況」及び【指標 1-5】「産業基盤の強化に資する、職業訓練・高等教育を含む産業人材育成に係

る支援の実施状況」） 
年度計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 
・モンゴル及びラオスの日本センターを通じて現地スタートアップの支援とビジネス拡大を支援

した。加えて、新型コロナ対策ビジネスコンテスト（NINJA Business Plan Competition in response 
to COVID-19）はアフリカ地域のスタートアップ企業支援の好事例として評価できる。 

・アジア地域の産業振興・投資促進政策策定支援として、バングラデシュにおいて、策定を支援

した自動車産業振興政策が閣議決定され、同国への進出に関心のある日系自動車メーカーの進

出の実現に向けた環境整備にも貢献した。 
 
５．農林水産業振興（【指標 1-7】「生産者所得向上に資する、市場志向型農業振興を含むフードバ

リューチェーンの強化に係る支援の実施状況」） 
年度計画の取組を着実に実施し、以下の実績が認められた。 
・小規模農家向け市場志向型農業振興（SHEP）アプローチを 34 か国に拡大した、その他全世界

の農業普及関係者に参照されているナレッジサイトに掲載するなど、着実に SHEP アプローチ

を展開していることを評価できる。 
 
６．公共財政管理・金融市場整備（【指標 1-8】「適正・公正・透明な財政運営並びに金融部門の安定

的発展に資する、財政当局や金融当局の機能・能力向上に係る支援の実施状況」） 
年度計画の取組を着実に実施し、以下の実績が認められた。 
・東部アフリカ地域での国境のワンストップ・ボーダーポスト（OSBP）の導入支援をザンビア、

ジンバブエ、ボツワナ等の南部アフリカ地域に拡大、また世界関税機構（WCO）と連携するな

ど、アフリカ大陸自由貿易圏（AfCFTA）推進につながる貿易円滑化支援を実施したことは評価

できる。アジアでは、域内連結性強化に資する税関手続迅速化・近代化支援（タイ、ラオス等）、

税務行政能力強化（インドネシア、ベトナム等）・公共投資管理強化（スリランカ等）による

財政基盤強化支援、金融システムの健全な育成（ミャンマー、ベトナム等）に向けた支援など

を着実に実施した。 
 
（結論） 

以上により、定量指標が 120%を越える結果を得たこと、年度計画において予定されていた取組

をいずれも着実に実施したほか特筆すべき定性的な成果が多数見られることから、経済インフラ・

産業支援等において所期の目標を質的に上回る顕著な成果が得られていると言えないことから

「Ｓ」評価とするとは言いがたいものの、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られてい

ると認め、「Ａ」評価とする。 
具体的には、インドネシア・パティンバン港及びモンゴル・チンギスハーン国際空港の運営に日

本企業が参画することで、海外展開の支援に寄与している。ベトナムにおいては、プロジェクトフ

ァイナンス方式により融資を行う初の風力発電事業（海外投融資事業）はその新規性を評価でき、

再生可能エネルギー分野で民間主体のモデルケースとして、後続案件形成の呼び水効果が期待され

る。加えて、新型コロナ対策ビジネスコンテスト（NINJA Business Plan Competition in response to 
COVID-19）はアフリカ地域のスタートアップ企業支援の好事例として評価できる。 
  
 ＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ （実績に対する課題及び改善方策など） 
上記評価を踏まえ、予定されていた取組を着実に実施し外交上の貢献を認めるものの、引き続き

自由で開かれたインド太平洋の実現に向けた貢献も念頭に質の高いインフラ投資に資する取組等
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の政府の政策実現に向け更なる取組推進を期待する。 
また、本邦技術の活用や本邦企業の海外展開にも留意し、ポスト・コロナにおける ICT・DX の

取組を期待する。 
 
 ＜その他事項＞ （有識者からの意見聴取等） 
・令和３年度は、東京都において 2 回の緊急事態宣言（４月 25 日～６月 20 日、７月 12 日～９

月 30 日）と３回のまん延防止等重点措置（４月 12 日～４月 24 日、６月 21 日～７月 11 日、１

月 21日～３月 21日）が発令されるなど、令和２年度に続き、新型コロナウイルス感染症が蔓延

した。このような新型コロナ感染症が収束しない中においても、着実な成果を上げているものと

思われる。特に、ベトナムでの初の風力発電事業の開始は評価ができるものと思われる。また定

量指標において、新型コロナの影響により、令和２年度においては、評価指標の目標水準は下回

っていたが、令和３年度は、目標値を上回る成果（161％）が挙げられている。以上より、Ｓとし

た自己評価は妥当と考える。 

・アジアを中心に質の高いインフラ支援を積極的に行っているが、一方で例えばスリランカが経

済危機、国家の財政破綻に直面しており、アジア各国では、どこもエネルギー、食糧、医療品等

の輸入価格の上昇でインフレを引き起こし、コロナ対策等で、財政もひっ迫している国々が増え

ている。今後、中国の対インド太平洋の諸国への支援もさらに増える可能性があり、政治的な援

助合戦の様相を呈しているが、本来の開発の目的に沿った支援のあり方に基づき、被援助国の意

思、実施体制、支払い能力等をより精査する必要がある。返済が滞れば、結果的には我が国の財

政への影響も出てくる。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.2 
開発途上地域の人々の基礎的生活を支える人間中心の開発の推進

（「質の高い成長」とそれを通じた貧困撲滅） 

業務に関連する政

策・施策 

開発協力大綱、平成 31/令和元年度開発協力の重点、TICADⅥナイロビ宣言、
TICAD7 横浜宣言 2019、持続可能な開発目標（SDGs）実施指針、未来投資戦
略 2018、成長戦略、自由で開かれたインド太平洋、スポーツ・フォー・トゥ
モロー（SFT）、国際保健のための G7 伊勢志摩ビジョン、国際保健外交戦略、
平和と健康のための基本方針、国際的な脅威となる感染症対策強化に関する
基本方針、平和と成長のための学びの戦略、持続可能な開発のための教育、
新水道ビジョン、海外展開戦略（水） 

当該事業実施に係

る根拠（個別法条文

等） 

独立行政法人国際協力機構法第 13 条 

当該項目の重要度、

難易度 
【重要度：高】 

関連する政策評価・

行政事業レビュー 
令和3年度外務省政策評価事前分析表 1-Ⅵ-1 経済協力 
令和 3 年度行政事業レビューシート：番号未定（無償資金協力、独立行政法

人国際協力機構運営交付金） 
 

２．主要な経年データ 

①主要なアウトプット情

報（定量指標） 

 

達成目標 

目標値 / 

年 

 

2017 年度 

 

2018 年度 

 

2019 年度 

 

2020 年度 

 

2021 年度 

機構の支援を得た保健医療サー

ビスの裨益想定人口 

130 万人26 

（2016-2018） 
－ 44.3 万人 44.7 万人 － － － 

学びの改善のための支援により

裨益した子供の人数 

1,000 万人27 

（2017-2021） 
10 万人 324 万人 498 万人  346万人 317 万人 12.6万人 

②主要なインプット情報 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

支出額（百万円） 18,153 20,598 17,940 14,896 31,874 28 

 
３－１．各事業年度の業務に係る目標、計画、主な評価指標 

中期目標及び中期計画の対応箇所 中期目標：3.（2）、中期計画：1.（2） 

年度計画 

1.（2）開発途上地域の人々の基礎的生活を支える人間中心の開発の推進（「質の高い成長」とそれ

を通じた貧困撲滅） 
新型コロナウイルス感染症等の公衆衛生上の危機への対応を強化するため、強靭なUHCの達成を

目標に、保健医療システム強化や母子保健の向上、栄養の改善、安全な水の確保を含めて、予

防・警戒・治療を柱とする「JICA世界保健医療イニシアティブ」を推進する。 
 
ア ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC：Universal Health Coverage、以下「UHC」という。）

 
26 日本政府公約である TICAD VI の達成目標を基に、機構貢献分を 65％として想定して設定する。TICAD 

VI の目標値：2016 年から 2018 年に 200 万人 
27 前中期目標期間の実績と同等の水準を基に設定する。前中期目標期間実績平均 200 万人 / 年 
28  暫定値 
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を目指した保健システムの強化 
「平和と健康のための基本方針」、「国際保健のためのG7伊勢志摩ビジョン」、「UHC東京宣言」等

の下、UHC達成のため強靭な保健システム強化に取り組む。また、裨益対象国による周辺国の

UHC達成のための支援を行う。 
効果的な非感染性疾患対策を継続的に実施するための保健システム強化や人材育成に引き続き取

り組む。また、高齢化が進展する国においては、高齢者に対する医療・介護も視野に入れた保

健システムの強化を支援する。 
特に、主要国際会議において、日本政府として推奨すべき政策や、同政策に基づくODAを通じた具

体的な貢献策の検討プロセスに参画し、会議成果（宣言文等）の取りまとめに貢献するととも

に、会議を通じて機構の事業経験から得られた知見を発信する等の知的貢献を行う。 
また、G20やTICAD7等の主要国際会議等でのUHCに関連した政府公約や発表を具現化するための

事業を形成、実施する。 
 

イ 感染症対策の強化 
新型コロナウイルスを含む感染症による健康危機時に対応する公衆衛生上の備えの強化に向けた

事業を実施するほか、国際保健規則（IHR：International Health Regulation）の遵守を促進する。 
特に、アフリカ地域では、アフリカ疾病管理予防センター及び国際獣疫事務局と連携し、域内の検

査室やサーベイランスネットワークの強化等を支援する。実施中の技術協力や長期研修（留学）

制度を活用した地球規模での感染症対策に係る人材育成を通じて、各国の検査及び研究能力の

強化を図る。 
突発的な感染症の拡大に対応した緊急支援を行うとともに、国際緊急援助隊感染症対策チームの

対応力強化に取り組む。 
 

ウ 母子保健の向上 
母子に対する継続的な保健サービスの提供と乳幼児死亡率や妊産婦死亡率の改善に向けた支援に

継続して取り組む。 
母子手帳に係る国際標準ガイドラインについて、国際会議等で内容を周知することに加え、各国で

ガイドラインを実施に移す際に有用な実施ガイドの策定を進める。 
母子手帳の更なる国際展開に向け、WHO、UNICEF等との連携を密にし、調整プラットフォームや、

実施ガイド策定時のステークホルダー会議の開催等を通じ、各国への支援が効率的に行える枠

組みを形成する。 
 

エ 栄養の改善 
TICAD7で採択された「IFNA横浜宣言2019」が目指す「アフリカの子ども2億人の栄養改善のため

のIFNAの全アフリカ展開」を念頭に、「食と栄養のアフリカ・イニシアティブ」（IFNA：Initiative 
for Food and Nutrition Security in Africa、以下「IFNA」という。）の取組をアフリカ各国で推進す

るべく、これらの国々や地域経済共同体、支援機関を対象としたパートナー会合や広域研修を

実施する。また、IFNAに貢献する栄養関連の事業を着実に形成・実施するとともに、農業・農

村開発分野等の事業への栄養の視点の導入を推進する。 
2021年12月に開催予定の東京栄養サミット2021（Tokyo Nutrition for Growth （N4G） Summit 2021）

で合意される予定の「東京コンパクト」で目指す栄養目標に貢献するため、IFNAに加えて「栄

養改善事業推進プラットフォーム」の活動を更に進め、栄養改善に係る組織・分野横断的な取

組を推進する。 
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オ 安全な水と衛生の向上 
安全な水へのアクセスの改善及び持続的・効率的な水の供給、利用、管理や衛生に関する知識や技

術の向上に向けた事業を実施する。 
特に、短期的には水・衛生分野における新型コロナウイルス感染症対策の支援を継続しつつ、SDGs

達成に向けて、自立的に資金調達を行い水道サービスの拡張や改善ができる水道事業体を増や

すための協力アプローチに基づき、水道事業のサービス改善、経営改善に係る支援を実施する。 
水資源管理に関する日本の開発経験を開発途上地域向けの教材として完成させるとともに、統合

水資源管理に関する機構事業の取組方針を取りまとめ、メコン川流域等の水資源管理に関する

課題解決に取り組む。 
 
カ 万人のための質の高い教育 
「平和と成長のための学びの戦略」に貢献するため、子どもの学びの改善に向けた支援に引き続き

取り組む。 
特に、新型コロナウイルス感染症により子どもの学習機会が脅かされる中、質の高い教科書・教材

の開発にデジタル化も視野に入れて取り組むほか、学校における衛生環境の改善及び衛生啓発

活動、コミュニティと学校の協働による教育モデルの開発及び展開、特別活動や日本の学校運

営等を通じた日本式教育、非認知能力向上に向けた取組の導入・展開のための事業を実施する。

また、特にアジア及び中東地域では、疎外されている子どもへの教育機会の実現のため、イン

クルーシブ教育及び女子を主な裨益対象とするノンフォーマル教育に係る事業を継続して実

施する。 
世界銀行（特にHuman Capital Project）、教育のためのグローバル・パートナーシップ（GPE：Global 

Partnership for Education）、UNICEF等パートナー機関との連携を引き続き強化する。 
 
キ スポーツ 
「スポーツ・フォー・トゥモロー」（SFT：Sport For Tomorrow、以下「SFT」という。）の取組に留

意しつつ、引き続き外部関係機関等との連携を強化するとともに、開発途上地域の体育科教育

支援、スポーツ競技力向上、障害者スポーツの普及等による障害者・社会的弱者の社会参加の

促進、スポーツを通じた民族融和及び平和の促進等に向けた支援に取り組む。 
国内外で「スポーツと開発」に係る啓発・広報活動を強化するとともに、国内の競技団体や民間企

業等の国内外関係者とのパートナーシップ強化やホストタウン等の取組を通じた市民参加協

力の促進を図る。 
コロナ禍により一変した世界の状況やSFTの成果を、「スポーツと開発」の取組の推進を継続・強化

すべく、スポーツと開発に係る戦略を改訂する。 
 
ク 社会保障・障害と開発 
社会保障制度の構築や障害者等の社会的弱者に配慮した事業を実施する。また、障害者が開発プロ

セスから取り残されない取組や、事業への障害の視点の組み込みを推進するため、機構事業関

係者に対する研修等を引き続き実施する。 
特に、社会保障分野では、新たな取組としてコロナ禍で困難な生活を強いられている開発途上地域

の子どもたちに対する支援に向けた児童福祉分野の調査を実施し、中長期的な支援策を検討す

る。 
障害と開発分野では、特に障害者の社会参加が促進される事業や、インクルーシブ防災やユニバー

サル・ツーリズムといった障害と開発における新たなニーズに対応する事業を実施する。 
高齢化対策分野では、開発途上地域において急速に進む高齢化に伴う課題対応のため、医療と福祉

サービスが連携したコミュニティレベルにおける高齢者ケアの仕組みづくりに資する事業を
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実施する。さらに、国際会議等で、高齢化への取組・知見の共有を行うほか、課題別研修を通

じ、地域を越えた学び合いを促進する。 
主な評価指標（定量的指標及び実績は 2. ①参照） 
ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）実現に資する、政策・制度の導入・改革、能力強化等の

保健システムの強化に係る支援の実施状況（SDGs Goal 3（特に 3.8）関連） 
• 強じんな保健システムの構築に資する、感染症への対応能力の強化に係る支援の実施状況（SDGs 

Goal 3（3.3、3.d）関連） 
• 母子保健サービスの向上に資する、看護・助産人材育成等に係る支援及び母子手帳の普及と国際的

認知の向上に係る取組の実施状況（SDGs Goal 3（3.1、3.2）関連）） 
• 栄養状況の改善に資する、分野横断的かつ民間の活力も活用した支援の実施状況（SDGs Goal 2（2.2）

関連） 
• 安全で安価な水の確保に資する、安全な水へのアクセス改善や水の供給・利用・管理や衛生に係る

能力向上支援の実施状況（SDGs Goal 6 関連） 
• 子供の学びの改善に資する、質の高い教育環境の提供、ジェンダー配慮・女子教育の推進、及び疎

外されている人々への教育拡大に係る支援の実施状況（SDGs Goal 4（4.1、4.2、4.5、4.6、4.7、4.a 及
び 4.c）関連） 

• スポーツ・フォー・トゥモロー（SFT）に資する、関係機関との連携強化やスポーツを通じた支援の

実施状況（SDGs Goal 4 関連） 
• 社会保障制度の構築に係る支援の実施状況（SDGs Goal 1（1.3）、8（8.5、8.8）、10（10.4）関連） 
•  障害者の開発プロセスの参加促進や事業への障害の視点の組込に係る取組状況（SDGs Goal 4（4.5、

4.a）、8（8.5）、11（11.7）関連） 

 

３－２．業務実績 

 

  No.2-1 ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）を目指した保健システムの強化  
 

UHCの達成を目指して、2020年に機構が立ち上げた「JICA世界保健医療イニシアティブ」に基づき、

引き続き各種事業を推進した。また、アフリカ地域を対象とした5S-KAIZEN-TQMの広域展開を推進し、

広域ワークショップの開催を通じて知見共有を促進した。また、エジプトやタイでも、それぞれアフリ

カやアジアを対象に保健システム強化やUHC促進を目的とした研修やワークショップを実施した。加え

てUHC実現に資する保健システム強化や人材育成を各国で実施した。さらに、非感染性疾患の検査・治

療サービスに必要な環境整備も行っている。 
 

関連指標 基準値 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

UHC 実現に向けた国家政策の策定

に係る協力展開国数 
5 か国 29 8 か国 6 か国 7 か国 5 か国 7 か国 

保健政策に係る研修実績数 90 人 30 104 人 145 人 101 人 107 人 112 人 

 
29  前中期目標期間（2012-2015）実績 
30  前中期目標期間（2012-2015）実績平均 
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非感染性疾患の治療・検査態勢が強

化された医療施設数 
9 施設 31 32 施設 10 施設 26 施設 7 施設 13 施設 

 

（1）UHC実現に資する保健システムの強化に向けた具体的な施策の実施状況 

① 国際社会への貢献と情報発信 

 「JICA世界保健医療イニシアティブ」：UHCを目指した保健システムの強化及び新型コロナ対策を

含む感染症による健康危機時の対応のための公衆衛生上の備えの強化を念頭に、機構が2020年に立

ち上げたJICA世界保健医療イニシアティブに沿った協力の成果について、機構のウェブサイト等で

発信を継続した。例えば、日本政府による新型コロナ対策のためのワクチンを人々まで届ける取組

であるラスト・ワン・マイル支援の一環として、6か国1地域で、保冷用冷蔵庫といった設備や運搬

車両等コールドチェーン（低温物流）整備に必要な機材を提供する新たな協力を開始したことを発

信した。さらに、2022年2月は機構広報誌「JiCA MAGAZINE」で、同イニシアティブが掲げる「予

防」「警戒」「治療」の三つの柱へ統合的に取り組む機構の活動を、新型コロナ対策を中心に発信し

た。 

 アジア大洋州地域におけるUHC実現に向けた発信：アジア大洋州地域におけるUHC達成に向けた支

援について、ハイレベルリトリートでADBと双方の取組を共有した。機構からは、新型コロナ対策、

UHC達成に向けた中長期戦略を紹介し、新型コロナウイルスのパンデミック段階からエンデミック

段階への移行に向けた保健システムの強化と連携の重要性を確認するとともに、同地域で今後大き

な課題となる高齢化や保健人材の育成の重要性について発信した。 

 中南米地域における高齢化対策に係る発信：米国のシンクタンクである戦略国際問題研究所（CSIS）

主催の中南米地域におけるデジタル技術を活用した高齢化対策に関する公開イベントに機構理事

が登壇し、高齢化を経済・社会開発のあらゆる側面に関連する前提条件として認識すべきこと、デ

ジタル技術の導入がこれらの課題解決の方策になり得ること等について、国際社会へ発信した。 

 

② 日本政府の政策（準備段階を含む）への貢献 

 グローバルヘルス戦略策定への参画・インプット：日本政府によるグローバルヘルス戦略の策定に

当たり、内閣官房健康・医療戦略推進本部のグローバルヘルス戦略推進協議会に機構理事が、また

同協議会の下に設置されたグローバルヘルス戦略有識者タスクフォースに機構人間開発部審議役

が参加した。同戦略策定に向けた意見交換や、日本のグローバルヘルスの取組に係る議論に貢献し

た。 

 アフリカ健康構想に係る調査業務への協力：TICAD7で提唱されたアフリカ健康構想への貢献とし

て、内閣官房健康・医療戦略室がアフリカビジネス協議会との連携の下に10月から調査を実施して

いる。同調査では日本の民間事業者と現地のステークホルダーをつなぐことを目的に、日本の民間

事業者に向けてアフリカの現地情勢を伝えるセミナーや、ガーナ・ケニア・ザンビア等の現地ステ

ークホルダーに向けた、日本の民間企業が登壇するオンラインセミナー等を開催している。それら

の実施に際して技術的アドバイスを提供するためのアドバイザリーボードへ機構職員が参加した。 

 

 
31  前中期目標期間（2012-2015）実績平均 
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③ 第三国等と連携した国際研修 

 アフリカ地域「病院における5S-KAIZEN-TQMのアフリカ地域広域展開に向けた情報整備及び人材

育成に関する業務」：機構はアフリカ地域を対象とした5S-KAIZEN-TQMに係る広域ワークショップ

を英語圏、仏語圏地域向けに計2回実施し、約30か国から参加があった。特にこれまで5S-KAIZEN

協力の経験が豊富なタンザニア及びセネガルを中心にしつつも、ウガンダ、エジプト、コンゴ民主

共和国等の国がコメンテーター国として登壇した。また、エジプト「病院の質向上プロジェクト」

（技術協力プロジェクト）にて藤田医科大学病院等とも連携し、院内感染対策のための5S-KAIZEN

の活用に係る遠隔研修教材を5か国語で翻訳、発表した。 

 エジプト第三国研修：2021年11月から2022年3月にかけて、機構はアフリカ地域を対象とし、保健シ

ステム強化及びUHCの促進を目的に、①顧みられない熱帯病の管理、②薬剤耐性感染症と新興感染

症の対応と防止、③母子・新生児の健康増進、④医療施設管理（5S-KAIZEN）及び⑤院内感染予防

対策についての第三国研修をオンラインで実施した。ブルンジ、カメルーン、マラウイ等から各研

修へ10～20名ほど（全体で73名）が参加した。 

 タイ「グローバルヘルスとユニバーサル・ヘルス・カバレッジのためのパートナーシッププロジェ

クト フェーズ2」：タイ保健省及びタイ国家医療保障機構とともに、日タイの診療報酬制度に係る

教訓を第三国に共有するオンラインワークショップや会議を開催した。機構事務所や専門家のネッ

トワークを活用してベトナム、ラオス、スーダンの関連機関から参加者を得た。また、タイ国家医

療保障機構と共催で、国際会議において医師の偏在と母子保健をテーマとしたオンラインセミナー

を開催した。両セミナーには、21か国から延べ186名が参加し、タイ、ラオス、ブータン、日本の医

師の偏在への対応や各国の母子保健に関する行政の経験を共有した。 

 

④ 各国での具体的な事業 

 ボリビア「医療技術者養成システム強化プロジェクト」：国立医療技術者養成校で、保健政策に基づ

いた基礎的保健サービスを提供できる医療技術者の養成システムの整備を目的とし、カリキュラム

の改訂、教本・教材の作成、継続教育研修プログラムの開発等に関する活動を展開した。2021年7月

には、同国初となる改訂版カリキュラムが保健省と教育省により承認された。 

 ウガンダ「保健インフラマネジメントを通じた保健サービス強化プロジェクトフェーズ2」：ウガン

ダ全国の地域中核病院の医療の質向上に資するため、5S-CQI（KAIZEN）-TQMを通じた保健インフ

ラマネジメントの強化を支援した。具体的には、SNS、YouTube、Zoomを用いて医療機材維持管理

と患者の安全に係る研修を各30名に対し行った。また、医療機材の維持管理を担う全国15か所の医

療機材ワークショップに対し15種類の校正機器を供与したほか、医療機材の適切な使用方法や維持

管理に関するガイドラインを作成し、国家承認された。さらに5S-CQI（KAIZEN）-TQMアプローチ

が国家戦略に組み込まれた。 

 ラオス「持続可能な保健人材開発・質保証制度整備プロジェクト」及びラオス初の看護インターン

の導入：日本の看護師への臨床実習制度の経験をいかし、看護師インターン研修の制度構築を支援

し、同国初の看護師インターン研修実施が実現した。インターン研修には、2020年度に合格した看

護師、助産師が研修に参加し、ラオス全体の看護師の卒後段階の技術力向上に貢献した。また、同

プロジェクトの支援により2021年に開始した看護師・助産師国家試験の合格率は看護師が82.3％、

助産師が93.4％となり、前年度の看護師75％及び助産師93％を上回った。 
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（2）非感染症対策の強化に向けた具体的な施策の実施状況 

 インド「タミル・ナド州非感染性疾患対策プロジェクト」の開始：非感染性疾患の疾病負担の大き

いタミル・ナド州において「タミル・ナド州非感染性疾患対策プロジェクト」（技術協力プロジェク

ト）の実施のためのR/Dを締結した。同州の円借款「タミル・ナド州都市保健強化事業」で整備され

る医療施設と連携し、特にがんに焦点をあてた2次予防対策、がんの診断や治療に関する高度医療

技術に関する能力強化、1次医療レベルにおける予防対策の強化を通じ、同州における非感染性疾

患の疾病負担の軽減に貢献するための人材・育成の取組を支援する。 

 ネパール「公立高次病院医療機材整備計画」（無償資金協力）：首都カトマンズを含むカトマンズ盆
地に所在する公立高次病院8病院に対し、画像診断や集中治療に必要な医療機材を整備し、各病院
の非感染性疾患対策を強化する無償資金協力のG/Aを締結した。本事業は、新型コロナウイルスの
流行拡大下で一層重要となっている重症化リスクの高い非感染性疾患の患者への診断・治療サービ
スの充実にも貢献することが期待される。 

 

（3）SDGs達成に向けた貢献 

 SDGsゴール3のうち、特にUHC達成をうたったSDGsターゲット3.8に資する案件を、タイ、エジプト、

セネガル等で実施したほか、「JICA世界保健医療イニシアティブ」の下、引き続き各種事業を推進

した。また非感染性疾患への対応をうたったSDGsターゲット3.4に資する案件を、ネパール等で実

施した。 
 

（4）事業上の課題及び対応方針 

新型コロナの影響で、保健医療システムの脆弱化や保健医療サービス受療の低下が引き続きの課題で

あったが、平時からの強じんな保健システムの構築や新型コロナの重症化の要因とされる非感染性疾患

への対応の重要性はより一層増している。2022年度は新型コロナの感染状況を引き続き見極めつつも、

新型コロナを含む健康危機への対応を念頭にUHCの達成を目指した保健システムの強化及びサービス

の維持に資する取組を推進する。 

 
 
  No.2-2 感染症対策の強化  
 

「JICA世界保健医療イニシアティブ」の一環として、刻一刻と変化する新型コロナ対策に係る各国の

検査、治療、研究体制強化に向けた事業を技術協力・資金協力を柔軟に組み合わせ、各国で実施すると

ともに、各国の感染症対策の人材育成、さらに域内のネットワーク強化のために、これまでの協力の実

績を活用し、アジア・アフリカの拠点を中心に研修事業を実施した。新型コロナ対策としては、予防接

種に対する支援（ラスト・ワン・マイル支援等）や治療体制強化（ザンビア、ベトナム、インドネシア）

を推進した。 
 

関連指標 基準値 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 
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感染症対策に係る研修実

績数 
6,700 人 32 6,966 人 6,765 人 － － － 

 

（1）公衆衛生の強化に向けた具体的な施策の実施状況 

① 検査室の能力・サーベイランス強化 

 新型コロナ対策に係る技術協力プロジェクトにおいて、7か国の検査所・研究所に対して機材供与

を完了し、ウイルスの遺伝子解析等、刻々と変化するコロナ対策に対応するための検査体制能力強

化に貢献した。 

 

② 感染症対策に従事する人材育成 

 ケニア第三国研修：東アフリカ地域を対象とし、感染症に係る検査能力の強化や検査体制の向上を

目的とした第三国研修「東アフリカ地域における国際的な脅威となる感染症対策に係るラボ能力強

化」を、オンライン及び対面形式で実施した。ケニア中央医学研究所（KEMRI）が中心となり、長

崎大学熱帯医学研究所等の協力を得て実施し、ウガンダ、ジブチ、スーダン等6か国から15名の研修

員が参加した。 

 ザンビア第三国研修：南部アフリカ地域9か国を対象に、新興・再興感染症の診断と検査に必要な知

識の習得や南部アフリカのネットワークの構築等を目的とした、ザンビア国立公衆衛生研究所

（ZNPHI）による第三国研修をオンラインで実施した。アフリカ疾病予防管理センター（CDC）と

協働し、ZNPHI、国際獣疫事務局（OIE：Office International des Epizooties）、東北大学、北海道大学

の講師による講義が実施され、活発な議論が展開された。 

 JICA開発大学院連携「健康危機対応能力強化に向けた感染症対策グローバルリーダー育成プログラ

ム」：日本国内で感染症分野の WHO 協力センターとして認定されている北海道大学及び長崎大学

に、感染症拠点ラボの能力及びネットワーク強化に取り組む国の検査室の技師、疫学担当官などを

留学生（博士、博士研究員）として受け入れた。2021年度は5か国8名の受入が決定し、2017年から

累計40名がプログラムに参加し、関係各国の感染症対策拠点ラボのネットワーク及び日本国内の感

染症対策拠点との協力関係の強化に寄与した。 

 ASEAN感染症対策センターにおける公衆衛生危機管理国別研修：ASEAN各国の公衆衛生担当者や

ASEAN事務局の職員（計23名）に対し、設立が見込まれるASEAN感染症対策センターが担う機能

を中心に講義やワークショップを行った。この研修は、日本国内から外務省、厚生労働省、国立感

染症研究所、国立国際医療研究センター等、国外からは、WHO、OIE、アメリカ疾病予防管理セン

ター等の協力を得て実施された。 

 COVID-19遠隔セミナー：2021年1月から12月にかけて、機構は各国保健省関係者や研究者等を対象

に「COVID-19日本の経験を共有する」オンラインセミナーを計10回開催し（各回30～60か国、300

～600名程度が参加）、ワクチン、迅速診断キット、日本の保健所での対応、新型コロナ後に向けた

医療体制の整備など、新型コロナ対策関連の最新の知見、日本の経験を広く伝え、参加者が将来的

な自国の保健医療体制を検討することに貢献した。 

 パキスタン「プライマリヘルスケアにおける定期予防接種システム強化プロジェクト」：ハイバル・

パフトゥンハー州の6県を対象に、予防接種の①アウトリーチ活動②啓発活動③スーパービジョン

 
32 TICAD VIの目標値（2016～2018年に2万人）は、2018年度で2万0,434人となり達成済。 
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の実施を軸として活動を行った。対象地域の中には、女性への予防接種は女性のワーカーが行うこ

ととなっている地域があり、その育成が課題となっている。特に、新型コロナウイルス感染拡大以

降、ワクチン接種のため、即戦力となる人材育成の必要性が更に高まったため、女性母子保健ワー

カーを対象に研修を実施し、2020年12月以降2021年12月までに112人（全体の86％）が受講、同地域

における体制強化に貢献した。同期間に定期予防接種を受けた2歳未満児は2,110人（対象児の25％）

に上った。また啓発活動では、同州で初めて女性だけが参加する予防接種に関する住民集会（ヘル

スジルガ33）が開かれた。 

 
（2）国際的なイニシアティブや国際機関等と連携した国際保健規則（IHR：International Health Regulation）

遵守の促進 

 国際獣疫事務局（OIE：Office International des Epizooties）：アジア・アフリカの人獣共通感染症の課

題に関し、家畜疾病に高い専門性を有し動物の衛生や人獣共通感染症対策を国際的に主導するOIE

の知見を活用し、ザンビアでの第三国研修、ASEAN感染症対策センターに係る国別研修に講義を組

み込むことで、国際的なイニシアティブを機構事業に取り込み、コロナ禍においてより一層重要性

が増す感染症対策における域内国家連携強化に貢献した。 

 アフリカCDC：新型コロナの世界的な流行により一層その重要性が認識された公衆衛生危機の備え

の強化やIHRの遵守促進のため、アフリカCDCに企画調査員を派遣し、機構事業との連携の具体化

に着手した。 

 

（3）突発的感染症の拡大に対する緊急支援 

 新型コロナ緊急資金協力支援：コロナ禍の各国の喫緊のニーズに応えるべく、2020年7月以降約6,300

億円の円借款を事前通報、3,795億円の貸付契約を締結した。また、各国での新型コロナの拡大に緊

急かつ迅速な支援を行うため、これまで協力関係にあった機関との人的ネットワークを活用して感

染の拡大初期からニーズの迅速な確認を行った。2020年度に引き続き、検査・警戒のために必要な

検査機材や試薬、重症化患者の治療に必要な機材、ワクチン接種促進のために技術的支援を含めた

協力及び資金協力を実施した。 

 新型コロナウイルス流行収束後を特に想定した国際緊急援助隊・感染症対策チーム派遣の在り方に

ついて、2021年11月に外務省及び感染症専門家との課題検討会で協議した。 

 治療体制整強化のための遠隔ICU支援：インドネシア、エルサルバドル、セネガル等10か国を対象

とした「新型コロナウイルス感染症流行下における遠隔技術を活用した集中治療能力強化プロジェ

クト」を開始した。ICUに係る必要な医療設備の整備を支援しつつ、デジタル技術を駆使して、日

本国内の集中治療専門医による現地医師や看護師等への研修・助言・指導を実施した。 

 ザンビア「感染症対策アドバイザー」：ザンビア国立公衆衛生研究所（ZNPHI）のサーベイランス部

門で、新型コロナをはじめとする新興再興感染症のサーベイランス構築・疫学情報収集及び解析の

補助を通じ、南部アフリカでの感染症対策の拠点としての能力強化に取り組んだ。具体的には、新

型コロナをはじめとした新興再興感染症に対する検査能力の向上を目的とし、次世代シーケンサー、

ウイルス核酸自動抽出器などの機材供与を行うとともに、機材の使用に必要な知識として、遺伝子

 
33  ヘルス・ジルガ（Health Jirga）とは、指導者が一堂に会して、協議、合意、決定をする伝統的な集会で、

健康について参加者からの合意形成とそれに伴い、住民の行動変容を促すもの。本事業では、指導者の近
親者等の女性が指導者の代理で出席する形で女性だけが参加する形をとった。 
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解析に関する技術移転（講義・教育的研究課題の指導）も行った。また、国境検疫所で、検疫所職

員の感染制御技術の向上を目指し、客観的な実施状況評価が困難なソーシャルディスタンスを測定

するためAIによる映像解析技術を導入し、経時的な質向上の評価を行った。さらに、新型コロナの

流行による地方での重症例の増加を踏まえ、地方の新型コロナセンターに、感染患者の呼吸器治療

に必須な療法（高流量鼻カヌラ酸素療法（HFNC）及び非侵襲的陽圧換気療法（NPPV））を導入す

る活動を行い、公衆衛生上の感染症対策だけでなく、機構の事業では通常困難な臨床分野における

緊急的なニーズに柔軟に対応した。 

 ベトナムにおける新型コロナ感染急拡大対策・ワクチン接種体制強化への支援：新型コロナの患者

急増に備えた診断・治療体制強化のため、北・中・南部の拠点病院に対し、人工肺、人工呼吸器、

患者監視装置等の治療機材及びX線撮影装置等の診断機材を供与した。機構がこれら機材を適時に

供与することで、特に、南部地域拠点のチョーライ病院による特設野戦病院設置（300床）を支援し、

5月から10月の感染急拡大への適時の対応に貢献した。また、国境からの感染拡大予防・防疫体制の

強化のため、個人防護具や衛生資機材の供与に加え、感染症の調査・監視にあたる政府職員の能力

強化を併せて実施した。さらに、新型コロナワクチンの予防接種体制強化のため、UNICEFと連携

して迅速にワクチンのコールドチェーン資機材を供与したことで、全国接種キャンペーンの展開に

貢献した。 

 新型コロナ感染拡大への迅速な対応：新型コロナウイルス感染症が急拡大したインドネシア・ジャ

カルタ首都特別州に対し、同国政府からの緊急要請に応え、酸素濃縮器400台の調達・供与を行っ

た。うち200台は8月に現地搬入を実現し、感染拡大期の治療体制強化に適時に貢献した。また、マ

レーシアでは、機構が供与した新型コロナワクチンの保冷庫、コールドボックス等が11月に同国内

の全州に配備され、ワクチンの保管・接種体制強化に貢献した。 

 「ラスト・ワン・マイル支援」：ワクチン接種体制を整備するために日本政府が推進する「ラスト・

ワン・マイル支援」として、2021年3月下旬以降、6か国1地域を対象に新規の保冷用冷蔵庫等の設備

や運搬車両などコールドチェーン（低温物流）整備に必要な機材を提供する新たな協力を開始した。 
 

（4）SDGs達成に向けた貢献 

 SDGsゴール3のうち、特に感染症に対策をうたったSDGsターゲット3.3、健康危機対応能力強化を

うたった3.dに資する案件を既述のとおり各国で実施した。特に、新型コロナの猛威が継続する中、

各国の検査体制、ワクチン体制の強化に寄与するとともに、複数の研修の実施を通じて、域内ネッ

トワークの連携強化の貢献を一層推進した。 

 

（5）事業上の課題及び対応方針 

新型コロナの影響で、感染症対策の重要性が改めて世界的に認識されることとなり、ワクチン接種が

進む中で、感染症対策に係る優先事項の変化が顕著であった。2022年度は、限られた日本人専門家の投

入で可能な手法で事業を推進するとともに、これまでの協力のアセット・現地リソース・域内連携の強

化を推進することで、変化するニーズに対応する。 
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  No.2-3 母子保健の向上  
 

乳幼児や妊産婦の死亡率改善に向けた事業を各国で実施した。特にブルンジでは緊急産科・新生児ケ

アのメンターシップモデルが国家承認された。母子手帳含む家庭用保健記録につき、実施ガイドの策定

を推進するとともに各国で母子手帳導入を支援した。シエラレオネでは機構支援で作成した母子手帳を

500冊試行導入した結果を踏まえ母子手帳の改訂を行い、全国展開に向けた準備を推進した。アフガニ

スタン全土を対象とした母子手帳の全国展開の支援を通じ、母子保健サービスへのアクセス向上に貢献

した（26州で約313万冊配付）。 

 

関連指標 基準値 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

母子手帳が新たに正式に

導入された国数 

累計 25 か国 
34 

1 か国 1 か国 0 か国 0 か国 35 1 か国 

母子手帳の導入に向けた

働きかけを行った国数 
— 36 43 か国 / 

年 

67 か国 / 

年 

74 か国 / 

年 

77 か国 / 

年 

87か国 / 

年 

母子保健サービスに携わ

る看護・助産人材に係る

研修実績数 

240 人 37 1,542 人 1,570 人 2,732 人 1,771 人 1,611 人 

 

（1）乳幼児死亡率や妊産婦死亡率の改善に向けた具体的な施策の実施状況 

 ブルンジ「母子保健サービス強化プロジェクト」（技術協力プロジェクト）：国家標準となる緊急産

科・新生児ケア（EmONC）メンターシップモデルの策定のため、実施機関である保健省国家リプロ

ダクティブヘルスプログラムに技術的なインプットやワークショップ開催のための支援を行った。

同モデルは国家承認され、トレーナー研修、現任研修、認定メンターによる監督・技術支援をUNICEF

と共同で実施し、2021年度は118名の医師、看護師が受講した。 

 カンボジア「分娩時及び新生児期を中心とした母子継続ケア改善プロジェクト」（技術協力プロジ

ェクト）：国立母子保健センター及び協力対象州における分娩時・新生児期のケアを強化するため、

産科医や助産師等に対する技術研修を行い、2021年度は計532名が受講した。新型コロナの影響で対

面研修が困難なため、オンライン研修モジュール・教材を開発したほか、機構の支援により助産師

向けとして助産の実技や知識を学ぶ自己学習用アプリを作成した。新型コロナ下での自己学習でも

理解が進むようイラストや動画を多用し、学習評価テストを入れ込んだほか、新型コロナの感染予

防対策に関する情報も盛り込んだ。SNSや操作指導動画によりアプリ活用を促したところ、2,419件

ダウンロードされ、133名が学習完了の認定を受けた。これら医療人材の能力強化の結果、国立母子

保健センター及び対象州病院の新生児集中治療室における死亡率が減少傾向にあることが確認さ

 
34  2015 年度までの累計 
35  中期計画期間中に合計 3 を目標としている。 
36  新たな取組のため基準値なし 
37 「日・ASEAN 健康イニシアティブの目標値：2014 年から 2019 年に 8,000 人」のうち母子保健関連で 

1,200 人 
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れた。 

 ガーナ「母子手帳を通じた母子継続ケア改善プロジェクト」（技術協力プロジェクト）：本事業では

母子手帳の活用法や栄養カウンセリングサービス、尊厳あるケア38に関して州講師、郡講師育成研

修を行ってきた。2019年に新しく設立された6州のうち研修未実施の5州とアシャンティ州の3郡

39を主な対象として計70名に研修を行い、プロジェクト実施期間全体ではガーナ全16州で国家講師

11名、州講師71名、郡講師857名の合計939名を養成した。この研修をもってプロジェクトとしての

全国での研修を完了し、プロジェクト実施期間中1,642名の保健医療従事者が母子手帳研修を修了し

た。モニタリングの結果、ガーナの16州において、83％の母子手帳に分娩日や新生児の体重といっ

た出生記録が残されており（プロジェクト開始前は41％）、同じく46％に産後ケアの記録が残され

ていた（同24％）。医療従事者が母子手帳を活用し、母子継続ケアの推進を図っていることが確認さ

れた。 

 パキスタンにおける母子保健の取組の開始：シンド州ハイデラバード県の高度医療施設であるリア

クアット大学病院ジャムショロ分院において、母子保健センターの新設及び医療機材の整備のため

の無償資金協力「シンド州における母子保健医療施設拡充計画」を開始した。ハイリスクの妊産婦

や未熟児など医療サービスが必要となる新生児に対する診断・治療体制の強化を図り、同州の母子

を対象とした保健・医療サービスの質の向上を目指す。また、パンジャブ州南部においても「パン

ジャブ州母子保健強化プロジェクト」（技術協力プロジェクト）を開始した。妊産婦死亡率が特に高

いパンジャブ州に対し、1次・2次医療施設の医療従事者、レディヘルスワーカー等のケアワーカー

の妊産婦・新生児ケアに関する能力強化に加え、同州の保健行政担当者の監督機能強化を行うこと

で、同州が目指す、住民が身近な医療施設で、質が確保された母子保健サービスを継続的に受けら

れる体制構築の支援に着手した。 

 課題別指針の改訂：母子保健分野の最新の国際潮流を踏まえ、機構の協力の考え方、重点取組、案

件形成・実施に関する留意事項等を包括的にまとめ、母子保健分野課題別指針を全面改訂して機構

ウェブサイトにて公開した。 

 

（2）母子手帳の普及促進及び国際的な認知向上 

 母子手帳を含む家庭用保健記録の国際標準ガイドラインに基づき、WHO、UNICEFとともに、各国

が家庭用保健記録を普及・活用するための「実施ガイド」の策定を進めた。作成協力国へのヒアリ

ング、実施ガイド第一稿の作成を行ったほか、調整プラットフォーム会合にて構成の検討を行った。

また、11月にワークショップを行い、協力国や開発パートナーで第一稿内容を詳細に検討・議論し、

修正点を反映して第二稿を作成した。 

 機構、WHO及びUNICEFの3者合意文書に基づく、知見の共有や母子手帳導入・活用に向けた技術支

援の調整を図るためのプラットフォームの第5回目会合を8月に開催し、電子化に関する調査概要の

共有、実施ガイドの構成の検討を行った。上述11月のワークショップにも、プラットフォームのメ

ンバーが参画し、協力経験を踏まえた意見が提示された。3月の第6回会合では、母子手帳の在庫管

理に関するWHOの調査結果の共有、実施ガイドの作成状況の報告を行った。 

 
38  妊娠・出産・子育て期の女性と子ども及びその家族を尊重し、彼らを主体とした、安全で質の高いケア。 
39  本事業では、アシャンティ州11郡を重点郡として活動を実施してきてきたが、事業のベースライン・エン

ドライン調査のために同州内に比較対象としてコントロール郡を3郡設定している。9月にエンドライン調
査のデータ収集が終了したため、コントロール郡の保健医療従事者にも研修を提供できるように、郡講師
の育成に取り組んだ。 
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 母子手帳の導入を検討中の国及び全国普及の途上にある国（シエラレオネ、ナイジェリア、カメル

ーン）に対し、2月にオンラインで課題別研修「母子継続ケアとUHC」を実施し、母子手帳導入・活

用の先行国（インドネシア、ガーナ、ブルンジ）の経験を共有しつつ、母子手帳の試行導入に向け

た検討及び活動計画作成への技術的助言を行った。 

 
（3）各国のニーズに対応した母子手帳の普及展開 

 アフガニスタン：「母子手帳普及計画（UNICEF連携）」によりアフガニスタン全土（34州）を対象と

し、同国政府が推進する母子手帳の全国展開の支援を通じ、母子保健を中心とした基礎的な保健サ

ービスへのアクセス向上を図ってきた。2018年の案件開始から2021年9月までの間に、1万266名の医

療従事者が研修を受けたほか、TOT（Training of Trainers）研修はNGO職員や行政担当者も含めて実

施され、合計1,131名が受講した。また、母子手帳は26州で合計312万9,266冊が配付され、同国にお

ける母子手帳の普及に大きく貢献した。 

 シエラレオネ：機構が支援し作成した試行版母子手帳を、保健省の全国展開に向けた方針のもと、

二つの県で500冊を試行導入した。その結果、配布した73%の妊産婦や家族が、子どもが1歳になる

まで継続して母子手帳を活用していることが確認された。これを踏まえ、試行版母子手帳の改訂を

行い、導入地域の拡大に向けた準備を進めた。 

 インドネシア「地方分権下における母子手帳を活用した母子保健プログラムの質の向上プロジェク

ト」：母子健康手帳の活用に関して、他国の状況や経験、コロナ禍での母子保健サービスの工夫の共

有を目的としたオンライン国際研修を実施し、8か国から30名が参加した。「コロナ禍における日本

の母子健康手帳を活用した乳幼児健診の運営」や「母子継続ケアの視点から見た家庭用保健記録の

活用」などの講義に加えて、参加各国より母子健康手帳活用の状況、2020年の研修で作成したアク

ションプランの進捗、コロナ禍における母子保健サービスの経験が共有された。 

 

（4）SDGs達成に向けた貢献 

 SDGsゴール3のうち、特に妊産婦の死亡率削減と新生児及び5歳未満児の死亡率削減をうたった

SDGsターゲット3.1、3.2に資する案件を、既述のとおり各国で実施した。特に、シエラレオネ、ア

フガニスタンでは母子手帳の全国展開に大きな進捗が見られたこと、カンボジアにおいては助産師

向け自己学習アプリの導入により能力強化が進んだ結果、対象病院の新生児集中治療室における死

亡率が減少傾向にあることが確認された。 

 

（5）事業上の課題及び対応方針 

新型コロナの影響で、引き続き母子保健サービスの提供体制の脆弱化、サービス受療の低下が見られた。

影響を最小限にとどめサービスの継続性を維持する取組を進めてきたが、2022年度も引き続き新型

コロナの感染状況を見極めつつサービスの維持に資する取組を行う。 
 
 
  No.2-4 栄養の改善  
 

コロナ禍の栄養ニーズを受け、国連世界食糧計画（WFP）とマダガスカルで母子栄養改善、シエラレ

オネで地産食材活用の学校給食による栄養改善事業を開始した。また、「東京栄養サミット2021」で、栄
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養改善に関する基本方針を「JICA栄養宣言」として発表し関係機関からの賛同を得つつ、国際社会の日

本の協力方針理解向上に貢献した。各国ニーズを踏まえた栄養改善事業の形成・実施をしたほか、民間

連携事業形成の支援をした。アフリカでの栄養改善を目指して「食と栄養のアフリカ・イニシアティブ

（IFNA）」を更に推進すべくコミットメントを同サミット時に発表した。 
 

関連指標 基準値 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 

食と栄養のアフリカ・イニシアティブ推進

のためのアクションプラン策定国数 
— 40 10 か国 3 か国 5 か国 0 か国 1 か国 

栄養改善に係る研修実績数 — 41 33 か国 39 か国 49 か国 26 か国 42 32か国 

 
（1）コロナ禍における緊急支援と着実な協力の展開 

 コロナ禍における各国での食料・栄養改善への協力へのニーズの高まりを受けて、現場での活動に

強みをもつWFPとの間で、マダガスカル南部では母子の栄養改善事業を、シエラレオネでは地産食

材を活用した学校給食による栄養改善事業を開始した。 

 コモロ「乳幼児期の発達のための養育ケア計画（UNICEF連携）」：コモロでは、コロナ禍の影響で医

療サービスの機能の低下とサービス利用が低迷しており、急性栄養不良児の増加を止めるため、

UNICEFと連携し栄養ケア施設・母子保健ケア施設の環境改善、保健人材の能力強化及び地域住民

への栄養啓発により、栄養失調に対する治療ケアを継続する事業を開始した。 

 

（2）栄養改善に向けた国際的取組への貢献、事業の形成・実施 

 「JICA栄養宣言」の発表及び関係機関からの賛同：「東京栄養サミット2021」に合わせて、機構は人

間の安全保障の実現を目指し、栄養改善に関する基本的考え・取組方針を「JICA栄養宣言」として

まとめた。同宣言は、機構理事長がAUDA-NEPAD、FAO事務局長、UNICEF事務局長、Scaling Up 

Nutrition Movement（SUN）事務局長、世銀副総裁の登壇を得て機構主催で開催したハイレベル・サ

イドイベントで発表し、関係機関から賛同を得た（参加・視聴491回）。また、機構の働きかけによ

り、同宣言で機構が示した方針がサミット成果文書の一部である日本政府によるコミットメントに

取り込まれ、国際社会への日本の協力方針の発信と理解・認知向上に貢献した。 

 モンゴル「学校給食導入支援プロジェクト」の開始：子どもに対する栄養摂取や肥満、非感染性疾

患への対応が課題であるモンゴルにおいて、「学校給食導入支援プロジェクト」を開始した。9月に

初の取組として提供が開始された学校給食について、ウブルハンガイ県とドンドゴビ県の初等教育

施設の合計4校を対象に栄養バランスのとれた給食を提供できる環境整備、地域特性に基づく給食

を提供するための仕組みづくり、これらの給食を提供するための行政機能強化を通じ、全国の初中

等学校で安全で栄養バランスのとれた給食を提供する準備を整えることを支援している。 

 「東京栄養サミット2021」で機構が主催したIFNAに関するサイドイベントでは、「栄養分野におけ

るマルチセクター・アプローチの推進－IFNAの経験とその将来－」をテーマに、IFNAの考え方や

 
40  新たな取組のため基準値なし 
41  新たな取組のため基準値なし 
42  課題別研修「農業を通じた栄養改善」、「乳幼児ケアと就学前教育」、「母子栄養改善」の計24か国及び
栄養コンポーネントを含む技術協力プロジェクト（ソロモン、グアテマラ）の国別・現地研修 2 か国。 
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これまでの成果を紹介し、開発途上国での栄養改善に係る有益な知識や視点を共有するとともに、

栄養に配慮した農業、学校給食など分野横断的な取組の推進の必要性を共有した。また、保健分野

の観点から「子どもたちに健やかな未来を～給食と栄養教育の可能性～」と題したサイドイベント

を機構が主催し、320名の参加を得た。母子栄養サービスの在り方、健康的な食事習慣の定着を促す

栄養教育・給食がもつ可能性を検証し、推進するための課題の共有と対応策の在り方を議論した。 

 日本の母子栄養・食育に関する制度・経験を共有し開発途上国における栄養改善の取組に活用する

ことを目的に動画教材を作成し、「東京栄養サミット2021」のサイドイベントや課題別研修におい

て上映した（YouTube視聴2,285回）。 

 世界栄養報告（GNR：Global Nutrition Report）に貢献するため、世界栄養報告事務局が開催するス

テークホルダーグループ会合への参画を通じ、今後の各国、関係団体等の栄養改善に向けた取組を

把握するための新たな仕組みである栄養説明責任フレームワーク（NAF：Nutrition Accountability 

Framework）等についての議論に参加した。 

 SUNに関して、新戦略「SUN3.0」（2021～2025年）の効果的な実施に向けてSUN事務局より示され

た13項目の提言案に対して、機構として支持を表明するとともに、コロナ禍の中でも、IFNAの枠組

みを通じてIFNA国別活動戦略を策定済みの8か国を中心に多くのアフリカ諸国と継続して協議して

いることや、南アジアや大洋州にも注目していること等を説明した。 

 モルドバ向け学校給食に関するセミナー：学校給食システムの改善計画を策定中のモルドバ・キシ

ナウ市からの要望を受け、計画策定に当たって参照とするべく、日本の学校給食システムに関する

知識・経験や食育の好事例等を紹介するセミナーを機構が主導して開催した。 

 
（3）「栄養改善事業推進プラットフォーム（NJPPP：Nutrition Japan Public Private Platform）」の推進 

 民間企業/団体へのコンサルテーションの機会などを通じ、同プラットフォームへの参加を促進した

ことで、2022年3月末現在で87の企業/団体が参加している（2020年度末78企業/団体）。 

 同プラットフォームに参加する食品企業等による支援事業として、機構からも助言を行い、新たに

「カンボジアにおけるふりかけを通じた食習慣改善プロジェクト」を形成し、現地対象小学校関係

者向けの栄養教育研修を実施した。今後予定する対象地域での不足栄養素を付加したふりかけの配

付及び調査分析の準備を進めた。 

 企業の栄養改善分野における開発途上国進出支援として、プラットフォーム会員企業向けに「途上

国・新興国への栄養改善分野における海外進出セミナー」を実施し机上調査による情報収集のノウ

ハウ、行動経済学（ナッジ）を活用した行動変容の取組、及び海外進出支援サービス活動事例の紹

介を行った。 

 プラットフォーム会員企業と連携し「持続可能で健康的な食事を目指して－東京栄養サミットに向

けた民間企業の取り組み－」をテーマにセミナーを実施し、持続的で健康的な食生活を推進する協

力、タンパク質摂取促進に関する取組を紹介し、栄養課題解決に向けた官民連携の在り方について

議論した。 

 学校給食制度や食育の導入を進めるマレーシアに対し、機構が主導し、同プラットフォーム会員企

業と連携し、研修を実施した。 

 「東京栄養サミット2021」の公式サイドイベントとして、WFPとの共催で「国際栄養課題に関する

円卓会議」をオンラインで開催（約200名参加）し、NJPPP分科会代表からのビジョンステートメン

ト発表及び企業からのコミットメントの紹介のほか、国際的な栄養課題に関して日本企業とWFPと
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の連携の可能性について議論した。 

 

（4）食と栄養のアフリカ・イニシアティブ（IFNA：Initiative for Food and Nutrition Security in Africa）の推

進 

 「東京栄養サミット2021」において、アフリカにおける栄養改善を目指しIFNAを一層推進するべく

取りまとめた「IFNA’s Commitment」を発表した。また、アフリカ連合（AU）傘下の八つの地域経

済共同体（RECs）の参画・協力を強化するため、IFNA事務局やAUDA-NEPADと連携し、RECsを対

象とするIFNAパートナー会合を開催した。事業の実施に関しては、コロナ禍の厳しい条件下におい

ても各国で現場レベルの取組を進めるため、マダガスカル、ナイジェリア、ブルキナファソ等では

技術協力、ルワンダでは円借款（政策開発借款）を中心とした協力を展開した。さらに、ケニア、

エチオピアで新規技術協力プロジェクトの形成を進めた。また、機構が発案した「Nutrient Focused 

Approach（NFA）43」の導入に向けて、ルワンダ、エチオピアで具体的な協議が進み、エチオピアで

はUNICEFとの連携により現場レベルでのNFAの導入を計画している。 
 

（5）SDGs達成に向けた貢献 

 IFNAは、2025年までに食と農業の視点から全アフリカで栄養改善の推進を目指すイニシアティブで

あり、SDGsゴール2のうち、特に一年中安全かつ栄養のある食料を十分に得られるようにすること

をうたうSDGsターゲット2.1、及び栄養不良の解消と若年女子、妊婦・授乳婦及び高齢者の栄養ニ

ーズへの対処をうたうSDGsターゲット2.2の方向性と合致している。また、これらSDGsゴールに資

する案件を上述のとおりIFNA対象のアフリカ地域やその他の地域で実施した。 

 

（6）事業上の課題及び対応方針 

「東京栄養サミット2021」の成果文書としての東京栄養宣言及び日本国政府の栄養改善へのコミット

メント、そしてこれらに貢献するために発表した「JICA栄養宣言」について、今後実施を促進すること

が求められる。また、IFNA横浜宣言2019に基づくIFNAの全アフリカ展開が求められている。このため、

栄養改善に資する分野横断的な取組を更に強化するとともに、貢献を可視化し広報・発信に努める。ま

た、コロナ禍の影響により、栄養不良の深刻化が懸念されることから、食料確保を下支えする支援や母

子栄養サービスの継続性を維持するための支援を継続する。 

 

 
  No.2-5 安全な水と衛生の向上  
 

安全な水と衛生の向上は人間の生存や経済活動に不可欠であり、人間の安全保障や質の高い成長に資

する重要な分野である。新型コロナの予防においても、安全な水の供給と手洗いが不可欠である。2021

年度は新型コロナ対策を迅速に推進するとともに、今後の協力方針となるJICAグローバル・アジェンダ

「持続可能な水資源の確保と水供給」を策定した。また、気候変動対策や防災の主流化、デジタル技術

の活用、日本の経験の活用、地方自治体との連携などを取り入れた幅広い協力を推進し、本邦企業の海

 
43  栄養の適切な摂取に必要な農産物・食品の供給を図るため、日本での農業生産の多様化等の経験を踏まえ、

現地の食生活や農業環境等に応じて、①炭水化物のみならずタンパク質や微量栄養素を含めて栄養面で優
れた農産物の生産や、②特定の栄養素の過不足の改善に資する農業生産を促すもの。 
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外展開に資する事業・運営権対応型無償資金協力の契約締結を行った。 
 

関連指標 基準値 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 

安全な水にアクセス可能とな

る人々の人数 
183 万人 44 701 万人 14.2 万人 203 万人 226 万人 76 万人 

水の供給・利用・管理や衛生

に係る研修実績数 
3,050 人 45 9,104 人 25,516 人 12,043 人 7,853 人 13,246 人 

 

（1）安全な水へのアクセス改善に向けた具体的な施策の実施状況 

 新型コロナ感染拡大に対する緊急支援の展開・水供給サービス継続への貢献：世界的な新型コロナ

の流行の長期化により、機構が支援を実施している開発途上地域の多くの水道事業体が、料金収入

の激減や予算配賦の減額に直面し、浄水処理や消毒に使用する薬品、燃料、維持管理に使用する資

機材等の調達が困難になるなど、水供給サービスの継続が危ぶまれる状況となった。これに対して、

新型コロナウイルス対策に係る技術協力プロジェクトとして、機材供与を中心とする新たなプロジ

ェクトをカンボジア、東ティモールで迅速に立ち上げるなど、先方実施機関の緊急の要請に応え、

薬品、燃料、資機材等の調達、事業継続計画の策定、給水車による給水システムの立ち上げ、手洗

い設備の設置、市民に対する手洗い等の啓発活動などの新型コロナ対策の支援を、14か国で展開し、

水供給サービスの継続に貢献した。 

 「JICA健康と命のための手洗い運動」の実施、衛生行動の改善を通じた新型コロナ対策の推進：新

型コロナの感染を予防するためには、3密の回避やうがい、マスクと並んで、手洗いの励行が極めて

重要であることから、機構は2020年9月に「JICA健康と命のための手洗い運動」を開始し、2021年度

も継続した。この運動は、全ての機構職員及び機構の事業関係者が、手洗い等の衛生的な行動を自

ら実践するとともに、様々な分野の事業を通じて開発途上地域に対する手洗い設備の整備や啓発活

動を行うことで、新型コロナをはじめとする感染症の予防と健康の増進に取り組むという新たなス

タイルによる支援である。開始後1年半で、61か国において296件以上の取組が行われ、手洗いの重

要性を訴えるメッセージを開発途上地域に広めた。例えば、インドでは1億人に対する啓発の実施

を目標に「アッチー・アーダト（良い習慣）キャンペーン」を実施中であり、民間企業11社及び地

方自治体（熊本県、横浜市）との連携により、多様な啓発活動を実施した。派遣予定のJICA海外協

力隊員に対してはオンライン講義を実施した。漫画家の井上きみどり氏の協力を得て作成した、正

しい手洗いのタイミングや方法を、開発途上地域の状況に合わせて分かりやすく伝えることを目的

としたマンガのポスターは、34か国語への翻訳がなされ、開発途上地域の学校や市民に普及した。

また、手洗いに関する開発途上地域の問題を啓発する動画を機構のウェブサイトで公開した。さら

に、開発途上地域における手洗い設備や手洗い行動の普及を機構以外のパートナーとも協調して推

進するため、2020年度に設立した「JICA健康と命のための手洗い運動プラットフォーム」の活動を

継続し、情報や経験の共有、セミナーの開催などを行った。具体的には、和文・英文のニュースレ

ターを2021年度中に9回発行するとともに、オンラインセミナーを開催し、ウェブサイト等を通じ

 
44  2014-2015 実績平均 
45  2013-2014 実績平均 
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て会員の取組に関する情報を交換した。これらの活動は、毎日新聞、時事通信、日本テレビ等、多

くのメディアで報道された。 

 初の機構実施分の事業・運営権対応型無償資金協力の契約締結：機構実施分の事業・運営権対応型

無償資金協力として初の案件となる「カンボジア国タクマウ上水道拡張計画」において、浄水場の

建設とその後の10年間の運営・維持管理を担う日本企業との契約を締結した。日本企業が海外にお

ける上水道の運営・維持管理業務の経験を積むこととなり、政府が進める日本企業の海外展開を後

押しするものである。 

 保健施設、学校への手洗い設備普及、手洗い啓発のため、国際NGOと契約締結：新型コロナ対策と

して重要な手洗いは、各家庭や職場での励行に加えて、クラスターが発生する可能性が高く、脆弱

な利用者も多い保健施設や学校での徹底が重要である。開発途上地域では、学校に手洗い設備がな

いことが学校再開の障害になっている例もある。そのため、日本人専門家の現地渡航に制約がある

中でも機動的に現場に密着した活動を行うべく、アジア、アフリカの3か国（ネパール、タンザニア、

マダガスカル）を対象として、衛生啓発に関するノウハウ、経験を豊富に有し、1991年からはイギ

リスのチャールズ皇太子が会長を務めている国際NGOのWaterAidとの契約を締結し、手洗い設備の

普及や衛生啓発活動を開始した。 

 水供給における気候変動対策を推進する無償資金協力の形成：パラグアイ「ビジャ・アジェス市給

水システム改善計画」の協力準備調査を完了した。本事業は、首都アスンシオンに隣接するビジャ・

アジェス市に浄水場や送配水管を建設し、給水能力の向上を図り、市民の生活環境の向上に寄与す

るための協力である。水源となるパラグアイ川では近年洪水や干ばつが発生し、既存施設では断水

も発生していることから、50年に1度の確率で発生する河川水位の変動に対応できるような取水施

設を計画した。気候変動の影響で洪水や干ばつが発生した場合でも安定して水道水の供給を継続す

ることができ、気候変動に対する強じん性を高めることが可能となる。 

 新型コロナ対策として重要な水供給・衛生のための協力の実施：手洗いに必要不可欠な水の供給に

対するニーズは高まっており、資金協力による施設や機材の整備を開始するべく、トルコ「地方自

治体環境改善事業」（円借款）の借款契約を調印した。本事業は、シリア難民の流入により影響を受

けている地方自治体に対して、上水道を含む社会インフラ整備に必要な資金を供与するものである。

また、カンボジア「スバイリエン上水道拡張計画」、ネパール「ビラトナガル給水改善計画」、ニカ

ラグア「マナグア市上水道改善計画」（いずれも無償資金協力）のG/Aを締結し、新たにルワンダ「キ

ガリ市中央北部給水サービス改善計画」の協力準備調査を開始した。 

 

（2）水の供給、利用、管理や衛生に関する知識や技術の向上 

 新型コロナ対策の課題・教訓の取りまとめ、機構の今後の協力にいかすためのプロジェクト研究を

完了：新型コロナの影響は社会の広範囲にわたっており、各国がそれぞれ試行錯誤の中で対策を講

じている状況である。水供給・衛生分野への影響や教訓を整理し、国内外の関係者に発信するとと

もに、機構の今後の協力方針にいかすため、プロジェクト研究「水供給・衛生分野の新型コロナウ

イルス対策の教訓と必要な支援方策の検討」を完成させた。都市部のインフォーマル居住地やスラ

ム、都市周縁部などの特に脆弱な地域への支援方策、水道料金収入の減少に伴う水道サービスへの

影響、手洗いに関する行動変容の促進要因などについて明らかにした。また、その成果は機構のウ

ェブサイトや「JICA健康と命のための手洗い運動プラットフォーム」のセミナーを通じて発信する

とともに、2021年11月に開催された国際開発学会及び日本国際保健医療学会でも発表した。 
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 日本の水資源管理に関する開発経験の取りまとめを完了：日本は古来より多くの水害、水不足、水

争いなどに悩まされ、とりわけ高度経済成長期には水需要の急増や、水質汚濁、地盤沈下などの諸

問題に直面し、ハード・ソフト両面での整備、改善を通じて、質の高い成長を成し遂げてきた。こ

のような日本の水資源管理の経験と教訓をまとめ、開発途上地域の政策決定者、行政関係者、実務

者等に向けて発信するため、プロジェクト研究「日本の水資源管理の経験」を完成させた。成果は、

研修員・留学生事業や技術協力において活用するとともに、「JICAチェア」を通じて開発途上地域

に提供することも予定している。 

 統合水資源管理に関する機構事業の取組方針をまとめ、英文論文として公表：SDGsが目指す統合水

資源管理を通じて、地域が抱えている水資源をめぐる課題を解決するため、地域の水問題の解決に

責任を持つ水資源管理主体と合意形成を図るための協議体を増やすことを目標とする「地域の水問

題を解決する実践的統合水資源管理」の考え方を、機構の取組方針として掲げ、「International Journal 

of Water Resources Development」に英文論文として発表した。本論文は統合水資源管理の国際的な普

及に取り組んでいるGlobal Water Partnership（GWP）がSNSを通じて発信し、開発途上国から発表さ

れた論文で引用された事例も既に見られている。また、「G20 Dialogue on Water 2021」、日本・アラ

ブ連盟・UNDPによるラウンドテーブル、ストックホルム世界水週間等の国際会議において発信し

た。 

 デジタルトランスフォーメーション（DX）を推進するための人工知能（AI）を用いた新技術の実

証：先端技術を開発途上国の課題の解決に活用するため、人工知能（AI）・機械学習を用いて水道管

路破損リスクの診断を行う技術について、タイの首都圏水道公社を対象に実証するパイロット事業

を実施した。管路の敷設後の経過年数（老朽化の程度）を基準に更新する場合に比べて約9倍、首都

圏水道公社が用いている複数の指標を総合して判断する診断方法を基に更新する場合に比べて約2

倍の精度で、管路の破損リスクを的確に評価することができることが明らかとなった。開発途上国

におけるデータの入手可能性や費用対効果等の側面も考慮しつつ、引き続き開発途上国への適用可

能性について検討を進める。 

 JICAグローバル・アジェンダ「持続可能な水資源の確保と水供給」の策定と発信：SDGs達成への貢

献や、「人間の安全保障」、「質の高い成長」、「地球規模課題への取組」といった、日本が開発協力で

目指す理念の実現のために、機構が掲げる20の課題別事業戦略として「JICAグローバル・アジェン

ダ」が策定された。その中の一つとして「持続可能な水資源の確保と水供給」を策定し、ウェブサ

イトやリーフレットの作成を通じて、対外的な発信を開始した。また、ADB、米州開発銀行（IDB）、

アフリカ開発銀行（AfDB）、フランス開発庁（AFD）、国際金融公社（IFC）等の開発パートナーと

の間で、JICAグローバル・アジェンダを踏まえた連携に向けての協議を実施した。 

 「JICAチェア」のための講義動画の制作を開始：日本の開発経験を学ぶ機会を日本国外にも広げる

ため、開発途上国各国のトップクラスの大学等を対象に、日本研究の講座設立支援を行う「JICAチ

ェア」で使用するため、日本の水道の開発経験を伝える約20分の講義動画の制作に着手した。講師

は日本の水道政策の第一人者である東京大学大学院工学系研究科の滝沢智教授に依頼し、機構が

2017年に作成した「日本の水道事業の経験」をベースに、日本が全国民への安全で安定した水道の

供給を可能にしている理由を講義するものである。これにより、非西洋から近代化を成し遂げた最

初の国である日本の発展の経験を世界に共有し、知日派人材の育成に貢献する。 

 中村哲医師の遺志を受け継ぐ「PMS方式灌漑事業ガイドライン」の完成：アフガニスタンにおいて

中村哲医師が主導して実施されてきたPMS（Peace Medical Services）による灌漑事業のノウハウを



2-20 
 

アフガニスタン全土に普及するため、2018年から中村医師とも協議を重ねながら作成を行ってきた

「PMS方式灌漑事業ガイドライン」が完成した。中村医師は大変残念ながら2019年12月4日に凶弾に

倒れられることとなったが、約360ページにも及ぶ本ガイドラインは日本語、英語のみならず、現地

語であるパシュトゥン語、ダリ語にも翻訳され、今後アフガニスタン各地に中村医師が編み出され

た灌漑事業の手法を普及するために活用される。本ガイドラインの完成は、読売新聞やテレビ西日

本でも報道された。 

 メコン川の統合水資源管理に係る調査の実施：メコン川では、上流の中国が6か所の本流ダムの運

用を開始しており、加えて2019年には下流のラオスで2か所の本流ダムが稼働を始め、ベトナムの

メコンデルタ等の下流部における浸食や塩水遡上、カンボジアのトンレサップ湖等の漁業資源や農

業への影響、豊かな生態系への影響などが懸念されている。さらに、2019年から2020年にかけて記

録的な水位の低下があったことから、流域の水資源管理、特にダムの運用による環境社会影響に対

する関心が高まっている。このような状況を受けて、ダム開発による環境社会影響を明確にし、機

構の協力戦略を検討するため、有識者を国内支援委員に迎えつつ、「メコン河流域における環境社

会に配慮したダム運用に係る情報収集・確認調査」を実施した。本調査は2018年開催の第10回日本・

メコン地域諸国首脳会議で採択された「日メコン協力のための東京戦略2018」に記載されているグ

リーン・メコンの実現や水資源管理に関する問題への対処に貢献するものである。 

 気候変動対策に向けた協力の実施：漏水の削減によって気候変動の影響による降雨の不安定化、干

ばつ等に対する強じん性を高めるため、特に気候変動の影響に脆弱な大洋州島嶼国のサモア、パラ

オを対象とする新たな技術協力プロジェクトを開始した。 

 PPP（Public Private Partnership）導入、ブレンデッドファイナンス、水道整備基金検討等の資金動員

に向けた協力の実施：SDGs達成に向けて、自立的に資金調達を行い水道サービスの拡張や改善がで

きる水道事業体を増やすための協力アプローチを整理し、資金動員に取り組む事業を実施した。具

体的には、ラオス「水道事業管理能力向上プロジェクト」（技術協力プロジェクト）において、水道

法に位置づけられている水道整備基金の設立に向けた検討を支援した。ベトナムにおいて民間資金

の活用を促進する協力を形成するため、「水道分野における民間資金活用に係る情報収集・確認調

査」を実施した。ケニアでは、水道公社による資金調達を支援する債券発行を計画しており、機構

と2020年に連携に関する覚書を結んでいるWater Finance Facilityとも連携し、技術協力プロジェクト

「水道事業体の融資可能な事業形成能力強化プロジェクト」を開始した。 

 地方自治体と連携した技術協力案件の形成・開始：24時間、蛇口から飲める水道水を供給している

日本の地方自治体のノウハウを活用した技術協力を実施するため、地方自治体からの参加を得て、

東ティモール、サモア、ネパールにおいて新たな技術協力プロジェクトを開始した。また、ネパー

ル、パキスタン、ルワンダにおいて、地方自治体が出資して設立し、地方自治体との人事交流もあ

る第3セクターが専門家チームに入った技術協力プロジェクトが開始された。横浜市が出資して設

立された㈱横浜ウォーターの参画により、パイロットエリアでの水圧と水質が大幅に改善され、料

金請求率を65％から97％へと大幅に向上させたパキスタンのファイラバード市に対する協力に関

し、横浜市水道局の職員も参画して英文の論文を取りまとめ、国際水協会（IWA）が発行している

「Journal of Water,Sanitation & Hygiene for Development」に掲載された。 

 脆弱層に対する水供給サービスの改善に向けた案件の形成：水は人間にとって最も基本的なニーズ

であり、復旧・復興・平和構築の過程にある脆弱な地域において、人間の安全保障の観点からその

必要性は極めて高い。5年近くに及ぶ内戦で約40万人が犠牲になったともいわれる南スーダンの首
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都ジュバに対しては、無償資金協力による水道施設の建設が進められており、2023年に予定されて

いる稼働開始に合わせて、水道サービスを抜本的に改善するため、「ジュバ市きれいな水供給プロ

ジェクト」（技術協力プロジェクト）の詳細計画策定調査を実施した。パレスチナにおいては、「ジ

ェニン市水道事業実施能力強化プロジェクト」（技術協力プロジェクト）及び無償資金協力の案件

形成のための「ジェニン上水道整備計画準備調査」を実施するとともに、「水道事業アドバイザー」

の派遣を新たに開始し、無償資金協力による施設整備と技術協力による能力強化を組み合わせた協

力を展開した。トルコでは「地方自治体環境改善事業」（円借款）の借款契約を調印し、シリア難民

の流入により影響を受けている地方自治体に対する上水道施設の整備を開始した。 

 防災の主流化に貢献する協力の推進：「仙台防災枠組2015-2030」において優先行動と定められてい

る強じん化のための防災への事前投資を推進するため、インドネシア「ジャカルタ地盤沈下対策プ

ロジェクト」（技術協力プロジェクト）における洪水対策の検討、パラグアイ「ビジャ・アジェス市

給水システム改善計画準備調査」における取水施設の洪水対策の検討、ネパール「ビラトナガル上

水道整備計画準備調査」における地震対策の検討等、水供給・衛生分野においても防災の観点を組

み込む「防災の主流化」に資する取組を進めた。 

 アフリカに対するボランティアの派遣「水の防衛隊」に対する支援：2008年に横浜で開かれた第4回

アフリカ開発会議（TICAD IV）で、福田総理（当時）が「アフリカでの安全な水へのアクセス向上

や衛生状態の改善などに寄与する人材を派遣する」と表明したことを受けて、水・衛生分野のニー

ズがある地域に、関連性のある職種で派遣される海外協力隊を「水の防衛隊」と呼称し、技術補完

研修や資料・ツールの提供、情報交換などの支援を行っている。2021年度も4回のニュースレターの

発行や、手洗い等の新型コロナ対策に関する情報を伝えるオンラインでの研修、ウェブサイトを通

じた啓発ツールの提供等を実施した。 

 

（3）SDGs達成に向けた貢献（SDGsゴール6） 

 SDGsゴール6ターゲット6.1の安全な水供給に資する案件として、56件以上の資金協力による施設整

備を実施中である。また、SDGsのモニタリングに定められているアクセス、利用可能時間、水質等

の給水サービスを改善するため、水道事業のサービス改善や経営改善に係る支援として、34件以上

の技術協力を実施中である。これらを通じて、SDGsの達成に向けて、自立的に資金調達を行い水道

サービスの拡張や改善ができる水道事業体を増やすための協力アプローチに基づき、水道事業のサ

ービス改善、経営改善に係る支援を実施した。また、SDGsの原則である「誰も取り残さない」を実

現するため、過去の教訓から今後の支援方策をまとめるプロジェクト研究「サブサハラアフリカ村

落給水及び衛生の課題と今後の支援方策の検討」を実施した。 

 SDGsゴール6ターゲット6.4の水利用の効率化に資する無収水対策に重点的に取組、17件以上の技術

協力プロジェクトを実施中である。日本の水道事業体は平均10％という世界的に見ても低い無収水

率を維持しており、そのノウハウを活用した協力を展開している。 

 SDGsゴール6ターゲット6.5の統合水資源管理の推進に資する案件として、インドネシアにおける地

盤沈下対策、スーダンにおける地下水等の水資源管理、ボリビアにおける河川流域管理のプロジェ

クトを実施した。特に、現地で実際に問題となっている事象を取り上げ、ステークホルダーの合意

形成の支援を通じた、ローカルコンテキストに即した問題解決を目指す取組を推進した。また、こ

れら支援を通じ、実践的な統合水資源管理の在り方について提示する英文論文を作成し、

「International Journal of Water Resources Development」で発表した。 
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（4）事業上の課題及び対応方針 

新型コロナの流行に伴い、水供給や手洗い等の衛生的な行動の重要性に対する認識が高まったが、開

発途上地域の実施機関は財務状況が悪化する中で、新型コロナの予防に細心の注意を払いつつ、水・衛

生サービスの提供を継続する必要があるという難しい状況に置かれている。機構は、財務状況の悪化を

緩和し、エッセンシャル・ワーカーである職員を守りつつ、必要な水・衛生サービスを継続するための

緊急的な支援を継続するとともに、中長期的観点からの強じん性の強化やSDGsの達成に向けた支援も

行う方針である。その際には、地域の水問題を解決する実践的統合水資源管理の推進、及び自立的に資

金調達を行って水道サービスの改善や拡張が行えるような「成長する水道事業体」の創出を目指し、保

健医療、栄養、都市開発等の関連する分野とも協調して成果を拡大することに留意する。 

 

 
  No.2-6 万人のための質の高い教育  
 

新型コロナウイルス感染症による子どもの学習機会喪失の影響を抑えるため、遠隔教育に対応したデ

ジタル化支援や学校における衛生啓発活動を推進した。さらに、子どもの学びの改善のため、引き続き、

質の高い教科書・教材の開発、コミュニティと学校の協働による教育モデルの開発及び展開、特別活動

や日本の学校運営等を通じた日本式教育、非認知能力向上に向けた活動、インクルーシブ教育の推進に

より疎外された子どもへの教育機会の提供に取り組んだ。また、他開発パートナー機関や、日本の教育

関係者との連携強化も進めた。 
 

関連指標 基準値 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 

疎外されている人々に配慮した教育支援

アプローチ（研修教材等）の開発件数 
1 件 46 3 件 2 件 2 件 7 件 2 件 

 

（1）子どもの学びの改善に向けた具体的な施策の実施状況 

① 質の高い教科書・教材の開発及びデジタル化： 

 機構の協力による教科書・教師用指導書の活用を通じた学力向上：エルサルバドル「初中等教育算

数・数学指導力向上プロジェクト（ESMATE）」で開発・全国配付に協力した教科書や教師用指導書

の活用を通じ、小学校2年生の児童・担当教員等への介入の結果、介入開始から1年後、介入群にお

ける算数の学力が向上（テストスコアの平均効果は0.49標準偏差）した成果がインパクト調査によ

り確認された。2022年2月の新学期開始に間に合うよう全国配付され、子どもの学びの改善の一層

の展開が期待されている。 

 モザンビーク「新しい学校教育制度に対応したカリキュラム普及プロジェクト」（技術協力プロジ

ェクト）では、算数で3年生のカリキュラム及び教科書・指導書の改訂案を作成し、理科で各学年の

カリキュラム改訂案を作成した。また、モザンビーク「教員養成校における現職教員教授法改善フ

ォローアップ協力：映像教材の制作」を通じて、効果的な授業が実施されるべく教員養成校教官・

 
46  前中期目標期間（2012-2015）実績は、4 件 
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学生、小学校教員を対象に、理科実験に係る映像（約100本）及び教師用解説書を制作した。 

 パプアニューギニアでは、「理数科教育の質の改善プロジェクト（QUIS-ME）」（技術協力プロジェ

クト）で開発を支援した同国初の国定教科書が、2021年度中に全国ほぼ全ての対象児童に配付され

た。また、2022年2月から同国に教育政策アドバイザーを現地派遣した。前述の国定教科書と講師用

指導書の活用、教育のためのグローバルパートナーシップ（GPE）プログラムの調整機関として開

発パートナーとの連携・調整、太平洋島しょ国地域内支援を目的に活動している。 

 ネパールでは、「教育の質の向上支援プロジェクト」（技術協力プロジェクト）において、初等1～3

年の算数教科書と小1教員用指導書の開発・改訂を完了した。また、新型コロナによる休校下の児童

に向けて、他ドナーと連携して算数自主学習教材を作成し、パイロット地域の初等1～3年生約7,600

人に配付、教育省ウェブサイトで公開される等、時宜を得た支援を実施した。 

 機構は、小学校程度の四則演算ができるよう算数ドリルのアプリ開発に取り組んだ。2022年1～3月

にかけて、開発中の算数アプリをエジプト、ラオス、ネパールの学校で試行的に使用し、有効性を

検証した。 

 

② 学校における衛生環境の改善及び衛生啓発活動 

 マダガスカル「みんなの学校：住民参加による教育開発プロジェクト（フェーズ2）」（技術協力プロ

ジェクト）では、2県110校の関係者を対象に研修を行い、同プロジェクトを通じて活性化された学

校運営委員会の取組の下、地域内で調達できる米、水、野菜などの食材や調理・配膳スタッフなど

を動員した給食の提供と給食前の手洗い活動が実施された。 

 エジプト「学びの質向上のための環境整備プロジェクト」（技術協力プロジェクト）では、手洗い啓

発に係るビデオを制作した。教育省が同教材を教員研修教材として活用し、約7,900人の教員が視聴

した。 

 

③ コミュニティと学校の協働による教育モデルの開発及び展開 

 ニジェール、マダガスカル、ガーナ等で、「みんなの学校プロジェクト」（技術協力プロジェクト）

を実施し、コミュニティと学校の協働による教育開発モデルの開発・普及を展開した。 

 ニジェール「みんなの学校：コミュニティ協働による基礎教育の質及び男女間公平性の改善」（技術

協力プロジェクト）では、コミュニティ協働型の基礎学力向上モデル（小学校低中学年相応）の普

及と、同モデル（小学校高学年相応）の開発、女子就学促進・継続モデルの開発を支援した。コミ

ュニティ協働型の基礎学力向上モデルは、2020/2021学年度での効果を国民教育省が確認し、

2021/2022学年度には同省主導で全国の小学校総計約1万8,250校の正課補習授業に導入された。また、

女子就学促進・継続モデルの開発に向けて、中退防止モニタリング委員会の試行・効果検証をすべ

く、中退防止活動策定ガイドを作成、ドッソ州・タウア州・マラディ州・ザンデール州の各州で初

等・中等合同女子就学フォーラムを開催し、州・県知事、市長、教育省や州・県教育事務所関係者、

伝統的首長、宗教指導者、学校運営委員会連合代表等各州約300名以上の教育関連アクター参集の

下、中退者数の削減目標及び行動誓約を決議した。 

 マダガスカル「みんなの学校：住民参加による教育開発プロジェクト（フェーズ2）」（技術協力プロ

ジェクト）では、参加型・分権型学校運営モデルの普及と強化、小学校運営委員会（FEFFI）の持続

的な活動を支援するモニタリング体制の強化・確立を支援している。2021年度は参加型・分権型学

校運営モデルの普及に係る学校運営委員会設立研修を9県約7,800校の関係者を対象に行い、そのう
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ち5県4,200校の関係者を対象にモニタリング体制設立に係る研修を行った。また、活性化した学校

運営委員会を基盤とし、基礎教育・学校給食・乳幼児期/就学前教育を改善するためのモデル開発・

普及を支援し、1県1,027校で読み書き補習活動が行われ、2県110校で学校給食が実施された。 

 ガーナ「みんなの学校：コミュニティ参加型学習改善支援プロジェクト」（技術協力プロジェクト）

では仏語圏アフリカで展開している「みんなの学校」プロジェクトのアプローチを初めて英語圏の

ガーナに導入した。コミュニティと学校の協働をベースとした教育マネジメントの強化及び習熟度

別算数ドリルを用いた補習活動を通じて、子どもの学習成果の改善に寄与するモデルを対象3州で

構築し、他州への展開準備を図っている。さらに、本プロジェクトでは新型コロナの感染拡大を受

け、学習機会が喪失されていることを踏まえ、対象校約1,800校全学年に新学期開始後に前学年の学

習内容のキャッチアップを目的とした算数練習問題集等を配付した。 

 プロジェクト研究「アフリカ地域におけるコミュニティ参加を通じた『子どもの学びの改善』モデ

ルの開発・スケールアップ」では、アフリカ地域で、コミュニティと学校の協働による子どもの読

み書き・計算スキル及び女子教育の向上に貢献するため、機構が有する比較優位及び経験・知見並

びに国際的なエビデンスを踏まえ、基礎学力向上及び女子教育向上に効果的で、高い普及可能性と

持続性が期待できるモデルの開発を目的として3か国で現地調査を行い、「みんなの学校」の学力改

善モデルの成果・課題及び今後のモデルの発展可能性を調査した。また、機構のコミュニティ参加

型の教育プロジェクトの導入、普及可能性を検討するため、5か国で調査を行った。 

 

④ 特別活動や日本の学校運営等を通じた日本式教育、非認知能力向上に向けた取組の導入・展開 

 日本の教育の特長である特別活動、朝学習、手洗い・歯磨き等を取り入れたエジプト・日本学校（EJS）

が、2021年度は新たに5校設立された。エジプト「学びの質向上に係る環境整備プロジェクト」（技

術協力プロジェクト）では、エジプトのカリキュラムに導入された「Tokkatsu（日本の特別活動や学

校運営を参考にエジプトの学校で実施されている教科外の活動）」がEJSにおいて適切に実施される

よう、2021/2022学年度用の教員ガイドを開発したほか、約80名の指導主事及び約400名の教員に対

して研修等を行った。 

 非認知能力向上に関しては、マレーシアで「全人教育推進プロジェクト（MAKMur）」（技術協力プ

ロジェクト）を開始した。近年、マレーシアにおいては人間性を調和的・全面的に発達させること

を目的とする「全人教育」が推進されており、日本の教育の特長である子どもの非認知能力の向上

に係る取組の経験をいかして、効果的な活動実践及びその普及のためのツールキットの開発や普及

計画の作成等に取り組む。 

 

（2）インクルーシブで平和な社会づくりのための教育に係る事業の実施 

① インクルーシブ教育及び女子を主な裨益対象とするノンフォーマル教育に係る事業の継続 

 モンゴルでは、「障害児のための教育改善プロジェクトフェーズ2」により、同国障害児のための発

達支援・教育サービス提供に向けた実施基盤整備及び人材育成に取り組んだ。2021年には、障害を

認定し支援サービスを検討する「障害児の保健・教育・社会保障支部委員会」を対象としたオンラ

イン研修を実施し、9区21県の支部委員会から170名が参加した。また、全国のモデル校としてウラ

ンバートル市内の25校を選定し、それぞれの学校が行うインクルーシブ教育の取組を支援している。

さらに、コロナ禍においても、オンラインで活用できる講義動画を作成し、インクルーシブ教育に

係る、管理職、学校のソーシャルワーカー、担任などが知っておくべき法制度や合理的配慮などに
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関する8本の動画を作成した。これらの動画は2022年1月から教員研修所の年次研修（1、5、10年目）

の基礎科目の選択コースになることが決まっている。 

 パキスタンでは、「オルタナティブ教育推進プロジェクトフェーズ2（AQAL2）」によりパキスタン

全土（連邦政府直轄地域、パンジャブ州、シンド州、バロチスタン州及びハイバル・ハフトゥンハ

ー州）で就学の機会を逃した児童・若者と成人に対する教育支援を行った。2021年に新たに1,000校

以上のノンフォーマル教育センターが開校し、2万5,000人以上が学習を開始した。そのうち8割以上

が女子・女性だった。ノンフォーマル教育の拡充を促進することにより、女子、男子、セクシャル

マイノリティ、若者、成人、少数民族等様々な属性の人の質の高い教育へのアクセスの改善を図り、

学習機会の多様化を促進している。 

 

（3）開発パートナーとの連携及び日本の基礎教育協力の優良事例の発信 

① 世銀（特にHuman Capital Project）との連携 

 2021年のDeep Diveでは、Human Capitalの視点から、新型コロナ感染拡大による学力の低下や教育格

差の拡大に関して意見交換を行い、学習機会喪失の軽減や継続的な学習の推進のための対策、強じ

んな教育システムの構築が重要であることを確認した。また、2019年に両機関間で締結したJoint 

Action Noteと2021年に新たに策定した課題別事業戦略の下、引き続き協調融資や技術協力のスケー

ルアップ（「みんなの学校」：セネガル、マダガスカル、ガーナ、ICT活用：ルワンダ）、女子教育（パ

キスタン）、新型コロナ対策（デジタル教材、衛生教育）等の対話を継続し、連携可能性を追求する

ことを確認した。 

 ルワンダ、マダガスカル、セネガル、ガーナ、パキスタンでは、各国で行っている教育協力事業に

ついて、世銀との連携によるスケールアップや、対象分野の調整による協調等、相乗効果及び双方

の協力の成果最大化を目的として継続的に意見交換を行った。 

 ガーナで機構が実施している「みんなの学校」プロジェクトは、世銀の基礎教育プロジェクト「Ghana 

Accountability for Learning Outcome Project（GALOP）」と学校運営委員会の機能強化のコンポーネン

トで連携しながら、学校運営を通じた学力改善に取り組んだ。成果最大化を目的としてGALOPとは

対象学校の重複がないように整理するとともに、「みんなの学校」プロジェクトを通じてGALOP対

象州にも学校運営改善の研修に係る講師の育成や研修マニュアルの作成等で技術支援を行った。本

連携を通じ、約11,800校に対して学校運営改善モデルに関する研修が実施される予定である。 

 

② 教育のためのグローバル・パートナーシップ（GPE）との連携 

 GPE事務局からGPE’s New Operating Model 2021-2025に関する情報収集を行った。また、GPEマルチ

プライヤー等を活用した機構との連携の可能性やGrant Agentの資格審査取得や受託の可能性に関し

ても、協議を継続した。 

 

③ UNICEFとの連携 

 マダガスカルでは、連携協定に基づき、UNICEFが支援する5県のうち中退児童のキャッチアップを

目的としたサマースクールプログラム対象校120校の関係者に対して、「みんなの学校：住民参加に

よる教育開発プロジェクト（フェーズ2）」で開発した、機能する学校運営委員会関連研修及び習熟

度別速習支援を取り入れた補習活動に係る研修を行った。 

 セネガルでは、コロナ禍における緊急教育対策支援をUNICEFと連携して実施した。電力やインタ
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ーネットアクセスの制約もあり休校期間中遠隔教育等の教育サービスが受けられなかった地方部

において、約1,200校、25万人の子どもを対象に、学習機会の喪失への対応、及び学校再開後の女子

の就学促進、中退・退学防止を目的として補習教材等の提供や、生理衛生用品の供与及び啓発活動

の実施を支援した。 

 パキスタンでは、UNICEFが実施している国際機関連携方式による無償資金協力「ノンフォーマル

教育強化計画」に対し、機構の技術協力プロジェクト「オルタナティブ教育推進プロジェクト

（AQAL）」で開発したノンフォーマル教育の教材の印刷・配付や、教員研修、ノンフォーマル教育

センターの運営支援を行っている。 

 

④ 能力強化研修開催 

 教育協力ウィーク開催：様々なパートナーとの共創基盤としてのプラットフォーム活動の一環とし

て、機構、教育開発に関わるコンサルタント、NGO、民間企業、政府関係者が意見交換する機会を

提供し、それによりネットワークを強化することを目的として、オンラインでテーマ別意見交換会

「教育協力ウィーク」を開催した。3日間14セッションを通じ、総登録者数421名、延べ1,500名超の

参加を得て自由闊達な議論を展開した。機構よりJICAグローバル・アジェンダ（教育）を共有し、

機構だけでなく、コンサルタント、NGO、民間企業、アカデミア、開発途上国政府、開発パートナ

ーなど多様なアクターとの協働を通じてインパクトの最大化を図る「コレクティブ・インパクト」

の追求とそれを実現するためのプラットフォームの構築が重要というメッセージを発信した。個別

セッションでもこれらの新しい戦略を前提に各テーマに沿った議論を展開した。 

 「教育政策アドバイザー育成研修」を11月に5日間オンラインで開催した。同研修には、将来的に教

育政策アドバイザーとして開発途上国へ赴任することを視野に入れている開発コンサルタント、国

際機関・NGO職員ら21名が参加した。オンラインでの開催とし、現役の教育政策アドバイザーや関

連援助機関の職員を講師として招くことができた。その結果、参加者21名中14名が「非常に満足」、

7名が「満足」と高く評価する研修となった。 

 

（4）SDGs達成に向けた貢献 

 SDGsゴール4「すべての人々への、包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促

進する」に貢献するため、「SDGsポジションペーパー（教育）」に基づき、SDGsターゲット4.1に資

する質の高い初等教育修了に向けた基盤整備を25件、4.cに資する質の高い教員輩出に向けた協力を

10件実施した。また、SDGsターゲット4.5に資するジェンダー格差・脆弱層へ支援を5件及び4.6に資

する基本的な読み書き・算数能力向上に向けた案件を13件実施した。 

 

（5）事業上の課題及び対応方針 

コロナ禍の継続に伴い、教育・学習機会が失われ、将来的には就業機会にも影響するなど中長期的に

大きな影響を及ぼすことが危惧されている。コロナ禍での休校措置、対面と遠隔のブレンド教育など、

開発途上地域のコロナ禍での教育政策・対応方針を踏まえつつ、子どもの学習機会が途切れることのな

いよう、これまでの支援の成果である教科書・教材のデジタル化、算数アプリの共同開発・試行を含め

たオンラインが活用できない児童・生徒への配慮、手洗い・衛生面での支援等学校再開に向けた取組な

ど、教育行政、コミュニティ、開発パートナーと連携しながら取り組む。 
  No.2-7 スポーツ  
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体育・スポーツJICA海外協力隊員の派遣を通じた開発途上国におけるスポーツ機会の拡充、南スーダ

ンでの全国スポーツ大会開催支援等を通じた平和構築の促進等、新型コロナウイルスの状況を踏まえな

がら可能な範囲で協力を展開した。また、2021年7月から9月にかけて開催された東京オリンピック・パ

ラリンピック大会に関し、JICA海外協力隊員が指導した選手がオリンピックに16名と1チーム、パラリ

ンピックに5名出場し、スポーツ・フォー・トゥモローのもと取り組んできたJICA海外協力隊員倍増計

画の成果が見られた。さらに、大会に併せて積極的に広報を展開することで、国内外の一般市民に対し

てより広く機構の協力に関する理解促進を図ることができた。 
 

関連指標 基準値 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 

ボランティアを通じた活動

の裨益者数 

7.3 万人 
47 

11.5 万人 22.9 万人 20.6 万人 11.4 万人 1.1 万人 

スポーツ分野における新規

ボランティアの派遣人数 

2020年に

162 人 48 
265 人 215 人 256 人 1 人 37 人 

（注）2021 年度も 2020 年度と同様、新型コロナ感染症拡大による海外渡航制限に伴い、体育・スポーツ分野に限らず新

規 JICA 海外協力隊員派遣が引き続き困難な状況であった。かかる状況においても新規派遣の可能性を継続的に検討し、

渡航に係る安全面の確認等を経た結果、37 人の新規派遣を実現。なお、活動を通じた裨益者数のカウントは JICA 海外協

力隊員帰国時に行っており、2021 年度は帰国 JICA 海外協力隊員もほとんどいなかったため、裨益者数が積み上がらなか

った。 

 
（1）JICA海外協力隊員派遣、課題別研修や技術協力プロジェクト等の事業の実施 

 JICAボランティア事業を通じたSFT等への貢献：2020年度に引き続き2021年度も派遣先各国の新型

コロナウイルスの感染状況を踏まえながら、可能な範囲でJICA海外協力隊員の派遣を継続した。7

月から9月にかけて開催された東京2020オリンピック・パラリンピック大会では、JICA海外協力隊

員が指導した選手がオリンピックに16名と1チーム、パラリンピックに5名が出場したほか、選手団

の団長やトレーナー、通訳、運営ボランティア、ホストタウンの自治体職員として多くのJICA海外

協力隊員経験者が関わるなど、2014年のスポーツ・フォー・トゥモローの立ち上げから目標として

掲げた体育・スポーツJICA海外協力隊員派遣倍増計画の成果が見られた。これらの成果に対しては、

開発途上国のスポーツ大臣やオリンピック委員会会長等をはじめ各所から多くの謝辞が寄せられ

た。 

 南スーダン「スポーツを通じた平和促進プロジェクト」：南スーダンでは、スポーツを通じた民族融

和及び平和の促進に向けた支援のため、「スポーツを通じた平和促進プロジェクト」（技術協力プロ

ジェクト）を実施中である。2021年4月にはこれまで全国スポーツ大会（NUD：National Unity Day）

に参加した選手を平和大使とし、全国スポーツ大会で得た経験を出身地で広めるなど、スポーツを

通じた相互理解の促進に資する活動を後押しするためのワークショップを開催した。2021年6月に

 
47  2014-2015 実績平均 
48  SFT目標値（2012年度実績（81人）を2020年までに倍増） 
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はコロナの影響を踏まえて規模を縮小し、首都ジュバ及びその近郊にてMini-NUDとして大会を開

催した。そして、2022年3月には第6回NUDを開催し、全国から372名が参加した。 

 スポーツと開発に係る戦略として、JICAグローバル・アジェンダ（スポーツと開発）を策定し、取

組を継続・強化すべく機構内の実施体制を構築し、具体的推進に向けて議論した。 

 

（2）競技団体・大学等の関係機関とのネットワークの構築 

 東京2020オリンピック・パラリンピック大会の開催に併せて、ホストタウンの自治体等を対象に国

際協力出前講座や関連イベント・セミナーを展開した。特に、アフリカ10か国を対象として開発教

育教材を制作し、ホストタウンに登録している11の自治体に配付したほか、国際協力出前講座を対

象の自治体で集中的に展開した。また、パキスタンのホストタウンとなった東京都杉並区では小学

生とパキスタンオリンピック選手によるオンライン交流の機会をつくり、その様子がNHKで紹介さ

れた。このように、東京2020オリンピック・パラリンピック大会をきっかけとして自治体連携及び

国際理解を推進することができた。 
 6月に日本サッカー協会（JFA：Japan Football Association）、日本プロサッカーリーグ機構（Jリーグ）、

日本女子プロサッカーリーグ機構（WEリーグ）との連携協定を締結した。同協定下で、JFAとはJICA

海外協力隊（民間連携）の制度を活用したJICA海外協力隊員派遣を、Jリーグとは開発途上国へのJ

リーグチームアカデミー進出を通じた社会貢献事業を開始した。 

 2022年1月に読売巨人軍との連携協定を締結した。同協定下で、1月にフィリピン及びバングラデシ

ュにて現地の青少年及び選手向けの野球教室をオンラインで実施した。 

 7月にフランスで開催された「平等をめざす全ての世代のためのフォーラム（Generation Equality 

Forum）」及び11月にイタリアで開催された「第2回開発銀行サミット（Finance in Commun2021）」で、

機構理事長等からスポーツ協力の方針やこれまでの実績について発信をした。また、「スポーツと

開発」に関係するドナーが集う会合にも参加し、随時取組を発信した。 

 

（3）機構の体育・スポーツ分野の広報媒体の作成・配付やイベントの開催、相手国政府への発信 

 機構ウェブサイトで、南スーダンでのスポーツと開発における取組、機構の紹介を契機に群馬県で

事前合宿を受け入れた南スーダン選手紹介及び東京オリ・パラに出場した選手らをサポートした

JICA海外協力隊員のインタビュー記事を掲載した。南スーダンのアブラハム選手については、オリ

ンピックまでの道のりを描いた漫画を4回シリーズで制作し、機構ウェブサイトのほか外部メディ

アでも関連記事を掲載した。また、ガーナでブラインドサッカーを指導したJICA海外協力隊員の活

動を追った音声付コミック動画をパラリンピックに合わせて制作したほか、SNSや外部ウェブメデ

ィアで発信した。さらにSNSで、東京オリ・パラ出場選手をサポートしたJICA海外協力隊員の活躍

等について日本語で13本、英語で7本の合計20本の記事を投稿し、国内外の一般市民に対し、機構の

貢献に係る理解促進を図った。 

 JICA海外協力隊員と彼らが指導した出場選手について、プレスリリースやニュースリリースを通じ

た情報発信にはメディアからの大きな反響があり、機構のスポーツ分野における国際貢献、練習施

設が不十分な開発途上国の状況及びアスリートの紹介（ソロモン諸島、ミクロネシア連邦）、障害を

持つアスリートの現地における差別の現状（ザンビア）等の新聞記事掲載につながった。また、国

際協力推進員を通じて地方紙への掲載につなげるなど、組織を挙げて広報に取り組み、東京2020オ

リンピック・パラリンピック大会の開催期間中、機構に関連する報道は約120件掲載された。上記南
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スーダン選手は、大会前から高い注目を集め、7月以降700件以上報道され（同一記事転載を含む）、

市民からのエール、競技速報、選手からの謝意等が随時伝えられた。 

 東京2020オリンピック・パラリンピック大会に併せて、JICA横浜で6月から10月、JICA地球ひろば

（市ヶ谷）で8月にスポーツの企画展示を開催した。また、同企画展示も含め体育・スポーツJICA海

外協力隊員の経験談を紹介するセミナーを7回実施した。さらに各国内機関のウェブサイトにて所

管地域出身のJICA海外協力隊員や事前キャンプ、ホストタウンに関連する情報を記事にまとめて積

極的に発信した。 

 

（4）SDGs達成に向けた貢献 

 海外協力隊事業での体育・スポーツJICA海外協力隊員の派遣等を通じて学校体育を中心にスポーツ

の機会の拡充を図っており、適度な運動機会の確保を通じてSDGsゴール3「健康的な生活の確保」、

質の高い体育授業の整備を通じてSDGsゴール4「包摂的かつ公正な質の高い教育の提供」に貢献し

ている。 

 南スーダンでの「スポーツを通じた平和促進プロジェクト」（技術協力プロジェクト）等スポーツを

活用した信頼醸成及び平和の促進に加え、ラオス草の根技術協力事業「障害者スポーツ普及促進プ

ロジェクト」やタンザニア女子陸上競技大会「Ladies First」などスポーツを通じた障害者や女性等

のエンパワメント及び社会包摂推進を通じて、SDGsゴール5「ジェンダー平等を達成し、すべての

女性及び女児の能力強化を行う」、SDGsゴール10「各国内及び各国間の不平等を是正する」、SDGs

ゴール16「持続可能な開発のための平和で包摂的な社会の促進」に貢献している。 

 スポーツを活用して、日本オリンピック委員会（JOC）、JFA、Jリーグ、日本ラグビーフットボール

協会（JRFU）等の国内のスポーツ競技団体や、大学、自治体、民間企業等との連携を促進しており、

SDGsゴール17「持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性

化する」に貢献している。 

 

（5）事業上の課題及び対応方針 

スポーツを通じた国際協力については、まだその有用性が広く一般に浸透していないため、スポーツ

を活用した取組の主流化、つまり、スポーツが国際協力における一つの有効なアプローチであるという

認識を浸透させ、当たり前に活用されるようになることを目指す。そのため、外部の関係団体や関係者

との連携を密にし、東京2020オリンピック・パラリンピック大会のレガシーを含め日本の強みをいかし

た取組を継続して展開する。 
 

 
  No.2-8 社会保障・障害と開発  
 

社会保障制度の構築や強化に向け、日本の経験や教訓を活用し、社会保険労務人材や高齢者福祉・医

療人材等、制度を支える人材育成を支援した。また、社会的弱者支援として、障害者の就労促進や障害

者の情報アクセシビリティ改善等を通じて、障害者の社会参加に資する具体的な施策を実施した。障害

主流化を促進し、機構の事業への障害の視点の組み込みを促進するために、機構事業関係者の障害に関

する研修等にも取り組んだ。 
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関連指標 基準値 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 

社会保障に係る研修実績 128 人 49 135 人 82 人 202 人 150 人 291 人 

障害に関する研修等に参加した

機構事業関係者の人数 
213 人 50 467 人 2,666 人 2,994 人 460 人 386 人 

 

（1）社会保障制度の構築に向けた具体的な施策の実施 

 モンゴル「社会保険分野における財政検証実務能力強化プロジェクト」（国別研修）で、モンゴル社

会保険庁の職員等に対し、被保険者数の将来推計の手法について演習を含めた集中的な講義を実施

し、公的年金の財政検証プロセスを学ぶための素地を整えた。また、インドネシア「社労士制度実

施プロジェクト」（国別研修）で、日本の社会保障制度強化に社会保険労務士制度が果たした役割等

の講義を実施し、インドネシアで導入が決定した日本の社会保険労務士と同様の業務を担う新しい

専門資格（Agenalis）の定着に向け、試験制度、教育体制、倫理基準策定等、制度設計・構築に対す

る助言を提供した。 

 コロナ禍で困難な生活を強いられている子どもたちに対する支援に向けて先駆けて2020年度に実

施した文献調査で、児童福祉分野の各国共通の課題として、児童福祉分野を含む社会福祉全般に携

わる専門人材（ソーシャルワーカー等）の質、量の両面での不足が明らかになった。この結果を受

け、調査の対象を、児童福祉を含む社会福祉全般を担う専門人材（ソーシャルワーカー等）の現況

の確認とした。調査対象地域は、域内共通の人材育成の枠組みの策定を検討しているASEAN地域と

し、2021年度後半に同地域のソーシャルワーカーの人材育成計画の確認、分析のための情報収集・

確認調査を実施した。なお、本調査の結果を踏まえて、今後、児童福祉分野において日本の知見を

いかした協力を展開していくことを視野に、その第一段階として、2022年度より課題別研修「子ど

もの保護」を実施することを決定し、日本のリソースの開拓を開始した。 

 

（2）社会的弱者への配慮に向けた具体的な施策の実施 

 コロナ禍で特に大きな影響を被っている障害者の社会参加を促進し、生計の悪化に対応するため、

モンゴル及びスリランカで障害者の就労支援を実施する技術協力プロジェクトを開始した。このう

ちモンゴルでは、日本における障害者の援助付き雇用の政策や現状を理解する研修を実施し、オン

ラインで56名が参加した。また、情報へのアクセシビリティ改善を目的として、エジプトでは視覚

障害者等、読みに困難を抱える人々の出版物へのアクセスを促進するデジタル図書（DAISY：Digital 

Accessible Information System）の制作を行う人材42名を育成し、コロナに関連する出版物29点を含

む107タイトルのデジタル図書を制作した。また、地方に住む障害者の社会参加を促進するため、パ

ラグアイに個別専門家の派遣を開始するとともに、南アフリカでは障害児及びその家族を地域社会

で支える取組を促進する個別専門家の派遣を開始した。 

 障害者が開発プロセスから取り残されないための取組として、プロジェクトの意思決定メカニズム

に障害者団体が参加した（エジプト、モンゴル）ほか、パラグアイでは障害を持つカウンターパー

トと協力して遠隔教育教材を開発した。また、合計42件の有償資金協力や海外投融資案件の計画に

 
49  前中期目標期間（2012-2015）実績平均 
50  2014-2015 実績平均 
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対して障害配慮のためのコメントを行い、機構の事業における障害インクルーシブな取組を推進し

た。加えて、障害主流化を促進し、機構の事業への障害の視点の組み込みを促進するため、障害と

開発分野の能力強化研修を実施し、事業を実施するコンサルタントやNGOスタッフ等46名の人材育

成を実施した。機構関係者に対しては、2022年1月に障害者差別解消法に対応するためのオンライ

ン研修を実施し、延べ386名が参加した。 

 多様化する障害分野のニーズに応えるため、エクアドル「インクルーシブ防災」、パレスチナ「ユニ

バーサルツーリズム」の国別研修を実施した。「インクルーシブ防災研修」では、中央省庁及び四つ

の地方自治体から福祉及び防災分野の担当者が計10名参加し、福祉と防災の連携を促進する防災計

画を策定した。「ユニバーサルツーリズム研修」では、観光に関連する中央省庁及び民間企業から関

係者が計9名参加し、各自の取組に係る行動計画を策定した。 

 タイ「高齢者のための地域包括ケアサービス開発プロジェクト」において、コミュニティレベルの

高齢者ケアの仕組みづくり、特に高齢者の在宅ケアと生活支援に関する政策を推進するため、3日

間にわたるオンラインでの技術研修を実施し、中央省庁の行政官及び地方サイトの医療従事者計24

名の参加、40名を超えるオブザーバー参加を得て、日本の介護保険等の関連施策、介護現場におけ

る新型コロナ対策の取組、デイケアセンターの運営や多職種連携について学び、日本の制度や実践

例を踏まえたタイ国内での具体的な制度への反映や実施促進につき議論を深めた。 

 急速に進む高齢化を背景に、中米地域において初めてとなる高齢化対策分野の技術協力プロジェク

トとしてメキシコ「コミュニティを基盤とした高齢者の包括介護プロジェクト」を開始した。メキ

シコにおける高齢者医療・福祉に関する現状と課題の整理のためのワークショップの開催、活動の

本格化に向けた必要な情報の整備や実施機関等との関係構築を行った。 

 米国のシンクタンクである戦略国際問題研究所（CSIS）への委託によるプロジェクト研究の一環と

して、中南米地域におけるデジタル技術を活用した高齢化対策についてラウンドテーブルを開催し、

高齢化を経済・社会開発のあらゆる側面に関連する前提条件として認識すべきこと、DX推進がこれ

らの課題解決の方策になり得ること等について機構からインプットし、国際社会へ発信した。 

 JICA緒方貞子平和開発研究所、ADB及びアジア開発銀行研究所（ADBI）の共催により「アジアの

開発途上国における高齢者の健康と生活水準についての国際会議－個人・家計データの役割－」を

135名以上の参加を得てオンラインで開催した。会議に先立って募集・選出された17本の論文の発

表やディスカッションが行われ、本分野の国際的な知識創造に貢献した。 

 課題別研修「高齢化対策」で、オンラインで10日間にわたるプログラムを実施し、4か国から中央ま

たは地方政府の行政官計10名が参加した。日本の介護保険等の社会保障政策についての講義や、日

本のケアマネジメントや地域包括ケアに関する取組の実践者との意見交換等を行い、日本及び各国

間での学び合いの機会となったことに加え、今後急速に高齢化が予測されている各国における対応

のアクションプラン形成に寄与した。また、同研修は世銀等からのオブザーバー参加があり、日本

及び機構の高齢化への取組・知見を共有する機会となった。 
 

（3）SDGs達成に向けた貢献 

 社会保障に関連するSDGsのゴールとして、ゴール1社会的保護（1.3）、脆弱者支援（1.4、1.5）、ゴー

ル8完全雇用とディーセントワーク（8.5、8.8）、ゴール10社会保障政策を通じた格差是正（10.4）等

のゴールが設定されている。また、障害と開発に関しては、ゴール8障害者就労（8.5）、ゴール10障

害インクルーシブな開発（10.2）、ゴール11障害者の物理アクセス（11.2、11.7）等のゴールが設定さ
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れている。これらのゴール達成に向け、2021年度は、既述のとおり、障害者、子ども、高齢者等の

社会的脆弱層支援、社会保障制度の構築に資する人材育成等を展開した。また、就労や情報アクセ

シビリティの改善を通じた障害者の社会参加の促進を図る事業や、防災や観光分野での障害インク

ルーシブな事業を実施した。 

 

（4）事業上の課題及び対応方針 

 障害児の教育、障害者のリハビリなど、教育や保健など他の分野と連携が必要な課題が多くあり、

分野横断的な対応を行うことで総合的な課題解決を目指す必要がある。インクルーシブ教育など既

に対応が進んでいるものもあるが、今後、インクルーシブ防災、ユニバーサルツーリズム、スポー

ツと障害など、分野横断的な対応を更に進めていく。 
 日本で社会福祉を実質的に担っているのが地方自治体、社会福祉法人やNGO/NPOであることを踏

まえ、こうした国内の国際協力リソースを新たに開拓し、国際協力に従事する人材を育成していく

必要がある。これを実現するため、国内のリソース開拓を目的とする各種調査を実施し、有識者を

中心とした現行の社会保障分野及び障害と開発分野それぞれの課題別支援委員会に新たなリソー

スを加えた国内協力体制の構築に取り組む。また、国内の国際協力人材育成のために能力強化研修

「障害と開発」等を引き続き実施する。 
 

３－３．指摘事項への対応 

（1）指摘事項： 
上記評価を踏まえ、引き続き新型コロナ対策に係る支援を各分野で迅速かつ適切に展開するとと

もに、栄養サミット等の国際会議における政府方針も踏まえつつ、各分野において「人間の安全保

障」やUHCの実現、SDGsの達成に貢献する協力を推進することを期待する。この際、新型コロナの

収束に向け、保健・医療分野での協力を一層強化すべく取り組まれたい。 
 

（2）対応： 
「JICA世界保健医療イニシアティブ」に沿った新型コロナウイルス感染症対策協力として、

病院の新増設及び拡充、遠隔ICU支援、感染症拠点の新増設及び拡充、ワクチン普及促進（ラス

ト・ワンマイル支援）、健康と命のための手洗い運動、新型コロナウイルス感染症危機対応緊急

支援借款等に迅速に取り組んだ。また、各分野において「人間の安全保障」、UHC、SDGsの達

成に向けた協力を複数実施した。特に病院の新増設及び拡充支援数は214病院（2020年度末108
病院）に倍増したほか、健康と命のための手洗い運動では、56か国256件の活動、延べ3億人へ

のアウトリーチ等、複数の取組で大きな成果が得られた。 

 

３－４．年度評価に係る自己評価 

＜評定と根拠＞ 評定：S 
根拠：評価指標の目標水準を上回る成果を上げていることに加え、「独立行政法人の評価に関する

指針」（平成 26 年 9 月 2 日総務大臣決定）及び「外務省所管独立行政法人の業務実績の基準につい

て」（平成 27 年 3 月外務省）に掲げられた S 評価の根拠となる質的な成果（法人の自主的な取組に

よる創意工夫、外交政策上の観点等から設定された重要又は難易度が高い目標の達成）を満たして

おり、当該事業年度における中期計画の所期の目標を上回る顕著な成果が得られていると認める。 
具体的には、保健分野では「JICA 世界保健医療イニシアティブ」の下、①新型コロナ対応緊急円

借款、②迅速かつ確実なワクチン接種実現のための保冷用冷蔵庫等の設備や運搬車両などコールド
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チェーン（低温物流）整備に必要な機材の提供、③機構初の ICU 治療サポートのため遠隔技術を駆

使した医療支援（10 か国）、栄養分野では④東京栄養サミット 2021 で「JICA 栄養宣言」発表と同

宣言に対する世銀、UNICEF、FAO 等関係機関からの賛同、水と衛生については、④民間企業や熊

本県・横浜市と連携したインドでの「アッチー・アーダト（良い習慣）キャンペーン」をはじめと

した「JICA 健康と命のための手洗い運動」の展開、⑤初の機構実施分の事業・運営権対応型無償資

金協力「カンボジア国タクマウ上水道拡張計画」での日本企業の運営・維持管理契約締結、教育分

野では、⑥教科書や教師用指導書の活用による学力向上等、特筆すべき成果を上げた。 
 

ア UHC を目指した保健システムの強化 
◎ 5S-KAIZEN-TQMの広域展開や保健システム強化への貢献【②】：アフリカ地域「病院における

5S-KAIZEN-TQMのアフリカ地域広域展開に向けた情報整備及び人材育成に関する業務」を通

じて、アフリカ地域を対象とした5S-KAIZEN-TQMの広域ワークショップを実施（2回、約30か
国から参加）、知見共有を促進。エジプト「病院の質向上プロジェクト」（技術協力プロジェク

ト）で院内感染対策のための5S-KAIZENの活用に係る遠隔研修教材を5か国語で翻訳・発表。

また、ウガンダ「保健インフラマネジメントを通じた保健サービス強化プロジェクトフェーズ

2」で、作成された医療機材の適切な使用方法や維持管理のガイドラインの国家承認、5S-CQI
（KAIZEN）-TQMアプローチの国家戦略への組み込みが実現。 

◎ ラオス「持続可能な保健人材開発・質保証制度整備プロジェクト」及びラオス初の看護インタ

ーンの導入【②】：日本の看護師への臨床実習制度の経験をいかして看護師インターン研修の

制度構築を支援。同国初の看護師インターン研修実施が実現し、ラオス全体の看護師の卒後段

階の技術力向上に貢献。また、機構の支援により看護師・助産師国家試験の合格率が向上。 
○ エジプトやタイで、それぞれアフリカやアジアを対象に保健システム強化やUHC促進を目的と

した各種研修やセミナーを実施。加えてUHC実現に資する保健システム強化や人材育成をタ

イ、モンゴル、ボリビア等で実施。 
○ 非感染性疾患の検査・治療サービスに必要な環境整備や非感染性疾患に係る能力向上などを支

援。 
 
イ 感染症対策の強化 
◎ 新型コロナ対応としての緊急財政支援の供与【②】：コロナ禍の各国の喫緊のニーズに応える

べく、2020年7月以降約6,300億円の円借款を事前通報、3,795億円の貸付契約を締結。 
◎ ラスト・ワン・マイル支援への貢献【①②】：日本政府による新型コロナ対策のためのワクチン

を人々まで届ける取組である「ラスト・ワン・マイル支援」の一環として、フィリピン、モザ

ンビーク、パレスチナ等6か国1地域で、より多くの人々がワクチンを打つことができるよう、

保冷用冷蔵庫や運搬車両等コールドチェーン（低温物流）整備に必要な機材を提供する協力を

開始。 
◎ 検査能力強化への貢献【①②】：新型コロナ対策に係る技術協力プロジェクトで、7か国の検査

所・研究所に対して機材供与を完了し、ウイルスの遺伝子解析等、刻々と変化するコロナ対策

に対応するための検査体制能力強化に貢献。 
◎ 感染症対策に従事する人材育成【②】：感染症の検査能力強化や検査体制向上を目的とした第

三国研修を、ケニア中央医学研究所（KEMRI）、ザンビア国立公衆衛生研究所（ZNPHI）で実

施。ケニアでは長崎大学熱帯医学研究所等の協力を得つつ、ザンビアではアフリカ疾病予防管

理センター（CDC）との協働で、ZNPHI、国際獣疫事務局、東北大学、北海道大学による講義

が実施され、活発な議論が展開。 
◎ COVID-19遠隔セミナーの開催【①②】：各国保健省関係者や研究者等を対象に「COVID-19日本

の経験を共有する」オンラインセミナーを計10回開催。ワクチン、迅速診断キット、日本の保
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健所での対応、新型コロナ後に向けた医療体制の整備等、新型コロナ対策関連の最新の知見、

日本の経験を広く伝え、参加者の自国の保健医療体制の検討に貢献。 
◎ ザンビア国立公衆衛生研究所（ZNPHI）への支援【②③】：感染症対策アドバイザーが、新興再

興感染症のサーベイランス構築・疫学情報収集及び解析の補助を通じ、南部アフリカでの感染

症対策の拠点としての能力強化に貢献。検査能力の向上に資する機材供与、遺伝子解析に関す

る技術移転を実施したほか、国境検疫所で、検疫所職員の感染制御技術の向上を目指し、客観

的な実施状況評価が困難なソーシャルディスタンスを測定するためAIによる映像解析技術を

導入し、経時的な質向上の評価を実施。 
◎ 治療体制整強化のための遠隔ICU支援【①②】：インドネシア、エルサルバドル、セネガル等を

対象とした「新型コロナウイルス感染症流行下における遠隔技術を活用した集中治療能力強化

プロジェクト」を開始。ICUに係る必要な医療設備の整備を支援しつつ、デジタル技術を駆使

して、日本国内の集中治療専門医による現地医師や看護師等への研修・助言・指導を実施。 
◎ ベトナムにおける新型コロナ感染急拡大対策・ワクチン接種体制強化への支援【①②】：診断・

治療体制強化のため、ベトナム国内各地域（北・中・南部）の拠点病院に対し、人工肺、人工

呼吸器、患者監視装置等の治療機材及びX線撮影装置等の診断機材を供与。南部地域拠点のチ

ョーライ病院による特設野戦病院設置（300床）を支援し、5月から10月の感染急拡大への適時

対応に貢献。また、国境からの感染拡大予防・防疫体制強化のため、個人防護具や衛生資機材

の供与、感染症の調査・監視にあたる政府職員の能力強化を実施。新型コロナワクチンの予防

接種体制強化のため、UNICEFと連携し迅速にワクチンのコールドチェーン資機材を供与し、

全国接種キャンペーンの展開に貢献。 
○ 新型コロナウイルス感染症が6月下旬以降急拡大したインドネシア・ジャカルタ首都特別州に、

同国政府からの緊急要請に応えて酸素濃縮器400台を供与し、感染拡大期の治療体制強化に適

時に貢献。マレーシアに供与した新型コロナワクチンの保冷庫、コールドボックス等が同国内

の全州に配備されワクチンの保管・接種体制強化に貢献。 
 
ウ 母子保健の向上 
◎ アフガニスタンでの母子手帳全国展開【②】：アフガニスタン全土（34州）を対象とし、同国

政府が推進する母子手帳の全国展開の支援を通じ、母子保健サービスへのアクセス向上に貢

献。各種研修を計1万1,397人が受講し、母子手帳は26州で計312万9,266冊が配付され、母子手

帳の普及に大きく貢献。 
◎ ブルンジにおける母子保健サービス強化【②】：国家標準となる緊急産科・新生児ケア（EmONC）

のメンターシップモデルにつき、機構の支援の結果、国家承認。同モデルの各種研修、監督・

技術支援をUNICEFと共同で実施し、医師、看護師を対象に118名が受講（2021年度）。 
○ 母子手帳を含む家庭用保健記録の国際標準ガイドラインに基づき、WHO、UNICEFととも

に、各国が家庭用保健記録を普及・活用するための「実施ガイド」の策定を推進。機構、

WHO及びUNICEFの3者合意文書に基づく調整プラットフォーム会合でガイド案の検討を実

施。 
○ その他、乳幼児死亡率や妊産婦死亡率の改善に向けた事業を実施（カンボジア、アンゴラ、

ガーナ、パキスタン）。 
 
エ 栄養の改善 
◎ 東京栄養サミット2021の「JICA栄養宣言」発表【④】：東京栄養サミット2021で、機構の栄養改

善に関する基本的考え・取組方針を「JICA栄養宣言」としてまとめ、AUDA-NEPAD、FAO、

UNICEF、SUN、世銀幹部の登壇を得て機構主催で開催したハイレベル・サイドイベントで発

表。同宣言は関係機関からの賛同も得つつ、機構方針がサミット成果文書の一部の日本政府コ
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ミットメントに取り込まれ、国際社会への日本の協力方針の発信と理解・認知向上に貢献。 
○ コロナ禍における各国での食料・栄養改善への協力へのニーズの高まりを受けて、国連世界食

糧計画（WFP）との間で、マダガスカル南部では母子の栄養改善事業を、シエラレオネでは地

産食材を活用した学校給食による栄養改善事業を開始。 
○ 各国の状況・ニーズを踏まえた栄養改善事業の形成・実施（グアテマラ、モンゴル、フィジー

等）。子どもに対する栄養摂取や肥満、非感染性疾患への対応が課題のモンゴルで「学校給食導

入支援プロジェクト」を開始。 
○ 「栄養改善事業推進プラットフォーム」への参加を推進し、2022年3月末現在87企業/団体が参

加。同プラットフォーム参加企業による事業形成を支援（カンボジア、インドネシア等）。会員

企業と連携し栄養サミットに向けたセミナー、学校給食制度や食育導入を進めるマレーシアに

対する研修を実施。 
○ 東京栄養サミット2021で、アフリカにおける栄養改善を目指しIFNAを一層推進するべく取り

まとめた「IFNA’s Commitment」を発表。IFNA事務局やAUDA-NEPADと連携し、RECsを対象と

するIFNAパートナー会合を開催。 
 
オ 安全な水と衛生の向上 
◎ 水供給サービスの継続【③】：コロナ禍の影響で多くの水道事業体が、料金収入の激減や予算配

賦の減額に直面し、水供給サービスの継続が危ぶまれる中、先方実施機関の緊急の要請に応え、

資機材等の調達、事業継続計画の策定、給水車による給水システムの立上げ等の支援を、14か
国で迅速に展開し、水供給サービスの継続に貢献。 

◎ 「JICA健康と命のための手洗い運動」の実施【③】：新型コロナ感染予防促進のため、「JICA健

康と命のための手洗い運動」として、新型コロナ感染予防と健康増進に向けた手洗い設備の整

備や啓発活動を、61か国296件以上実施。例えば、インドでは1億人に対する啓発の実施を目標

に「アッチー・アーダト（良い習慣）キャンペーン」を実施中であり、民間企業11社及び地方

自治体（熊本県、横浜市）との連携により、多様な啓発活動を実施。漫画家の井上きみどり氏

の協力を得て作成した、正しい手洗いのタイミングや方法を、開発途上地域の状況に合わせて

分かりやすく伝えることを目的としたマンガのポスターは、34か国語への翻訳がなされ、開発

途上地域の学校や市民に普及。 
◎ 初の機構実施分の事業・運営権対応型無償資金協力の契約締結【②⑤】：機構実施分の事業・運

営権対応型無償資金協力として初の案件となる「カンボジア国タクマウ上水道拡張計画」にお

いて、浄水場の建設とその後の10年間の運営・維持管理を担う日本企業との契約を締結。日本

企業が海外における上水道の運営・維持管理業務の経験を積むこととなり、政府が進める日本

企業の海外展開を後押し。 
◎ 新型コロナ対策の課題・教訓の取りまとめ、今後の協力への活用のためプロジェクト研究を

完了【③】：水供給・衛生分野への影響や教訓の整理、国内外の関係者への発信、機構の今後

の協力方針への活用のためプロジェクト研究「水供給・衛生分野の新型コロナウイルス対策

の教訓と必要な支援方策の検討」を完成。都市部のインフォーマル居住地やスラム、都市周

縁部などの特に脆弱な地域への支援方策、水道料金収入の減少に伴う水道サービスへの影

響、手洗いに関する行動変容の促進要因等を調査・分析し、成果を機構のウェブサイトや

「JICA健康と命のための手洗い運動プラットフォーム」のセミナー、国際開発学会及び日本

国際保健医療学会でも発信。 
◎ 日本の水資源管理に関する開発経験の取りまとめを完了【③】：日本の水資源管理の経験と教

訓をまとめ、開発途上地域の政策決定者、行政関係者、実務者等に向けて発信するため、プロ

ジェクト研究「日本の水資源管理の経験」を完成。成果は、研修員・留学生事業や技術協力に

おいて活用するとともに、「JICAチェア」を通じて開発途上地域に提供することも予定。 
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◎ 統合水資源管理に関する機構事業の取組方針をまとめ、英文論文として公表【③】：SDGsが目

指す統合水資源管理を通じて、地域が抱えている水資源をめぐる課題を解決するため「地域の

水問題を解決する実践的統合水資源管理」の考え方を、機構の取組方針としてInternational 
Journal of Water Resources Developmentに英文論文として発表（論文での引用事例も確認）。「G20 
Dialogue on Water 2021」、日本・アラブ連盟・UNDPによるラウンドテーブル、ストックホルム

世界水週間等の国際会議において発信。 
◎ デジタルトランスフォーメーション（DX）を推進するための人工知能（AI）を用いた新技術の

実証【③】：人工知能（AI）・機械学習を用いて水道管路破損リスクの診断を行う技術について、

タイの首都圏水道公社を対象に実証するパイロット事業を実施。管路の敷設後の経過年数を基

準に更新する場合に比べて約9倍、首都圏水道公社が用いている複数の指標を総合して判断す

る診断方法を基に更新する場合に比べて約2倍の精度で、管路の破損リスクを的確に評価でき

ることを確認。 
○ 安全な水へのアクセス改善及び水の供給、利用、管理や衛生に関する知識や技術の向上に資す

る事業を全世界で実施。 
 
 
カ 万人のための質の高い教育 
◎ 教科書や教師用指導書の活用による学力向上【②】：中南米「初中等教育算数・数学指導力向

上プロジェクト（ESMATE）」で開発・全国配付に協力した教科書や教師用指導書の活用を通

じ、エルサルバドルでは、小学校2年生の児童・担当教員等への介入の結果、介入開始から1
年後、介入群における算数の学力が向上（平均効果は0.49標準偏差）を確認。 

◎  「みんなの学校プロジェクト」によるコミュニティ協働型の基礎学力向上モデルの開発・導入

【②】：ニジェール、マダガスカル、ガーナ等においてコミュニティと学校の協働による教育開

発モデルの開発・普及を展開。ニジェール「みんなの学校：コミュニティ協働による基礎教育

の質及び男女間公平性の改善」（技術協力プロジェクト）では、コミュニティ協働型の基礎学力

向上モデル（小学校低中学年相応）の普及と、同モデル（小学校高学年相応）の開発、女子就

学促進・継続モデルの開発を支援。同モデルは、2020/2021学年度での効果を国民教育省が確認

し、2021/2022学年度には同省主導で全国の小学校総計約1万8,250校の正課補習授業に導入。 
◎  パキスタンでのノンフォーマル教育の拡充促進【②】：「オルタナティブ教育推進プロジェクト

フェーズ2（AQAL2）」によりパキスタン全土で就学の機会を逃した児童・若者と成人に対する

教育を支援。2021年に新たに1,000校以上のノンフォーマル教育センターが開校し、2万5,000人
以上が学習を開始（うち8割以上が女子・女性）。女子、男子、セクシャルマイノリティ、若者、

成人、少数民族等様々な属性の人の質の高い教育へのアクセスの改善を図り、学習機会の多様

化を促進。 
◎  教育協力ウィーク開催【②】：様々なパートナーとの共創基盤としてのプラットフォーム活動

の一環として、機構、教育開発に関わるコンサルタント、NGO、民間企業、政府関係者が意見

交換を通じネットワークを強化することを目的として、オンラインによるテーマ別意見交換会

「教育協力ウィーク」を開催（3日間14セッション、総登録者数421名、各セッション合計延べ

1,500名超の参加）。機構よりJICAグローバル・アジェンダ（教育）を共有し、多様なアクター

との協働を通じてインパクトの最大化を図る「コレクティブ・インパクト」の追求とそれを実

現するためのプラットフォームの構築が重要というメッセージを発信。 
 

キ スポーツ 
◎ 東京オリンピック・パラリンピック大会でのスポーツ・フォー・トゥモローの成果発現【②④

⑤】：開催された東京オリンピック・パラリンピック大会に関し、JICA海外協力隊員が指導し
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た選手がオリンピックに16名と1チーム、パラリンピックに5名出場し、スポーツ・フォー・ト

ゥモロー（SFT）の下、取り組んできたJICA海外協力隊員倍増計画の成果が発現。さらに、大

会に併せて積極的に広報を展開することで、国内外の一般市民に対してより広く機構の協力に

関する理解促進に貢献。 
○ 体育・スポーツJICA海外協力隊員の派遣を通じた開発途上国におけるスポーツ機会の拡充、南

スーダンでの全国スポーツ大会開催支援等を通じた平和構築の促進など、新型コロナウイルス

の状況を踏まえながら可能な範囲で協力を展開。 
○ 日本サッカー協会（JFA）、日本プロサッカーリーグ機構（Jリーグ）、日本女子プロサッカーリ

ーグ機構（WEリーグ）、読売巨人軍と連携協定を締結し、連携によるJICA海外協力隊員派遣や

オンラインによる指導教室の実施など、連携事業を推進。 
 
ク 社会保障・障害と開発 
○ 社会保障制度の構築や強化に向け、日本の経験や教訓を活用し、社会保険労務人材や高齢者福

祉・医療人材等、制度を支える人材育成を支援。 
○ 社会的弱者支援として、障害者の就労促進や障害者の情報アクセシビリティ改善等を通じて、

障害者の社会参加に資する具体的な施策を実施した。障害主流化を促進し、機構の事業への障

害の視点の組み込みを促進するために、機構事業関係者の障害に関する研修等を実施。 

 

３－５．主務大臣による評価 
評定：Ｓ 
＜評定に至った理由＞ 
 
（定量的実績） 
【指標 2-8】「学びの改善のための支援により裨益した子どもの人数」が目標値（10 万人）を約 26%
上回る 12.6 万人となり、中期目標期間において着実に指標を達成していると考えられる。「機構の

支援を得た保健医療サービスの裨益想定人口」は、2018 年度に目標を達成した。 
 
（定性的実績） 
１．UHC を目指した保健システムの強化（【指標 2-1】「ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）
実現に資する、政策・制度の導入・改革、能力強化等の保健システムの強化に係る支援の実施状況」） 

年度計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 
・「病院における 5S-KAIZEN-TQM のアフリカ地域広域展開に向けた情報整備及び人材育成に関

する業務」を通じて、アフリカ地域を対象とした 5S-KAIZEN-TQM の広域展開を促進した。ま

た、ウガンダ「保健インフラマネジメントを通じた保健サービス強化プロジェクトフェーズ 2」
において、作成された医療機材の適切な使用方法や維持管理のガイドラインが国家承認され、

5S-CQI（KAIZEN）-TQM アプローチが国家戦略へ組み込まれるなど、保健システム強化に貢

献していることは評価できる。 
・ラオス「持続可能な保健人材開発・質保証制度整備プロジェクト」を通じ、ラオス初の看護イ

ンターンの導入に貢献した。 
 

２．感染症対策の強化（【指標 2-2】「強じんな保健システムの構築に資する、感染症への対応能力

の強化に係る支援の実施状況」） 
 年度計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 
・新型コロナ対応として各国の喫緊のニーズに応えるべく緊急財政支援を供与（2020 年 7 月以降

約 6,300 億円の円借款を事前通報、3,795 億円の貸付契約を締結）したことは評価できる。 
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・新型コロナのワクチンを接種現場に届けるための「ラスト・ワン・マイル支援」の一環で、6 か

国 1 地域で、保冷用冷蔵庫や運搬車両等コールドチェーン（低温物流）整備に必要な機材を提

供する協力を行い、日本政府の政策実現に貢献した。加えて、新型コロナ対策に係る技術協力

プロジェクトにおいて、7 か国の検査所・研究所に対して検査体制能力強化に貢献した。 
・ベトナム国内各地域（北・中・南部）の拠点病院に対し、新型コロナ感染急拡大対策・ワクチ

ン接種体制強化への支援を通じ、5 月から 10 月の感染急拡大への対応に貢献し、UNICEF と連

携し迅速にワクチンのコールドチェーン資機材を供与し全国接種キャンペーンの展開にも貢

献した。 
・ケニア中央医学研究所（KEMRI）、ザンビア国立公衆衛生研究所（ZNPHI）に対し、長崎大学、

東北大学、北海道大学と連携し、感染症対策に従事する人材育成を実施した。特に、ZNPHI へ
の支援を通じ、南部アフリカでの感染症対策の拠点としての能力強化に貢献したことは評価で

きる。 
・インドネシア、エルサルバドル、セネガル等を対象とした治療体制整強化のための遠隔 ICU 支

援を開始した。その他、COVID-19 遠隔セミナーの開催として、各国保健省関係者や研究者等

を対象に「COVID-19 日本の経験を共有する」オンラインセミナーを計 10 回開催し、日本の経

験を広く伝え、参加者の自国の保健医療体制の検討に貢献したことは評価できる。 
 
３．母子保健の向上（【指標 2-4】「母子保健サービスの向上に資する、看護・助産人材育成等に係

る支援及び母子手帳の普及と国際的認知の向上に係る取組の実施状況」） 
年度計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 
・アフガニスタン政府が推進する母子手帳の全国展開の支援を通じ、各種研修を計 1 万 1,397 人

が受講し、母子手帳は 26 州で計 312 万 9,266 冊が配付され、母子手帳全国展開による母子保健

サービスへのアクセス向上に大きく貢献した。また、ブルンジにおけて、UNICEF と共同で、

母子保健サービス強化の技術支援を実施した。 
 
４．栄養の改善（【指標 2-5】「栄養状況の改善に資する、分野横断的かつ民間の活力も活用した支

援の実施状況」） 
年度計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 
・東京栄養サミット 2021 で、機構の栄養改善に関する基本的考え・取組方針を「JICA 栄養宣言」

として発表し、関係機関からの賛同も得つつ、機構方針がサミット成果文書の一部の日本政府

コミットメントに取り込まれるなどその貢献を評価できる。 
 
５．安全な水と衛生の向上（【指標 2-6】「安全で安価な水の確保に資する、安全な水へのアクセス

改善や水の供給・利用・管理や衛生に係る能力向上支援の実施状況」） 
年度計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 
・コロナ禍の影響で多くの水道事業体で、水供給サービスの継続が危ぶまれる中、先方実施機関

の緊急の要請に応え、14 か国で迅速な支援を展開し、水供給サービスの継続に貢献した。 
・新型コロナ感染予防促進のため、「JICA 健康と命のための手洗い運動」として、新型コロナ感

染予防と健康増進に向けた手洗い設備の整備や啓発活動を 61 か国 296 件以上実施した。例え

ば、インドでは「アッチー・アーダト（良い習慣）キャンペーン」として、民間企業 11 社及び

地方自治体（熊本県、横浜市）との連携により、多様な啓発活動を実施した。漫画家の井上き

みどり氏の協力を得て作成したマンガのポスターは、34 か国語への翻訳がなされ、開発途上地

域の学校や市民に普及したことなどは評価できる。 
・事業・運営権対応型無償資金協力として初の案件となる「カンボジア国タクマウ上水道拡張計

画」において、浄水場の運営・維持管理を担う日本企業の海外展開に貢献した。 
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・新型コロナ対策の課題・教訓の取りまとめ、今後の協力への活用のためプロジェクト研究とし

て「水供給・衛生分野の新型コロナウイルス対策の教訓と必要な支援方策の検討」、日本の水

資源管理に関する開発経験の取りまとめとして「日本の水資源管理の経験」、統合水資源管理

に関する機構事業の取組方針をまとめ International Journal of Water Resources Development に英

文論文、それぞれ発表し、国際会議、学会など様々な機械においてその成果を対外発信したこ

とは評価できる。 
・デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進として、人工知能（AI）・機械学習を用いて

水道管路破損リスクの診断を行う新技術について、タイの首都圏水道公社を対象に実証するパ

イロット事業を実施したことは評価できる。 
 

６．万人のための質の高い教育（【指標 2-7】「子供の学びの改善に資する、質の高い教育環境の提

供、ジェンダー配慮・女子教育の推進、及び疎外されている人々への教育拡大に係る支援の実施状

況」） 
年度計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 
・中南米「初中等教育算数・数学指導力向上プロジェクト（ESMATE）」を通じ、エルサルバド

ルでは小学生の算数の学力が向上し、教科書や教師用指導書の活用による学力向上に貢献し

た。 
・ニジェール、マダガスカル、ガーナ等において「みんなの学校プロジェクト」によるコミュニ

ティ協働型の基礎学力向上モデルの開発・導入の支援を実施し、ニジェール国民教育省主導で

全国の小学校総計約 1 万 8,250 校の正課補習授業に導入したことは評価できる。 
・「オルタナティブ教育推進プロジェクトフェーズ 2（AQAL2）」によりパキスタン全土で就学

の機会を逃した児童・若者と成人に対する教育の支援を通じ、2021 年に新たに 1,000 校以上の

ノンフォーマル教育センターが開校し、2 万 5,000 人以上が学習を開始（うち８割以上が女子・

女性）。女子、男子、セクシャルマイノリティ、若者、成人、少数民族等様々な属性の人の質

の高い教育へのアクセスの改善を図り、学習機会の多様化を促進したことは評価できる。 
 
７．スポーツ（【指標 2-9】「スポーツ・フォー・トゥモロー（SFT）に資する、関係機関との連携強

化やスポーツを通じた支援の実施状況」） 
・東京オリンピック・パラリンピック大会において、JICA 海外協力隊員が指導した選手がオリン

ピックに 16 名と 1 チーム、パラリンピックに 5 名出場し、スポーツ・フォー・トゥモロー（SFT）
の取組の効果が発現した。さらに、積極的な広報を通じ、国内外の一般市民に対する理解促進

に貢献するなど、外交上においても大きな貢献として評価できる。 
 
８．社会保障・障害と開発（【指標 2-11】「障害者の開発プロセスの参加促進や事業への障害の視点

の組込に係る取組状況」） 
年度計画の取組を着実に実施した。 

 
（結論） 
定量指標について、120%を超える結果となったが、そもそも目標値及び実績値が昨年度よりも低

く設定されている。ただし、機構より、目標値が昨年度よりも低く設定されている理由として、機

構の事業は途上国政府の実情に影響されるため、各年度中における成果を確認することが難しく、

事業終了時に複数年事業を含め、それまでの成果をまとめて確認し（実績値を）計上しており、各

年度により目標値の設定が異なる場合があり得るとの説明があった。機構の右説明には合理性があ

ると判断し、昨年度と比して実績値が低くなっているものの、年度計画において予定されていた取

組を着実に実施したほか特筆すべき定性的な成果が多数見られること、それら成果には質的に顕著
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な成果が多く認められることから、中期計画における所期の目標を上回る顕著な成果が得られてい

ると認め、「Ｓ」評価とする。 
具体的には、新型コロナ対応として各国の喫緊のニーズに応えるべく緊急財政支援の供与や「ラ

スト・ワン・マイル支援」など日本政府の政策実現に貢献した。東京栄養サミット 2021 では、「JICA
栄養宣言」が関係機関からの賛同も得られるなど、その取組は評価できる。東京オリンピック・パ

ラリンピック大会において、JICA 海外協力隊員が指導した選手が出場したことは、スポーツ・フォ

ー・トゥモロー（SFT）の取組の効果が発現し、外交上においても大きく貢献したと言える。これ

は、我が国の開発協力の基本方針である「人間の安全保障の推進」や UHC をはじめ、重要な外交

政策の実現に貢献したものとして高く評価される。また、事業・運営権対応型無償資金協力として

初の案件となる「カンボジア国タクマウ上水道拡張計画」において、浄水場の運営・維持管理を担

う日本企業の海外展開に貢献したなど、機構の自主的な取組による工夫も認められる。 
これらの成果は「開発途上地域の人々の基礎的生活を支える人間中心の開発の推進」に寄与する

とともに、新型コロナの世界的な感染拡大への対応を始めとして、開発協力大綱に掲げる「我が国

の平和と安全の維持、更なる繁栄の実現、安定性及び透明性が高く見通しがつきやすい国際環境の

実現、普遍的価値に基づく国際秩序の維持・擁護」等にも顕著に貢献するものである。 
 
 ＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ （実績に対する課題及び改善方策など） 
 上記評価を踏まえ、引き続き新型コロナ対策に係る支援を各分野で迅速かつ適切に展開するとと

もに、栄養サミット等の国際会議における政府方針も踏まえつつ、各分野において「人間の安全保

障」や UHC の実現、SDGs の達成に貢献する協力を推進することを期待する。また、新型コロナの

収束に向け、保健・医療分野での取組が一層強化すべく取り組まれたい。その際、国際機関等の他

機関との連携にも引き続き留意するとともに、日本政府による分担金・拠出金との相乗効果も念頭

においたバイ・マルチ連携に向けた協力を期待する。 
 また、各年度における目標値の設定について、有識者からの意見の通り、目標設定が恣意的でな

いこと（期間中に達成すべき成果（アウトカム）から目標値を設定すること）、特段の事情による目

標値の設定・変更に係る十分な説明を付すこと、これら等に留意し、適切な定量及び定性的な評価

を実施すること。 
 
＜その他事項＞ （有識者からの意見聴取等） 
・評価指標が目標水準を上回っていることに加え、質的な成果も十分であることから自己評価をＳ

としている。しかしながら、定量指標である「学びの改善のための支援により裨益した子供の人

数」は、12.6万人であり、前年度の実績 317万人と比較しても数値は下がっている。そもそも、

2020年度の目標値 110万人から 2021 年度の目標値が 10万人に引き下げているが、目標値は各年

度の実績ではなく、各年度中に終了する事業における裨益人数をカウントしており、今回は年度

中に終了する事業が少なく、また終了する事業も小規模な案件であるため、目標値を 10万人に設

定したと思う。他方、10万人の目標値は、事前に見積もった達成予定裨益人数であり、本来の KPI

としての目標数値とは少し意味合いが異なる。本来の目標数値とは期間中に達成すべき成果（ア

ウトカム）から導き出すものであり、達成予想数値とは異なると思われる。但し、Ｓ評価が間違

いと言うわけではなく、この場合は、定量評価の達成率が少ない（定量評価）が、2021 年度終了

する事業は小規模であるが質的に重要な事業であり、2021年度に終了しない事業においても終了

時には多くの裨益人数が想定される（定性評価）と言った十分な説明を付す必要がある。成果実

績（アウトカム）における目標値は、年度毎に変えないと理解している。 
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